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序 文 

 

我が国はカンボジア政府に対し、1999 年より同国司法省に対する技術協力「法制度整備プロジ

ェクト（フェーズ１、２）」を通じて民法・民事訴訟法の起草・立法化を支援してきました。そ

の結果、民事訴訟法は 2006 年７月に公布、2007 年７月に施行され、民法は、2007 年 12 月に公

布、2008 年 12 月に施行（適用開始は 2011 年 12 月より）されました。両法案がカンボジア国内

において適切に運用されるためには、関連法案の起草が不可欠であり、また、両法はこれまでカ

ンボジアにはなかった概念を多く含んでいるため、普及活動には時間をかける必要があります。

このことから、日本に対し更なる協力の継続について要請があり、司法省職員の民事実務改善及

び関連法令起草支援を主眼とした技術協力プロジェクトフェーズ３を 2008 年 4 月から 4 年間の

期間で開始しました。 

 同時に、国内において両法が適切に運用されるためには、両法を理解する法曹人材を養成する

必要があることから、JICA は 2005 年 11 月から 2008 年 3 月まで、王立司法学院に対する「裁判

官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」を実施し、王立裁判官・検察官養成校（RSJP）に

おけるカリキュラム策定・改訂、教材作成・改訂、教官の能力向上を支援し、民事教育が行われ

るための土台構築を支援しました。法曹人材が圧倒的に不足しているカンボジアの現状を踏まえ、

今後同校において自立的・継続的に民事教育が行われるためには、学校運営の自立発展性を高め

る必要があることから、RSJP が自立的に民事教育を実施できるようになることを目指し、2008

年 4 月から 4 年間の期間で、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」

を開始し、教官候補生養成及び教材作成を支援しました。 

 今般、「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジ

ェクト（フェーズ２）」とも、終了まで半年という時点に至ったことから、終了時評価調査を実

施し、両プロジェクトのこれまでの協力を踏まえ、現フェーズにて実施してきた活動の実績、成

果、課題等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間で取り組むべき活動等についてカンボ

ジア国関係者と協議しました。本報告書は、今回の終了時評価調査及び協議結果を取りまとめた

ものであり、今後の技術協力事業を効果的かつ効率的に実施していくための参考として、活用さ

れることを願うものです。 

 本調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 24年 2 月 

 独立行政法人国際協力機構 

                          産業開発・公共政策部長 桑島 京子  
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評価調査結果要約表 

 

１. 案件の概要 

国名：カンボジア 案件名：法制度整備プロジェクト（フェーズ３）

分野：行政一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 法・司

法課  

協力金額（終了時評価時点）：約 2.7 億円 

(R/D)2008 年 4月 8 日 先方関係機関：司法省 

協力期間 
協力期間 

2008 年 4 月 9 日～2012 年 3

月 31 日（4 年間） 

日本側協力機関：法務省、最高裁判所、日本弁

護士連合会等 

１－１ 協力の背景と概要 

1970 年代から 20 年にわたり内戦を経験したカンボジアでは、1993 年に制憲議会が成立し、

法制度整備を国の最重要課題と位置づけたが、基本法体系が十分に整備されておらず、また

法曹人材がきわめて少ないことから、自力で法制度整備を行える状況になかったため、我が

国はカンボジア政府に対し、1999 年から「法制度整備プロジェクト（フェーズ 1）」を通じて

民法・民事訴訟法法案の起草支援を行ってきた。当該プロジェクトでは、日・カ合同起草チ

ームにより民法・民事訴訟法起草作業の実施を中心に協力が行われ、2003 年 3 月に両法案を

カンボジア司法省に引き渡すことにより終了した。その後、このプロジェクトの成果を踏ま

え、民法・民事訴訟法法案の立法化支援及び附属法令を主眼とした継続支援を実施する「法

制度整備プロジェクト(フェーズ 2)」が 2004 年 4 月から開始され、1 年間の期間延長の後、

2008 年 4月に終了した。フェーズ 2 の成果として、2007 年 7 月に民事訴訟法が適用され、2007

年 10 月に民法が下院を通過し、同年 12月には成立した。 

これまでカンボジアにはなかった概念を多く含んでいる両法がカンボジア国内において適

切に運用されるには、関連法案の起草が不可欠であるとともに普及活動も必要であったこと

から、カンボジア政府より日本に対し、フェーズ 2 の後継案件として更なる協力の要請があ

った。2008 年 2 月に事前評価調査を行った結果、2008 年度より付属法令起草の軸足をカンボ

ジア側に移し、司法省が民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策を取れるよ

うにすることを主眼としたフェーズ 3 を実施することとなった。 

 

１－２ 協力内容 

 本プロジェクトでは、カンボジア国において日本がこれまで支援して成立した民法・民事

訴訟法に関連する各種法令の起草及び立法化を支援するとともに、民法・民事訴訟法の適切

な運用に向け、司法省が新民法・民事訴訟法及び関連法令に関する知識を普及し、他省庁所

管の関連法令との調整を適切に行えるようになることを目指すものである。 

 

（１）上位目標 



民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する。 

 

（２）プロジェクト目標 

司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策を取れるようになる。 

 

（３）成果 

1. 司法省にて、民法・民事訴訟法関連法案の起草・立法化に向けて必要な作業が行われ

る。 

2. 司法省にて、司法省から提出された民法・民事訴訟法関連法案のフォロー及び他省庁

から提出された法令との調整が行われる。 

3. 司法省が司法関係者等に民法・民事訴訟法及び関連法案を運用するための知識を広め

る。 

 

（４）投入（終了時評価時点） 

 日本側：（総投入金額 2.7 億円） 

 ‐ 長期専門家派遣 延べ 8 名 

 ‐ 短期専門家派遣 延べ 13 名 

 － 研修員受け入れ 延べ 22 名 

－ 国内作業部会  委員 37 名 

－ 機材供与     48,697 米ドル 

－ 現地活動費    0.5 億円 

  

相手国側： 

－ カウンターパート配置 

プロジェクトディレクター：司法大臣 

プロジェクトマネージャー：司法省次官 

第一審裁判所所長、最高裁判事、司法省職員等からなるコミッティ、サブコミッテ

ィおよび起草班 

－ 施設、事務室 

 司法省内にプロジェクト担当者用の常設事務所、会議室を確保。 

－ 運営経費の自己負担 

２．評価調査団の概要 

2－1 調査団構成 

（１）総括     桑島 京子 JICA 産業開発・公共政策部長 

（２）法整備支援  磯井 美葉 JICA 国際協力客員専門員 

（３）起草支援   松川 光康 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

（４）評価企画   金田 雅之 JICA 産業開発･公共政策部ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ法･司法課職員 

（５）評価分析   栗田 貴之 株式会社アイコンズ  



（※通訳（日･ク）は現地傭上 サー・セネラ） 

2－2 調査期間：2011 年 8 月 21 日～9 月 7 日 

2－3 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（プロジェクト目標の達成度） 

プロジェクト目標は概ね達成される見込みである。 

民法、民訴法に関連する附属法令については、本プロジェクトで整備された起草班体制に

基づき、司法省職員により 10 余りの法令が起草された。また、起草の過程においては、最初

のドラフトをカンボジア側が作成する等、カンボジア側の主体性も高まった（指標１）。立法

プロセスにおける関連法令案の審議状況や他省庁管轄の法令案についての調整も、例えば国

際養子縁組法との調整においてなど、カンボジア側が主体となって行われた（指標２）。民事

関連法の普及セミナーについても、毎年司法省において年間計画を立て、約 20 回実施された。

教材配布に関しても、司法省が管理する体制が整備され、着実に実施されてきた（指標３）。

以上のことから、司法省が民法・民事訴訟法の適切な運用に必要となる施策を実施する能

力は向上したといえる。 

 

（アウトプット（成果）の達成度） 

成果 1. 「司法省にて、民法・民事訴訟法関連法案の起草・立法化に向けて必要な作業が

行われる。」 

成果１は概ね達成されている。 

カンボジア側が将来にわたって自立的に起草・立法業務を実施していけるよう、司法省民

事局・立法局の組織を強化し、起草作業の軸足をカンボジア側に映していくことが必要であ

るという認識の下、起草班体制の変更をプロジェクトの初年度に行った。 

プロジェクト開始当初は、日本側が法案のアウトラインを作成する形態が採られていた

が、現在は、長期専門家及び日本国内の支援委員会（「カンボジア民法作業部会」「カンボジ

ア民事訴訟法作業部会」「カンボジア不動産登記実務アドバイザリーグループ」）、日本国法務

省などの協力機関の支援を受けながら、「法制度整備プロジェクト(フェーズ 1)」において日

本側との共同起草作業を担っていた司法省次官等の監督下で、司法省の民事局・立法局職員

が中心となり起草作業を担うという新たな体制が構築され、各起草班が自主的に必要な起草

会合を開催し、法案起草及び審議を主導する形態が定着した。 

カンボジア側による自主的な起草班の活動の下、民事訴訟法関連の不動産登記共同省令

（司法省と国土管理都市開発建設省との共同省令）、裁判官の填補に関する司法省令、手数料

および訴額算定基準に関する改正省令などが起草され、発令された。また、民法関連の不動

産登記共同省令、法人登記省令、夫婦財産契約登記に関する省令、執行官関連の省令などの

起草作業が進められている。また、法令案の電子データについては、閣僚評議会に提出した

時点のものを、立法局において一元的に管理・保管されている。 



他方で、起草班会合での議論を記録として保存・共有するという活動は、部分的な実施に

とどまっている。また、知識向上のための継続的な省内研修も実施されているが、参加職員

の希望により逐条的に学習する形となっているため、基本的な民法の全体構造、機能の理解

につながっていない側面があり、今後改善の余地がある。 

 

成果 2. 「司法省にて、司法省から提出された民法・民事訴訟法関連法案のフォロー及び

他省庁から提出された法令との調整が行われる」 

成果２は概ね達成されている。 

フェーズ２で起草された法案については、民事非訴訟事件手続法、人事訴訟法が閣僚評議

会提出後の条文加除修正や国会での法案説明等に対する支援を実施した結果、成立したほか、

裁判寄託省令も司法省から発令された。また、民法適用法が 2011 年 5 月に国王の審署を経て

成立しており、同 12 月から民法及び上記関連法令等が適用開始となる。 

他方、執行官法については、閣僚評議会に提出された後、副首相特別会合において、修正

提案を受けている段階で、法律としては成立に至っていない。 

他省庁管轄のものを含む関連法令については、主なものとして、裁判所構成法、外国人に

建物専有部分の所有権を与える法律、国際養子縁組法、DV防止法、労働組合法などがあり、

それぞれ専門家の助言を得つつ、司法省からもコメントを提出している。また、他省庁から

民法との抵触がないかについての確認依頼が労働組合法を所管する労働省などから寄せられ

るようになってきており、司法省が適切なコメント、省令チェックを行うことにより、同省

に対する他省庁からの信頼も向上してきたことが伺える。 

 

成果 3. 「司法省が司法関係者等に民法・民事訴訟法及び関連法案を運用するための知識

を広める」 

成果３は概ね達成されている。 

普及セミナーは、これまでに各地で全 14回実施され（2008 年 7回、2009 年 6 回、2010

年 1 回。司法省が財務省から予算を得て実施した分のみで、他ドナーがスポンサーとなり実

施した分については含まず）、以前は長期専門家が講師を務めたこともあったが、現在ではカ

ンボジア側のコミッティ及び起草班メンバーが講師となり実施する体制となっている。 

また、裁判寄託省令、人事訴訟法、民事非訴訟事件手続法、不動産登記共同省令（民訴関

連）の普及セミナーなどを実施するとともに、民法適用開始に向け、短期専門家が講師とな

り、裁判官、司法省職員、弁護士向けの民法現地セミナーを開催した。 

このほか、教材・資料として、民法逐条解説全 6巻、人事訴訟法、民事非訴訟事件手続法、

民事過料手続法の条文及び逐条解説書、2009 年 12 月開催の民訴部会委員による控訴裁・最

高裁向けセミナーの議事録及びレジュメをまとめたものなどが出版され、民法逐条解説に関

しては各地の裁判所、弁護士会、大学などに配布された。民法教科書については原稿作成に

遅れがあり、現在も作成中であるが、本プロジェクト終了時には完成する見込みである。 

新法理解研修について、2010 年 4月に TOT（Training of Trainers）のメンバーが教官候

補生として選出され、6月から日本人専門家による週 1 回の民法講義が開始された。2011 年



1 月からは週 2回となり、終了時評価の時点までに 61 回行われている。 

外部（裁判所等）からの質問の受付窓口と回答送付は、民事局が担当することとなってい

る。以前は、日本人専門家に対して民事訴訟法の運用上の質問が直接寄せられることも多か

ったが、現在は、司法省において自主的に回答するようになっている。ただし、現状は、ア

ドホックに対応していることが多く、今後、質問受付のメカニズムが確立されていくことが

期待される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

本プロジェクトは、カンボジアの政策に合致しており（「第二次四辺形戦略（2008 年）」、

「法制度司法制度改革短期・中期行動計画（2005 年）」、「国家戦略開発計画（NSDP、2009-2013

年）」）、また日本政府の政策にも合致している（経済海外協力会議「法制度整備支援に関する

基本方針（2009 年）」、外務省「カンボジア国別援助計画（2002 年）」、JICA のカンボジアへ

の援助実施方針）。加えて、これまでフェーズ１、２において民法・民事訴訟法の起草・立法

化支援を日本が実施してきた経緯を踏まえ、関連法令の起草や新法普及活動を引き続き日本

が協力してきたことは、従来の協力の成果を高めることに資するものであり、過去の協力を

通じて構築された支援体制や協力の成果を活用できる点で日本に優位性があると考えられ

る。 

また、日本の支援の開始当初のカンボジア司法制度の状況を踏まえると、1999 年から継続

的に長期的なスパンで、起草による民事法体制整備と人材育成を支援した本プロジェクトは

社会のニーズに合致しており、妥当性は非常に高い。 

加えて、カンボジア側のオーナーシップを高めるため、法案の起草作業準備を司法省職員

に移行する本プロジェクトのアプローチは有効であった。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は概ね高い。 

プロジェクト目標は概ね達成されており、３つのアウトプット（成果）は効果的に構成さ

れている。成果１により関連法令の起草、成果２によりその立法化プロセスのフォロー、成

果３により成立した関連法令及びその基盤となる民法・民事訴訟法の普及活動の実施を通じ

て、司法省が民法・民事訴訟法が適切に運用するために必要となる附属法令整備や他法令と

の調整、普及活動などを実施する司法省の組織及び職員の能力が強化された。 

起草作業については、概ね日本人専門家からの民法・民事訴訟法の丁寧なインプットを伴

いながら進められたことで、特に民法・民事訴訟法のうち、具体的な起草作業と関連する執

行手続き、物件、法人制度などの部分についての理解が大きく促進されたことはプロジェク

ト目標の達成に向けての貢献要因となった。 

他方、司法省の担う起草という作業の性質上、実務的にはさほど利用頻度の高くない制度に

ついても条文を整備する必要があるために、若手職員は、民法・民事訴訟法の基本的な構造



に対する理解が乏しい状態のまま、各制度の重要性の軽重にかかわらず、各条文を詳細に理

解することが要求されたこと、及び司法省には、現場で裁判や登記等の実務における具体的

な課題に接する機会が少ないことが、結果的に、両法の全体構造や制度の機能に対する理解

を困難にしたといえ、目標達成のための阻害要因となった。 

ただし、不動産登記に関する共同省令を国土省職員と司法省職員の共同コミッティで検討

したことは、より具体的な実務の状況に即した省令案を起草するのに役立ち、司法省職員に

とっては、民法・民事訴訟法の制度をより具体的に理解することにもつながった点で、プロ

ジェクト目標達成に貢献したといえる。 

上記から、プロジェクト目標は概ね達成しており、各アウトプットの論理構成も明確で効

果的であることから、有効性は比較的高いといえる。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトの効率性は概ね高い。 

投入については、概ね適切なタイミング・量であったと考えられるが、一時、長期専門家

の派遣に遅れが生じたことがあった。また、プロジェクトの趣旨から求められる活動に比し

て、長期専門家の業務量が過多となった場面や、複数の専門家を派遣しているが、カウンタ

ーパートから全専門家それぞれの意見を求められるなど、専門家間の適切な業務の分担が困

難となった場面も一時期見られた。 

プロジェクトの実施においては、カンボジア司法省側起草班メンバーの関与が拡大し、長

期専門家による彼らへの技術移転（起草に必要な法案起草技術や知識のインプット）が適切

になされた。日本側支援体制については、民法の普及に必要な教科書・逐条解説の出版の遅

れがあったが、カンボジア民法作業部会、カンボジア民事訴訟法作業部会、カンボジア不動

産登記実務アドバイザリーグループによる法令ドラフトに対するコメントや本邦研修、現地

セミナーを通じたインプットは概ね効果的に行われた。 

上記の各部会・アドバイザリーグループ及び法務省による日本におけるプロジェクト支援

体制、短期専門家による現地セミナーやテレビ会議システムを利用したセミナー、本邦研修

等複数の異なる形態を活用した支援形態は、カンボジア側カウンターパートの支援ニーズに

対応することを可能にするとともに、民法・民事訴訟法の第一人者からなる作業部会・アド

バイザリーグループによる支援により、質の面でも充足した支援が可能となり、プロジェク

トの効率性を促進する要因となった。また、現地にて不動産登記共同省令起草のための体制

が整ったことを受けて、その作業ニーズに対し、実務的な観点からの助言や情報の提供を通

じた起草支援をすることを目的に、不動産登記実務アドバイザリーグループが 2009 年 7 月に

新たに設置された。 

更に、現在実施中の「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」や 2010 年まで実

施されていた「弁護士会司法支援プロジェクト」との間で、成果である教材や法令解説等の

共有がなされ、相互に活用されており、プロジェクト実施の効率性向上に貢献している。 

 

（４）インパクト 



「民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する」という上位目標の達成に向けて、民

事法制度の基礎となる民法、民事訴訟法及び各種関連法令の起草、制定、適用が着実に進ん

でいる。また、制度の運用に欠かせない司法関係者の新民法・新民事訴訟法に対する理解に

関しても、起草活動及び各種研修等の日本側からの技術移転の機会を通じて向上しつつある。

これまでのフェーズでは、日本側が主導的に行っていた各種活動も今フェーズではカンボジ

ア側カウンターパートが自立的・主体的に起草作業をはじめとする各種業務を進めるように

なってきた。このような状況は、司法制度が崩壊し、法曹人材が一桁に近い壊滅的な状態で

あった協力開始時点に比して、大きな進歩である。今後、更に、司法省職員が裁判官・検察

官をはじめとする法曹関係者等とともに、民法・民事訴訟法及び実務に関する着実な知識を

習得し、両法の全体構造や機能に対する理解が定着することが重要であり、それにより将来

的に上位目標の達成が見込まれる。 

すでに発現している正のインパクトとしては、起草班メンバーである民事局・立法局の若

手職員が、司法省プロジェクトでの起草班での作業で習得した法案起草技術や、法律に対す

る理解・解釈などの実際的な能力を、民事以外の分野の法令を起草したり普及したりする際

に活用している点が挙げられる。また、PDM や PO によるプロジェクト管理の手法についてカ

ンボジア側の認識・理解が進んだことにより、立法局が PDM を参考にした５カ年計画を独自

に作成するといった副次的な効果も見られた。 

このほか、特に不動産登記に関する共同省令を、国土省もまじえた共同コミッティで検討

したことにより、不動産登記を扱う国土省職員にも、民法・民事訴訟法の理解が浸透しつつ

あり、このことは、上位目標の達成にも大きく貢献するものといえる。 

また、最近では、一部の省庁が、その管轄する法案について、自発的に司法省に、民法・

民事訴訟法との整合性について、具体的なポイントを挙げて問い合わせをしてくる例も出て

きており、民法・民事訴訟法が徐々にカンボジアの社会にも広まっていることがうかがえる。

負のインパクトについては特に見られない。 

 

（５）持続性 

プロジェクトの持続性については、一定レベルで認められる。 

プロジェクト開始当初から一貫した配慮がなされ、起草班会合における作業の進め方につ

いて、日本人専門家の関与の度合いを徐々に薄めてきた結果、作業に携わる民事局・立法局

職員へのキャパシティ・ディベロップメントを通じて、少しずつ司法省のオーナーシップが

涵養され、起草作業に主体的に関わる形に変化してきたことは、ポル・ポト政権時に司法制

度が壊滅状態となっていたことを踏まえると、将来の自立発展に向けた大きな成果といえる。

また、資金面・人員配置面での継続性を維持することも持続性を確保するためには不可欠

である。クメールルージュ特別法廷での裁判業務等への人材抜擢については、今後の予測が

不透明な面も否めないものの、少なくともプロジェクト期間中に起草に携わった若手司法省

職員は定着しており、人的な面での継続性については最低限確保されていると評価できる。

ただし、より一層持続性を高めていくためには、引き続き、司法省から政府に対し、予算措

置・人員強化を働きかけていくこと等が必要である。 



 

３－３．効果発現に貢献した要因 

【実施プロセスに関すること】 

・オーナーシップの醸成（司法省の体制整備） 

プロジェクトフェーズ１及び２において、起草作業は日本側が主導しつつも、日本人専門

家とカウンターパートによるワークショップや「用語確定会議」等を通じてカンボジア側の

オーナーシップを高める取り組みを行ってきたが、今フェーズではさらに進んで、カンボジ

ア側が主体的・自立的に草案を作成する作業を行うとともに、会議運営やデータの管理等、

付随する業務についても、自主的に推進できるような体制を構築することを目指してきた。

今フェーズにて起草作業をカンボジア側に主体的・自立的に実施させるアプローチを採っ

たことについて、プロジェクトの開始当時は混乱も見られたが、民法・民事訴訟法の適切な

運用のために必要となる関連法案の起草に関しては、複数の起草班を司法省内に組織して、

起草業務を分担して実施する体制が整備された。これらの起草班会合において、カンボジア

側カウンターパートが徐々に主体的に起草に関与するようになった。 

また、起草作業に限らず、セミナー等の普及活動や出版物の配布等についても、司法省内

の担当窓口が明確化される等、プロジェクト期間を通じて、司法省の組織体制の強化が見ら

れた。 

 

・オーナーシップの醸成（専門家による起草支援方法） 

上述のとおり、今フェーズでは、起草作業の軸足をカンボジア側に移してきたが、その際

にカウンターパートが起草作業を通じて民事法に関する理解を深めていくことを重視し、カ

ウンターパートが作成した草案に専門家が根気強く、丁寧にアドバイスするというアプロー

チをとってきた。このようなアプローチをとってきたために、起草作業には時間がかかって

いるものの、プロジェクト開始時点と比較して、カンボジア側のオーナーシップが強まり、

民事法に関する理解も進みつつある。 

 

・他省庁との調整・共同起草作業（不動産登記共同省令） 

不動産登記省令の起草に際しては、省令を実効的なものとするために、登記実務を所管す

る国土省と司法省が共同で起草に取り組むために、省庁を超えた困難な調整を経て、共同コ

ミッティを形成した。フェーズ３に入っても、特に国土省職員の多忙のために、なかなか起

草作業が進まない場面も見られたが、司法省次官の努力や、専門家の丁寧な支援により、次

第に作業が活発になっていった。これにより、司法省職員も共同コミッティや起草班会合の

場を通じて実務面での適用にも配慮しながら起草作業を進めることが可能となるとともに、

国土省側においても、新しい民法・民事訴訟法に対する理解が進み、両法との整合性を踏ま

えた共同省令が準備されている。 

 

３－４．問題点及び問題を惹起した要因 

（１） 計画内容に関すること 



司法省は人材の層が薄いという事情もあり、主要なカウンターパートは複数の起草班メン

バーとなる一方、業務多忙でプロジェクト活動への参加が一部制約され、起草作業や立法手

続きに遅れが生じる結果となった。 

（２）実施プロセスに関すること 

長期専門家派遣に関するプロジェクトマネジメントに関し、以下の事態が発生したために、

一部プロジェクトの円滑な実施運営が阻害される側面があった。 

ア． 一時、長期専門家の派遣に遅れが生じたこと。 

イ． プロジェクトの趣旨から求められる活動に比して、長期専門家の業務量が過多となっ

たこと 

ウ． 専門家間の適切な業務の分担の実施による効率化が困難となった場面が一時期見ら

れたこと 

 

３－５．結論 

 評価５項目に関し、妥当性は高く、有効性、効率性についても満足のいくレベルのもので

あり、かつ多くの正のインパクトの発現も確認することができた。持続性の確保については、

育成された人材の継続的な関与が今後とも必要である。全体として、プロジェクト期間中に

プロジェクト目標を概ね達成すると結論付けることができる。 

 

３－６．提言 

プロジェクト残り期間における活動に関しては、司法省の当該起草班による一部遅れてい

る法令の起草作業の一層の推進と、より幅広い層の司法省職員を巻き込んで、民法・民事訴

訟法に関する体系的な理解の促進を行うことが必要である。 

また、プロジェクト終了後の対応については、民法・民事訴訟法の全体構造や機能に対す

る理解の定着のために更なる人材育成を図ることが必要であること、及び司法省職員は、裁

判官・弁護士などの法曹実務家、大学等の研究者、国土省の不動産登記官など、外部の人材

との連携を通じて、民法・民事訴訟法の実務現場における具体的な課題に触れ、学ぶ必要が

あることについても提言した。 

 

３－７．教訓 

（１）長期的な支援 

協力開始時点で司法制度が崩壊しており、法曹人材が非常に少ない状況にあるような場合、

長期的な支援を行う中で、最初は日本側が主導しつつも徐々に相手側のオーナーシップを醸

成していく手法が必要である。民事関連法令の起草に関し、フェーズ１及び２では日本側が

草案作成を主導し、カンボジア側と議論をしながら起草を行ったが、本プロジェクトでは、

カウンターパートの能力強化とともに徐々にその支援の軸足を移し、カンボジア側が草案の

作成を行い、それに対し日本側がコメント・アドバイスしながら起草していくという形に移

行することができた。長期的な人材育成の視点をもって支援を実施することは有効である。

 



（２）次世代人材の育成 

司法省の人材の層が薄いこともあり、フェーズ２までに育成してきた人材は昇進等により

プロジェクト活動への参加が制約され、起草作業等への関与が得られなかった。このため、

本プロジェクトでは、次世代を担う若手をワーキンググループの活動に参加させ、起草作業・

各種議論、講義を通じて育てることにより、より長期的な人材育成に貢献するとともに、人

材の底上げに寄与してきた。 

今後、プロジェクトと他の協力との相乗効果を図るべく、例えば長期研修制度等との連携

なども通じて、次世代人材を育成していくことも検討が必要である。 

 

（３）新たな法律・概念に対する理解の普及 

協力開始時においては、カンボジア側にとって全く新しい法律・概念の導入であったため、

起草作業を進める中でも、民法・民事訴訟法の基本的な理解を深めるために多大な時間とイ

ンプットが必要となった。基本的な理解、体系的な理解を深めるためには、人材の供給源た

る大学教育においても新しい法律理解を普及することが重要である。新しい概念や制度など

を定着させるための支援に取り組む場合には、例えば大学も巻き込みつつ重層的な人材育成

とあわせて考えていく必要がある。 

 

（４）多様な支援ツールの組み合わせと日本側支援体制の長期的なコミットメント 

国内支援委員会（民法作業部会、民事訴訟法作業部会、不動産登記アドバイザリーグルー

プ）及び日本国法務省による本邦におけるプロジェクト支援体制、短期専門家による現地セ

ミナーやテレビ会議システムを利用したセミナー、本邦研修等複数の異なる支援ツールを最

大限に組み合わせた支援形態をとることにより、カンボジア側カウンターパートの支援ニー

ズに対応することが可能となった。 

また、フェーズ１の協力開始当初から作業部会・アドバイザリーグループの委員（日本の

民法・民事訴訟法における第一人者である研究者及び実務家）による長期的なコミットメン

トを得られる体制を築いてきたことにより、日本の民事法制度のみならず、カンボジアの現

地の法社会制度事情についての知識が蓄積され、質の面でも充足した支援が可能となった。

極めて専門性が高く、現地に派遣できる支援人材の確保が容易でない分野の支援を行う場

合には、日本側支援関係者の長期的なコミットメントを得る支援体制を構築することが有効

である。 

 

３－８．フォローアップ状況 

本案件終了後、民法・民事訴訟法の体系的な理解を深め、両法が適切に運用されるために、

司法省に加えて王立司法学院、カンボジア弁護士会、王立法律経済大学の中核人材を対象に、

民法・民事訴訟法の理解促進を目的としたプロジェクト（民法・民事訴訟法普及プロジェク

ト）の実施を予定している。 

以上

 



評価調査結果要約表 

 

１. 案件の概要 

国名：カンボジア 案件名：裁判官・検察官養成校民事教育改善プ

ロジェクト（フェーズ２）  

分野：行政一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 法・司

法課  

協力金額（終了時評価時点）：約 1.8 億円 

(R/D)2008 年 3月 21 日 先方関係機関：王立司法学院（RAJP）・王立裁判

官・検察官養成校（RSJP） 

協力期間 協力期間 

2008 年 4 月 1 日～2012 年 3

月 31 日（4 年間） 

日本側協力機関：法務省、最高裁判所、日本弁

護士連合会等 

１－１ 協力の背景と概要 

我が国はカンボジア政府に対し、1999 年から「法制度整備プロジェクト（フェーズ 1，2）」

を通じて民法・民事訴訟法の起草・立法化を支援してきている。その結果、2007 年 7 月に民

事訴訟法がカンボジアにおいて適用され、民法も 2007 年 12 月に公布された。 

他方、両法案はカンボジアにとって新しい概念を含んでおり、同国で両法案が適切に運用

されるためには両法律を理解する法曹人材を養成する必要があるとのカンボジア政府からの

要請に基づき、2005 年 11 月より王立裁判官・検察官養成校（RSJP）において、「裁判官・検

察官養成校民事教育改善プロジェクト（RSJP プロジェクトフェーズ１）」を開始し、2008 年

3 月に終了するまでの 4 年間、RSJP におけるカリキュラム策定・改訂、教材作成・改訂、教

官の能力向上に取り組んできた。カリキュラムや教材が揃わないまま講義が進められていた

プロジェクト開始前と比較すると、カリキュラムが策定され、教材が一部作成され、同校に

おいて民事教育が行われる土台を整備することに貢献した。 

しかしながら、1990 年代前半までの内戦と社会的混乱の影響により、カンボジアでは法曹

人材が絶対的に不足している状況であり、同校においても教官不足が大きな課題となってい

たため、持続的に同校において民事教育が行われるためには、教官候補生の養成と教材作成

により、持続性を高める必要があるということが「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロ

ジェクト」の終了時評価において確認された。 

このような中、日本に対し、同校における民事教育改善のための更なる協力の継続につい

て要請があり、2008 年 2月に事前調査が行われ、RSJP が自立的に民事教育を実施できるよう

になることを目指し、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクトフェーズ 2」が開始

された。 

 

１－２ 協力内容 

 本プロジェクトは、カンボジア国の裁判官・検察官養成校に対し、教官候補生の能力強化



や学校運営ノウハウの蓄積を支援することを通じて、同校が裁判実務に関する民事教育を自

立的に実施できるようになることを目指すものである。 

 

（１）上位目標 

カンボジアにおいて民法･民事訴訟法に基づいて適切に民事裁判が行われるようになる。 

 

（２）プロジェクト目標 

RSJP において民法・民事訴訟法に則った裁判官・検察官に対する裁判実務に関する教育（以

下、「民事教育」という）が自立的に実施できるようになる。 

 

（３）成果 

1．組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウが RSJP に蓄積される。

2．教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される。 

3．民事に関する継続教育が行われる。 

 

（４）投入（評価時点） 

 日本側：総投入金額 1.8 億円 

 － 長期専門家派遣 延べ 3 名      － 国内作業部会  委員延べ 13 名 

－ 短期専門家派遣 延べ 15 名     － 機材供与    1,040 米ドル 

－ 研修員受け入れ 延べ 37 名    － 現地活動費   0.2 億円 

 

 相手国側： 

－ カウンターパート配置 

プロジェクトディレクター：RAJP学院長  

プロジェクトマネージャー：RSJP校長 

ワーキンググループ構成員：RSJP校長、教官、教官候補生等 

その他事務局員 

－ 施設、機材 

 RSJP 内にプロジェクト担当者用の常設事務所、会議室を確保。 

－ 運営経費の自己負担 

 

２．評価調査団の概要 

2－1 調査団構成 

（１）総括     桑島 京子 JICA 産業開発・公共政策部長 

（２）法整備支援  磯井 美葉 JICA 国際協力客員専門員 

（３）起草支援   松川 光康 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

（４）評価企画   金田 雅之 JICA 産業開発･公共政策部ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ法･司法課職員 

（５）評価分析   栗田 貴之 株式会社アイコンズ  



2－2 調査期間：2011 年 8 月 21 日～9 月 7 日 

2－3 評価種類：終了時評価 

 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標は概ね達成される見込みである。 

民事教育に関する講義は、日本人専門家が直接講義を行った前フェーズとは異なり、RSJP

の教官及び教官候補生により実施されるようになった。（指標１）。教官の任命数は増えてい

ないものの、単独での授業実施など教官と同等の役割を果たすことのできる教官候補生が 40

名育成された（指標２）。民事教育のカリキュラムについても、教官候補生が関与して作成、

改訂がなされた（指標３）。プロジェクト開始以来、カンボジア側は教材開発により自主的に

取り組むようになり、民事訴訟、民事執行、民事保全に関する教材や各種マニュアル（Q&A

集など）が作成され、教材作成に関する技術、ノウハウが蓄積されてきた（指標４）。 

以上のことから、RSJP が自立的に民事教育を実施する能力は向上したといえる。 

 

（２）アウトプット 

成果 1. 「組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウが RSJP に蓄

積される。」 

成果１は達成されている。プロジェクトでは、教材、カリキュラム作成に重要な役割を担

っている教官候補生（選抜された現役裁判官）の能力強化に焦点を置いた活動を実施してき

た。教官候補生は、日本人専門家とのコミュニケーション（日常的な質問、相談）、短期専門

家による現地セミナー、テレビ会議システムを利用したセミナー、及び本邦研修参加などの

活動を通じ、着実に知識、経験を蓄積してきた。また、日本人専門家と RSJP マネジメント層

は、プロジェクト運営上の必要に応じて適宜協議を重ねてきた。 

この結果、日本人専門家が直接講義を行った前フェーズとは異なり、RSJP での民事法に関

する講義は、RSJP の教官及びアシスタント教官（第 1 期教官候補生）により担当されるよう

になった。教官候補生を教官として採用し、さらに良質な教育を実施していくことにより、

RSJP の組織的な能力の向上も期待される。 

RAJP/PSJP には、教官（終了時評価時点で 7 名）を直接採用・増員する明確な計画は存在

しないが、学校側は、合計 40 名いる教官候補生（1 期生から 5 期生の各 7 名、及び追加任命

の 6 期生 5 名）の一部を、正式な教官として将来採用していく意思を有しており、今後、現

役裁判官、検察官として勤務している教官候補生らの配置転換等があっても、RSJP の学校運

営上、人数面では十分である。 

また、プロジェクトでの研修等を通じて、模擬裁判では、教官候補生はコーディネーター

およびチューターとしての役割を十分担えるまでに成長し、今後 RSJP でのカリキュラムの一

部として実践していく上でのノウハウが十分に蓄積された。加えて、学生裁判官のカリキュ



ラムは、教官ミーティングで教官候補生が自主的に策定してきており、教材配布に関しては、

プロジェクトで作成した教材を管理し、関係機関へ効果的に配布するため、RSJP は新規教育

と継続教育の担当部署を設定している。 

 

成果 2. 「教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される。」 

成果２は概ね達成されている。プロジェクト開始以来、カンボジア側は教材開発により自

主的に取り組むようになり、民事訴訟、民事執行、民事保全に関する教材（Q&A 集など）が

プロジェクトにおいて作成された。 

 教官候補生は、日本人専門家の講義を基に、資料として草稿し、日本人専門家のコメント

を反映させて教材として完成させるとともに、日本人専門家と相談し、本邦研修を有効活用

して「一審手続マニュアル」を改訂するなど、その教材作成に関する技術、ノウハウは向上

しつつある。一部の教官候補生は自主的に「督促手続マニュアル」（手続の解説と参考書式）

を作成するなど、高い自主性を示す事例もある。 

 

成果 3. 「民事に関する継続教育が行われる。」 

成果３は部分的に達成されている。カンボジア全土の第一審の裁判官、検察官を対象とす

る継続教育は、2008 年及び 2009 年に、それぞれ 5 日間の 1 セッション（35-40 人程度で 1グ

ループ）が 6 回実施された。2010 年以降は RSJP の財政的な制約等により実施されていない。

 なお、5 日間のうち、学校側が決定した教育項目に沿って、3.5 日間（2009 年は 3 日間）

はカンボジア人の教官及び教官候補生が講義を行った。残りのうち、0.5 日（2009 年は 1日

間）は日本人専門家が講義を担当し、もう 1 日は他ドナーが担当した。また受講者総数（裁

判官および検察官）は、2008 年は 187 人、2009 年は 206 人と記録されている。 

2009 年は学校側の発案で Q&A スタイルが採用され、事前に全国の裁判所から質問を収集

し、教官候補生と各講師が回答準備を担当した。 

2010 年以降継続教育は実施されていないが、カンボジア政府から必要な予算措置がなされ

たため、RAJP/PSJP としては 2012 年以降には再開する意向を持っている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

本プロジェクトは、カンボジアの政策に合致しており（「第二次四辺形戦略（2008 年）」、

「法制度司法制度改革短期・中期行動計画（2005 年）」、「国家戦略開発計画（NSDP、2009-2013

年）」）、また日本政府の政策にも合致している（経済海外協力会議「法制度整備支援に関する

基本方針（2009 年）」、外務省「カンボジア国別援助計画（2002 年）」、JICA のカンボジアへ

の援助実施方針）。 

加えて、「RSJP プロジェクトフェーズ１」にて RSJP の民事教育に係るカリキュラム策定や

教材作成を支援してきた経緯を踏まえ、民事教育を担う RSJP の組織強化及び教官候補生の能

力強化に対し、引き続き日本が協力してきたことは、従来の協力の成果を高めることにも資



するものである。また、20 年にわたる内戦によって日本の支援開始当初は、既存の司法制度

が壊滅状態となり、法曹人材がほとんど一桁に近い状況まで激減していたことを踏まえると、

将来的な法曹人材の拡大再生産につながる司法関係者の養成制度への支援を実施した本プロ

ジェクトは社会のニーズに合致しており、妥当性は高い。 

教官候補生の能力向上とノウハウ蓄積（成果２）に焦点を当てたプロジェクトのアプロー

チは若手裁判官が実務を通じて習得した知識を、学校のカリキュラムや教材作成に反映させ

ていくことを可能とする点で非常に有効であった。また、教官候補生の能力が向上すること

で、多忙な教官に代わって RSJP で講義ができるようになった教官候補生もおり、教育の質の

向上にとって大きな効果を上げている。また、RSJP のマネジメント側も、RSJP で講義するこ

とができる教官候補生を相当数育成することの重要性を十分に認識している。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 

本プロジェクトのプロジェクト目標は概ね達成されており、3 つのアウトプット（成果）

は効果的に構成されている。成果１により民事教育を行う講師（特に教官候補生）の育成及

びカリキュラム策定・改訂のための会議の開催、成果２により教官候補生による教材作成を

通じて、RSJP の学生に対する民事教育の基盤が確保されるとともに、成果３の現職裁判官・

検察官に対する民事に関する継続教育についても 2008 年及び 2009 年には実施された。これ

らのアウトプットを通じて、RSJP が自立的に民事教育を実施する能力が向上してきたことか

ら、プロジェクト目標は概ね達成されており、各アウトプットはプロジェクト目標を達成す

るための必要な要素をカバーしており、論理構成も明確で効果的であることから、有効性は

高いといえる。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトの効率性は高い。 

計画に沿って、適切なタイミング・量の投入が行われた。また現職裁判官である教官候補

生の重要性の高まりに応じて、プロジェクト期間途中から、日本人裁判官を専門家として追

加で派遣することで、教官候補生がより実務面に即して民事事例を効果的に学ぶことができ

るようになった。また、長期専門家、カンボジア法曹養成アドバイザリーグループ及び法務

省による日本におけるプロジェクト支援体制、短期専門家による現地セミナーやテレビ会議

システムを利用したセミナー、本邦研修等複数の異なるスキームを活用した支援形態は、カ

ンボジア側カウンターパートの支援ニーズに対応することを可能にするとともに、質の面で

も充実した支援が可能となり、プロジェクトの効率性を促進する要因となった。 

作成した全ての教材や出版物は、実施中の「法制度整備プロジェクト（フェーズ 3）」や、

「弁護士会司法支援プロジェクト」（2010 年 6月終了）との間で共有されている。また RSJP

主催のセミナー等に司法省職員を招き、実務に即した民法・民事訴訟法の適用を学ぶ機会を

提供するとともに、司法省プロジェクトが主催するセミナーにも教官候補生が参加して、民

法・民事訴訟法の理解を深める機会として活用しており、相互補完的な効果をもたらしてい



る。 

RAJP・RSJP マネジメント層と日本人専門家は定期的に会合を持ち、プロジェクトの進捗

や学校運営における方針等を議論・共有している。これらの取り組みが、相互にプロジェク

トの効率性向上に貢献している。 

 

（４）インパクト 

教官候補生がワーキンググループ活動を通じて必要な知識と能力を身に着けるとともに、

以下のインパクトが確認されており、本プロジェクトのインパクトは比較的高い。 

・教官候補生が自発的に、テレビ会議システムを利用したセミナーで得た知識をもとに、

日本人専門家の助言を仰ぎながら、督促手続きのマニュアルを自主的に作成し、同僚裁

判官に配布した。 

・教官候補生の一部は、既に書記官学校や大学等で教鞭を取っている。 

・教官候補生が各裁判所で、多くの新しい民法・民事訴訟法にかかる教育を受けていない

裁判官から主に民事訴訟法に関する質問を受け、プロジェクトで学んだ知識を共有して

いる。 

また、カンボジアでは、国内の経済活動や外国からの投資が活発化しており、これに伴い、

国内においても、市民や企業の間の民事紛争を解決するニーズが高まっているところ、上位

目標である「適切な民事裁判」の促進は、経済活性化ないし投資促進などへの波及効果も見

込まれる。 

また、民事にかかる適切な知識を有する裁判官の占める人数も、プロジェクトの重要なイ

ンパクトの一つである。2011 年 5月の時点で RSJP において新しい民事教育を受けた卒業生

は 291 名に上る。RSJP の卒業生は増加し、現在ではカンボジア国内の既存の裁判官、検察官

の 70％を占めるようになった。 

負のインパクトについては特に見られない。 

 

（５）持続性 

本プロジェクトの持続性は比較的高い。 

RAJP は、策定した 5カ年計画（2008-2012 年）に基づき、55名の裁判官・検察官を毎年育

成しており、プロジェクト終了後も継続的な教育がなされる。また、カンボジアでは、初審

裁判所が 2 か所増設され、今後、民法も適用を開始することもあり、より多くの法曹人材が

必要となる見込みである。 

教官候補生の中には、既に講義を単独で実施する能力を身に着けている者もおり、40 名の

教官候補生は、RSJP の自立的な運営に貢献するものと大いに期待される。 

継続研修が、財政面での問題により 2010 年度以降実施されていない点が懸念材料である

ものの、2012 年実施分については既に予算が確保されているなど、実施される見込みが高い。

なお、2010 年以降、副首相主導の国家試験改革の影響により、入学試験が行われていない

ため、若い期の教官候補生にとっては、講義を行い、ワーキンググループを通じて習得した

知識を適用する機会が得られていない状況である点は、持続性確保の観点からも留意を要す



る。 

 

３－３．効果発現に貢献した要因 

【実施プロセスに関すること】 

・オーナーシップの醸成 

法曹人材が極めて少ない状況のカンボジアにおいて、確保困難である専任教官に限定せ

ず、より長期的視点に立ち、教官候補生を育成するというアプローチをとったことが、本プ

ロジェクトの実施プロセスにおいて、RSJP における民事教育の自立的実施、更には持続可能

性を確保する上で有効であった。前フェーズでは日本人専門家が一部講義を実施して技術移

転をし、今フェーズでは、カンボジア人教官のみで全ての講義を実施できるようになり、更

にプロジェクト期間において、段階的に教官と教官候補生が共同で講義を実施する割合、更

には教官候補生が単独で講義を実施する割合を着実に高めてきている。オーナーシップの醸

成という観点からも、無理のない有効なアプローチであり、プロジェクト目標の達成に貢献

した要因のひとつといえる。 

 

・裁判所及び司法官職高等評議会の協力 

教官候補生が所属する裁判所がプロジェクト活動に協力し、法曹人材の育成強化の重要性

を認識している。また、司法官職高等評議会も、RAJP/RSJP からの要請に基づき、教官候補

生が引き続き RAJP で講義できるよう人事異動上の配慮を行う等、法曹人材の教育に協力して

いる。 

 

３－４．問題点及び問題を惹起した要因 

【計画内容に関すること】 

2010 年及び 2011 年に新入生の入学試験及び継続教育が実施されていない。新入生の入学

試験について、RAJP/RSJP は意思決定できる事項ではないが、継続教育については、2012 年

以降に実施したい旨を表明しており、必要な予算措置も行われている。将来的にも継続し必

要な予算措置が採られることが期待される。 

 

３－５．結論 

 評価５項目に関しては、いずれも満足のいく評価がなされており、多くの正のインパクト

の発現も確認されている。持続性の確保に関しては、一部懸念は残るものの、全体として、

プロジェクト期間中にプロジェクト目標を概ね達成すると結論づけることができる。 

 

３－６．提言 

民法の適用開始が 2011 年 12 月であることから、教官候補生の民法に関する知識を深めて

いくことが必要である。また、現役裁判官、検察官を対象に実施する継続教育の再開も必要

である。 

 



３－７．教訓 

 カンボジアのように、協力開始時点で司法制度が崩壊していて法曹人材が一桁に近い壊滅

的な状態であるような国に対しては、長期的な視点に立ち、最初は日本側が主導しつつも徐々

に相手側のオーナーシップを徐々に醸成していく手法が必要である。人材が不足している状

況では、得てして既に能力のあるカウンターパートにインプットが偏りがちであるが、本プ

ロジェクトでは、フェーズ１からの支援も踏まえ、教官候補生に焦点を当て、プロジェクト

活動を通じて徐々にその役割の拡大を図ってきた点は、人材のすそ野を広げるという観点及

び RSJP という法曹人材養成校の教育実施体制強化の観点からも、極めて有効なアプローチで

あり、復興国等の人材が限られた国への法整備支援を実施するような場合などに対する教訓

としても有益である。 

 

３－８．フォローアップ状況 

2011 年 12 月に民法が適用開始となったため、今後、裁判所において民事に関する実務上

の課題にも直面することが予想されることから、継続的に民法に関する体系的な理解を深め

ていくことが必要である。 

そのため、本案件終了後、民法・民事訴訟法の体系的な理解を深め、両法が適切に運用さ

れるために、RAJP に加えて司法省、カンボジア弁護士会、王立法律経済大学の中核人材を対

象に、民法・民事訴訟法の理解促進を目的としたプロジェクト（民法・民事訴訟法普及プロ

ジェクト）の実施を予定している。 

以上

 



第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 派遣の背景 

 1970 年代から 20 年にわたる内戦の結果、既存の法制度が破壊され、また、法曹人材

を含む知識層の人口も激減したことから、自力で法制度整備を行える状況になかったカ

ンボジアに対し、JICA は、「法制度整備プロジェクト」（1999 年から 2003 年まで）及び

「法制度整備プロジェクト（フェーズ２）」（2004 年から 2008 年まで）を実施し、日カ

合同起草チームによる民法・民事訴訟法の起草支援、立法化支援及び関連法令の起草を

支援した。その結果、民事訴訟法は 2006 年７月に公布、2007 年７月に施行され、民法

は、2007 年 12 月に公布、2008 年 12 月に施行（ただし、適用開始は 2011 年 12 月）さ

れた。 

新しい民法、民事訴訟法で使用されている概念には、法律家や司法省職員にとっても

馴染みの薄いものが含まれており、また、特に民法は条文数も多く、社会の様々な場面

に影響することから、これら両法に関連する附属法令の起草・立法と、新法の普及のた

めの更なる協力について要請があった。そこで、関連法令起草の軸足を「カ」国側に移

し、司法省が民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策をとれるようにす

ることを主眼とし、「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」（以下、「司法省プロジェ

クト」）を 2008 年４月から４年間の期間で開始した。 

 一方で、カンボジア国内において両法が適切に運用されるためには両法を理解する法

曹人材を養成する必要があることから、JICA は 2005 年 11 月から 2008 年３月まで、王

立裁判官・検察官養成校（RSJP）において、「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロ

ジェクト」を実施した。同プロジェクトは、RSJP における民事教育のカリキュラムの

策定及び改訂、教材の作成及び改訂、教官の能力向上に取り組み、カリキュラムや教材

が整備されないまま講義が進められていたプロジェクト開始前と比較すると、同校にお

いて民事教育が行われるための土台が構築された。 

 しかしながら、1990 年代前半までの内戦と社会的混乱の影響により、「カ」国におけ

る法曹人材の不足は依然深刻であり、RSJP においても教官不足が大きな課題となって

いた。今後、持続的に同校において民事教育が行われるためには、同校の卒業生から選

抜した教官候補生の養成や教材作成により、学校運営の自立発展性を高める必要がある

ということから更なる協力の継続について要請があり、RSJP が自立的に民事教育を実

施できるようになることを目指し、2008 年４月から４年間の期間で、「裁判官・検察官

養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」（以下、「RSJP プロジェクト」）を開

始した。 

今般、「司法省プロジェクト」および「RSJP プロジェクト」の両プロジェクトが、2012

年月３の終了まで残り約６か月という時点にあることから、終了時評価調査を実施した。

今回の終了時評価は、上記２プロジェクトのこれまでの活動の進捗、成果の達成度、プ

ロジェクト目標の達成見込みについて確認し、DAC 評価５項目基準に沿って評価を行う

ことを目的として実施した。 
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１－２ 調査団派遣の目的 

（１）「カンボジア法制度整備プロジェクト（フェーズ３）（以下、「司法省プロジェク

ト」）」および「カンボジア裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フ

ェーズ２）（以下、「RSJP プロジェクト」）」の両プロジェクトについて、R/D およ

び PDM に基づき、これまでのプロジェクトの実績、計画達成見込みおよび実施プ

ロセスについて調査・確認する。 

（２）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からカ

ンボジア国（以下「カ」国）関係者とともに両プロジェクトの評価を行う。 

（３）（１）及び（２）の結果に基づき、関係者と協議を行い、残りのプロジェクト期

間で行うべき活動及び実施方針について確認する。 

（４）上記結果に基づき、プロジェクト終了後に取り組むべき課題を提言にとりまとめ

るとともに、今後類似プロジェクトを実施する際の教訓をとりまとめる。 

（５）上記協議結果を関係者間で合意し、ミニッツ（協議議事録：英文）にまとめる。 

 

１－３ 調査団構成 

（１）総括 桑島 京子 JICA 産業開発・公共政策部長 

（２）法整備支援 磯井 美葉 JICA 国際協力客員専門員 

（３）起草支援   松川 充康 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

（４）法曹養成   上坂 和央 法務省法務総合研究所国際協力部教官 

（５）評価企画  金田 雅之 JICA 産業開発・公共政策部法･司法課職員 

（６）評価分析  栗田 貴之  株式会社アイコンズ 

 

１－４ 調査日程 

附属資料Ⅰ．１のとおり 

８月２１日（日）～９月７日（水） 

※磯井団員及び金田団員は、８月２５日（水）～９月７日（水） 

※桑島団長は、８月２７日（土）～９月７日（水） 

※松川団員は、８月２８日（日）～３０日（水） 

※上坂団員は、９月４日（日）～７日（水） 

 

１－５ 主要面談者 

附属資料Ⅰ．２のとおり 
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第２章「法制度整備プロジェクト（フェーズ 3）」の実績と達成度 

 

２－１ 投入実績 

附属資料Ⅱ.１「ミニッツ」Annex 4 のとおり。 

 

２－２ 活動実績 

活動実績の詳細は、附属資料Ⅱ．１「ミニッツ」Annex 2 のとおり。 

 

２－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト活動は、PDM の計画に沿って概ね円滑に行われ、プロジェクト目標は概

ね達成される見込みである。プロジェクトでの活動における進捗状況について確認され

た内容の概略を以下に示す。 

プロジェクト目標「司法省が、民法・民事訴訟法が適切に運用されるために必要な施策

を取れるようになる」 

【プロジェクト目標にかかる指標】 

指標１：司法省による付属法令・運用指針の起草実績及び日本側の関与の変化 

指標２：司法省による民法・民事訴訟法関連法案の立法プロセスにおける調整実績

及び日本側の関与の変化 

指標３：司法省による普及活動の実績及び日本側の関与の変化 

プロジェクト目標の達成のため、民法、民訴法関連法案の起草、立法過程フォロー

及び他省庁所管の法令との調整、適切な運用のための理解促進・普及という一連の活動

を支援してきた。対象法令の分量・複雑さや関係省庁の有無により、起草班ごとに会合

の頻度、起草の進捗にばらつきが見られるが、予定されていた法令案は概ね着実に起草

されている。2010 年半ばころからは、次官・次官補や日本人専門家の出席がなくとも

会合が開催されるようになり、司法省職員の自主性が徐々に高まってきた。また、各起

草班メンバーは、まず内部で議論を行い、草案作成作業を行った後で、日本人専門家の

助言を仰ぐようになっている。 

法令案の審議状況や他省庁管轄の法令案についての確認も、少しずつ、カンボジア

側が主体となってなされるようになってきており、以前に比べると日本側の関与の度合

いも弱まり、カンボジア側が必要とする際にのみ助言をするという形が多くなっている

ことが確認された。また、普及セミナーについても、毎年司法省において年間計画を立

て、実施されており、プロジェクトと共同して実施する場合も、連携して準備作業に取

り組んでいる。教材配布に関しても、プロジェクトの支援の下、司法省が管理する体制

が取られ、着実に行われている。 

このように司法省は本プロジェクトの一連の活動を通じ、徐々にではあるが、コミ
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ットメントと自主性を見せつつある。その結果、プロジェクト目標の達成に向かって、

各成果は達成されつつある。今後、民法、民事訴訟法がより適切に実施されるためには、

司法省職員の能力、コミットメント及び自主性がさらに高められることが求められる。 

 

２－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標「民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する」 

【上位目標にかかる指標】 

指標１：民法適用後の民事紛争解決手続及び内容の質 

指標２：日常生活における民法の浸透 

民法は 2011 年 12 月に適用開始予定であるため、終了時評価の時点では、上記指標

の達成状況についてはまだ確認できる状態ではない。しかしながら、上位目標の達成に

向けて、民事法制度の基礎となる民法、民事訴訟法及び各種関連法令の起草、制定、適

用が着実に進みつつあり、また、制度の運用に欠かせない司法関係者の新民法・新民事

訴訟法に対する理解も、起草活動及び各種研修等の日本側からの技術移転機会を通じて、

向上しつつある。また、前フェーズまでは、日本側が主導的に行っていた起草作業をは

じめとする各種活動も、今フェーズではカンボジア側カウンターパートが自立的・主体

的に進めるようになっていることが確認された。これらの現状は、司法制度が崩壊し、

法曹人材が決定的に不足する状態であった協力開始時点に比して、大きな進歩であると

いってよい。今後、裁判官をはじめとする法曹関係者及び司法省職員等が、民法・民事

訴訟法及び実務に関する知識を習得し、民法・民事訴訟法の全体構造や機能に対する理

解が定着することで、将来的に上位目標の達成が見込まれる。 

 

２－５ 各成果の達成度 

２－５－１ 成果１の達成状況 

成果１「司法省にて、民法・民事訴訟法関連法案の起草・立法化に向けて必要な作業が

行われる。」 

【成果１にかかる指標】 

指標 1-1：民法・民事訴訟法関連法令案及び運用指針の起草計画作成及び起草実績 

指標 1-2：起草する体制（起草班等）の形成実績 

指標 1-3：起草班によって開催された会合の記録及び管理実績 

指標 1-4：コミッティによって開催された会合の記録及び管理実績 

指標 1-5：最新の法令・法案データの一元的管理実績 

指標 1-6：プロジェクト関係者の起草・立法に関する知識向上とそのための継続的

な研修開催実績（参加者数、講師、テーマ） 
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＜指標 1-1：起草実績＞ 

司法省の起草班メンバーの主体的な活動の下、民事訴訟法関連の不動産登記共同省

令（司法省と国土管理都市開発建設省（以下、国土省）との共同省令）、裁判官の填補

に関する司法省令、手数料および訴額算定基準に関する改正省令などが起草され、発令

された。また、民法関連の不動産登記共同省令、法人登記省令、夫婦財産契約登記に関

する省令、執行官関連の省令などの起草作業が進められている。 

 法令名 起草状況 

1 人事訴訟法 起草済み（フェーズ２）、立法化支援、民

法と同時に適用開始 

2 民事非訴訟事件手続法 起草済み（フェーズ２）、立法化支援、民

法と同時に適用開始 

3 執行官法 起草済み、閣僚評議会にて審議中 

4 裁判上の寄託に関する省令 起草済み（フェーズ２）、2009 年発令 

5 民法の適用に関する法律 起草済み、国王審署完了、民法と同時に

適用開始 

6 寄託省令関連通達 起草済み、2010 年発令 

7 民法関連の不動産登記に関する共

同省令 

起草中 

8 民事訴訟法関連の不動産登記に関

する共同省令 

起草済み 

9 裁判官の填補に関する司法省令 起草済み、2009 年発令 

10 手数料および訴額算定基準に関す

る改正省令 

起草済み、2009 年発令 

11 供託法 起草中 

12 法人登記に関する司法省令 起草中 

13 夫婦財産契約登記に関する司法省

令 

起草済み 

14 民事訴訟法の一部を改正する法律 起草済み 

＜指標 1-2：起草体制＞ 

カンボジア側が将来にわたって自立的に起草・立法業務を実施していけるよう、司

法省民事局・立法局の組織・能力を強化し、起草作業の軸足をカンボジア側に移してい

くことが必要であるという認識の下、起草班体制の変更をプロジェクトの初年度に行っ

た。プロジェクト開始当初は、関連法案の起草にあたり、日本側が法案のアウトライン

を作成する形態が採られていたが、現在は、長期専門家及び日本国内の支援委員会（「カ

ンボジア民法作業部会」「カンボジア民事訴訟法作業部会」「カンボジア不動産登記実務
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アドバイザリー・グループ」）、日本国法務省などの協力機関の支援を受けながら、日本

側との民法・民事訴訟法の共同起草作業を担っていた司法省職員1を母体とするコミッ

ティ2メンバーの監督下で、司法省の民事局・立法局職員が中心となり起草作業を担う

新たな体制が構築され、各起草班が自主的に必要な起草会合を開催し、法案起草及び審

議を主導する形態が定着した。また、起草班メンバーに関しては、司法省次官等のイニ

シアチブの下で、必要に応じて職員が随時追加・交代されてきている。 

＜指標 1-3：起草班活動＞ 

６つの起草班毎に進捗等に多少の差はあるものの、起草作業を通じて、担当メンバ

ーがかなり理解を進め、次官や日本人専門家が不在の場合でも、自主的に会合を行い、

検討を要する点については、複数の結論を併記して次官の決裁を仰ぐといったことがで

きるようになってきている。 

供託法の起草については、2009 年９月に本邦研修を実施した後、担当次官補をはじ

め、司法省職員数名によって、供託法案が起草されている。この法案は、フェーズ２に

おいて民訴部会が支援し、今フェーズに入って司法省令として発令された裁判寄託省令

を参考にし、ほぼ踏襲する形となっているが、その後、カンボジア政府において懸案と

なっている裁判所構成法案において、裁判所の管理部門の位置づけが大きく変更される

見込みであるため、供託事務を取り扱う部署について最終確定ができないなどの事情が

あり、司法省内で法案として確定させる段階に至っていない。また、民訴部会からの指

摘により、経過措置についてもあらためて検討している状況である。 

なお、各起草班の具体的な活動実績については、附属資料Ⅱ．２「達成度グリッド」

を参照されたいが、班によっては、当初定められたスケジュール以外にも、自主的に集

まって草案を検討したりするような例も見られた。 

起草班会合の記録については、多くの場合、起草メンバーの多忙などが主因となり、

会合後に議事録の形に整理することができず、各メンバーの私的なメモにとどまってお

り、草案作成段階における議論を議事録に整理して保管・共有することは部分的に実施

されているのみである。また、議事録担当を決めて議事録作成に努めている起草班にお

いても、起草作業における検討・議論の過程についての記載はなく、検討結果しか記録

されていないという課題もある。（法人登記省令起草班の議事録数点、内務省との共同

会合の議事録、JICA-Net セミナーの議事録などが作成・保管されている。） 

＜指標 1-4：コミッティ活動＞ 

コミッティ会合は、起草された法令案（執行官法、裁判上の寄託に関する省令、人

事訴訟法、民事非訴訟事件手続法、民法適用法）について司法省としての最終的な意思

                                            
1 民法・民事訴訟法の共同起草作業を担っていた司法省職員とは、「法制度整備プロジェクト（フ

ェーズ１）」にてワーキンググループと呼ばれたグループのメンバー。 
2 当時のワーキンググループメンバーが昇進等で司法省の幹部となったため、各起草班の意思決

定を行うコミッティのメンバーとして整理・改組された。 
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決定を実施してきた。また、コミッティ会合では、上記各法案について、発令・閣僚評

議会での審議に備え、さらに検討を重ねている。特に民法適用法案では、土地法、担保

取引法などの他省庁管轄法案との調整や、婚姻家族法との調整について検討し、一部カ

ンボジア側で条文を起草して追加した。ただし、コミッティは、立法化準備委員会を母

体とし、本来、12 名のメンバーがいたところ（ただし司法省次官 1 名は 2007 年６月急

逝）、フェーズ２のなかばから、メンバーがクメール・ルージュ特別法廷その他の業務

で多忙となり、フェーズ３では、２名の司法省次官を除いて、実質的な役割はほとんど

果たせなくなった。フェーズ３の前半でも、コミッティ会合は週２回行われることが想

定されていたが、実質的には司法省次官との最終確認の場であり、2010 年、2011 年に

は、定時の開催もあまり行われなくなった。ただし、コミッティとしての意思決定は、

２名の司法省次官によって随時なされており、コミッティでの意思決定自体には大きな

滞りは見られなかった。 

不動産登記に関する共同省令を検討する司法省と国土省との共同コミッティでは、

当初、多忙等を理由に、なかなか国土省職員の出席が得られなかったが、次官や専門家

による継続的な働きかけにより、現在では非常に積極的に草案の検討に参加するように

なっている。国土省からは、活動途中から若手職員も数名が協議に加わるようになり、

国土省職員の民法・民事訴訟法に対する理解も大きく進んだ。ただし、民法関連の不動

産登記共同省令は、本プロジェクト期間中には完了しない見込みである。その原因は、

初期の活動において国土省の関与がなかなか得られなかったことや、カンボジア側の希

望により、準用規定をあまり用いず、個々の権利・制度に関して個別の規定を設ける構

成をとっていることなどにあるが、現在は、上記のとおり、作業そのものは着実に進ん

でいる。 

＜指標 1-5：法令データの一元管理＞ 

法令案の一元管理については、司法省側から閣僚評議会に提出して以降の法案デー

タは閣僚評議会が管理することになっているため、司法省では、閣僚評議会に提出した

時点での法案の電子データを立法局において保管している。プロジェクトで起草し、成

立・交付された法律は司法省内において管理されているが、常に起草班メンバーが参照

できるような一元的なデータ管理まではなされていない。 

＜指標 1-6：研修実施＞ 

研修（知識向上のための勉強会）の実施状況については、2009 年以降、司法省次官

の発意により週に一度自主勉強会が開催されている。ただし、カンボジア側の参加者の

希望により、条文の重要度に関わらず逐条的に条文の文言を学習する形式をとっている

ため、民法の基本的な全体像、体系的な全体構造、各制度の機能の理解に十分つながっ

ていない側面がある。現起草班メンバーの多くは、プロジェクトフェーズ１において民

法・民事訴訟法の起草に携わった職員ではなく、大学で受けた民事教育もその多くは旧

法に基づいたものであるため、新民法・民事訴訟法についての理解が必ずしも十分でな
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く、その改善・向上が今後の課題である。まずは、自主勉強会の機会などに、特定のメ

ンバーが講師を務めるだけでなく、各出席者にも自分で調べてまとめたことを報告する

機会を作るなどして、より主体的に勉強し、理解を深めていけるよう、実施方法を改善

することが期待される。 

 

２－５－２ 成果２の達成状況 

成果２「司法省にて、司法省から提出された民法・民事訴訟法関連法案のフォロー及び

他省庁から提出された法令との調整が行われる」 

【成果２にかかる指標】 

指標 2-1：司法省から提出された法令案の審議情報のコミッティ内での共有と意見

提出及びその記録 

指標 2-2：他省庁起草の法令案との調整の議論及び議事録 

プロジェクトフェーズ２期間中に起草された法案については、民事非訴訟事件手続

法、人事訴訟法が、閣僚評議会提出後のフォロー（条文の加除修正や国会での法案説明

等）の結果、成立したほか、裁判寄託省令も司法省から発令された（民訴関連）。また、

民法適用法も 2011 年５月に国王の審署を経て成立しており、同 12 月から、民法及び上

記関連法令が同時に適用開始となる予定である。 

他方、執行官法については、閣僚評議会に提出された後、副首相特別会合において、

修正提案を受けている段階にある。司法省としては、執行官に対し、定年、給与体系等

につき、公務員法の適用を一部排除し、「公職員」として位置付けるものとの方針であ

ったが、修正提案では、あらためて公務員として位置付けるべきものとされている。こ

のため、法律としての成立には至っていない。 

また、以下に挙げる他省庁管轄の関連法令案について、日本人専門家のアドバイス

も受けながら、司法省はコメントを提出し、民法・民事訴訟法等との整合性を確保する

よう調整してきた。司法省が他省庁管轄の関連法令案の内容を確認し、適切なコメント

を提出することにより、司法省に対する他省庁からの信頼も向上してきたことが伺える。 

土地法（国土省） 国土省と司法省の間で、民法と土地法との調整についての協

議が実施された。その結果、民法適用法によって、土地法の

規定中の実体法規定は民法に移行させ、土地法中の該当する

条文を廃止するとともに、民法適用法中に、担保権、リース

等に関する調整の規定も設けられた。 

区分所有権政令（国土

省） 

閣僚評議会の省庁間会合で、司法省が提出した意見について

審議した。 
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外国人に建物専有部分

の所有権を付与するた

めの法律（国土省） 

閣僚評議会の省庁間会合に提出する前に、民法との整合性に

関し、司法省の意見および修正が求められた。 

国際養子縁組法 

（社会福祉省） 

社会福祉省の案に対して、司法省から、民事非訴訟事件手続

法等との整合性をとるための修正案を提出し、多くが採用さ

れて法案が成立した。 

商業裁判所法（商業省） 商業省の起草案に対して、司法省として意見を提出。 

貿易救済措置（Trade 

Remedy）法案（商業省） 

2009 年 10 月に、民法・民事訴訟法との抵触の有無をコミッ

ティ会合で検討した。クメール語版において、民法及び民事

訴訟法の用語が正しく用いられるよう指摘することとなっ

た。 

地理的表示に関する法

案（商業省） 

2009 年 10 月に、民法・民事訴訟法との抵触の有無をコミッ

ティ会合で検討した。 

NGO 法案（内務省） 2010 年 8月に共同セミナーを開催したほか、2011 年 1 月の

内務省公聴会に参加した。公聴会参加前には、現地専門家と

次官および第 5班メンバーとで、同法案につき、逐条的な検

討を行った。 

家庭内暴力防止法（女性

省） 

女性省及びそのドナーである GIZ（旧 GTZ）の求めにより保

護命令書式につき民事訴訟法との整合性を検討する作業部

会を開いている。2010 年、2011 年は、女性省等との会合に

現地専門家も同席し、助言を行っていた。なお、保護命令書

式は、2011 年 7月に完成した。 

労働組合法案（労働省） 2010 年 10 月、労働省より、同法案が民法、民事訴訟法と齟

齬がないかについての意見を求められた。司法省と労働省の

共同会合が実施され、日本人専門家も同席し、司法省が同法

案につき、主に組合の法人登記手続について意見を提出し

た。共同会合前には、現地専門家と、次官および第 5 班メン

バーとで、同法案につき、逐条的な検討を行った。また、2011

年 7 月には、労働組合法案中の制裁に関する規定に関して、

刑事罰とするか否か、制裁の発動要件は明確であるのか等に

ついて検討を行った。 

  

２－５－３ 成果３の達成状況 

成果３. 「司法省が司法関係者等に民法・民事訴訟法及び関連法案を運用するための知

識を広める」 
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【成果 3にかかる指標】 

指標 3-1：普及する体制の形成実績（新法理解研修の実施、教材・法令配布体制）  

指標 3-2：法令及び教材、種類、数及び配布先 

指標 3-3：新法理解研修の実績と研修内容の記録 

指標 3-4：新法理解研修における講師/講師アシスタントの人数と研修実績 

指標 3-5：Q＆Aとりまとめ組織の形成、Q&A 集の作成実績 

新法理解研修については、司法省の担当部局である法教育･普及局が担当しており、

同局が計画・実施した民法・民事訴訟法の普及活動は、本プロジェクトにて各地で全

14 回実施された（2008 年７回、2009 年６回、2010 年１回。司法省が財務省から予算を

得て実施した分のみで、他ドナーがスポンサーとなり実施した分については含まず）。

なお、以前は長期専門家が講師を務めたこともあったが、現在ではカンボジア側のコミ

ッティ及び起草班メンバーが講師となり実施する体制となっている。このほか、司法省

及びプロジェクトの共同セミナーとして、書記官向けの裁判寄託省令セミナー（2010

年９月）、人事訴訟法・民事非訴訟事件手続法のセミナー（2011 年３月）、民訴関連の

不動産登記共同省令普及セミナー（2011 年３月、国土省と共催）などが実施された。

加えて、2011 年８月には、同年 12 月の民法適用に向けて、裁判官、司法省職員、弁護

士向けの民法現地セミナー（民法適用法、抵当権、相続、登記）が開催され、2011 年

９月及び 11 月にも同様の民法現地セミナーが企画されている。なお、普及セミナーの

実施内容は、司法省が取り纏め、希望者には閲覧可能とすることで、司法省内外におい

て情報共有がなされるよう配慮されている。 

教材・資料に関しては、民法逐条解説全６巻、人事訴訟法、民事非訴訟事件手続法、

民事過料手続法の条文及び逐条解説書、2009 年 12 月開催の民訴部会委員による控訴

裁・最高裁向けセミナーの議事録及びレジュメをまとめたものなどが出版され、民法逐

条解説に関しては各地の裁判所、弁護士会、大学などに配布された（教材の配布状況は、

附属資料Ⅱ．１「ミニッツ」の Annex2（2）を参照）。民法教科書については原稿作成

に遅れがあり、現在も編纂作業が継続中であるが、本プロジェクト終了時までには完成

する見込みである。なお、条文および関連教材の配布業務は、以前はプロジェクトオフ

ィスが担当していたが、現在は司法省に移管されている。 

新法理解研修について、2009 年からは新たに起草班メンバーから５名が講師人材と

して加わり、基礎的な内容について講義を担当している。2010 年４月には、講師養成

トレーニング（TOT）が導入され、司法省の中堅職員が将来の講師候補として TOT のメ

ンバーに選出され、６月から日本人専門家による週１回の民法講義が開始された。2011

年１月からは週２回となり、これまでに 61 回の講義が行われている。 

外部（裁判所等）からの質問の受付窓口と回答送付は、民事局が担当することとな

っている。以前は、日本人専門家に対して民事訴訟法の運用上の質問が直接寄せられる

ことも多かったが、現在は、できるだけそのような扱いをしないようにしており、司法
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省において自主的に回答するようになっている。ただし、現状は、質問を受けた者や、

担当次官をはじめ、わかる者が個人的に対応していることも多く、今後、質問対応のメ

カニズムが確立されていくことが期待される。 

 

２－６ 実施プロセスの評価 

２－６－１ オーナーシップの醸成（司法省の体制整備） 

プロジェクトフェーズ１及び２において、起草作業は日本側が主導しつつも、日本人

専門家とカウンターパートによるワークショップや「用語確定会議」等を通じてカンボ

ジア側のオーナーシップを高める取り組みを行ってきたが、今フェーズではさらに進ん

で、カンボジア側が主体的・自立的に草案を作成する作業をするとともに、会議運営や

データの管理等、付随する業務についても、自主的に推進していくことができるような

体制を構築することを目指してきた。 

今フェーズにて起草作業をカンボジア側に主体的・自立的に実施させるアプローチを

採ったことについて、プロジェクトの開始当時は混乱も見られたが、民法・民事訴訟法

の適切な運用のために必要となる関連法案の起草に関しては、フェーズ３において、複

数の起草班を司法省内に組織して、起草業務を分担して実施する体制を整備した。これ

らの起草班会合の結果、カンボジア側カウンターパートが徐々に主体的に起草に関与す

るようになった。 

また、起草作業に限らず、セミナー等の普及活動や出版物の配布等についても、司法

省内の担当窓口が明確化される等、プロジェクト開始当時と比較して、司法省の組織体

制の強化が見られた。 

 

２－６－２ オーナーシップの醸成（専門家による起草支援方法） 

上述のとおり、今フェーズでは、起草作業の軸足をカンボジア側に移してきたが、そ

の際にカウンターパートが起草作業を通じて民事法に関する理解を深めていくことを

重視し、カウンターパートが作成した草案に専門家が根気強く、丁寧にアドバイスする

というアプローチをとってきた。このようなアプローチをとってきたために、起草作業

には時間がかかっているものの、プロジェクト開始時点と比較して、カンボジア側のオ

ーナーシップが強まり、民事法に関する理解も進みつつある。 

 

２－６－３ 他省庁との調整・共同起草作業（不動産登記共同省令） 

不動産登記省令の起草に際しては、省令を実効的なものとするために、登記実務を所

管する国土省と司法省が共同で起草に取り組むこととされたため、省庁を超えた困難な

調整を経て、共同コミッティを形成した。フェーズ３に入っても、特に国土省職員の多

忙のために、なかなか起草作業が進まない場面も見られたが、司法省次官の努力や、専

門家の丁寧な支援により、次第に作業が活発になっていった。これにより、司法省職員
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も、共同コミッティや起草班会合の場を通じて実務面での適用にも配慮しながら起草作

業を進めることが可能となるとともに、国土省側においても、新しい民法・民事訴訟法

に対する理解が進み、両法との整合性を踏まえた共同省令が準備されている。 

 

２－６－４ 実務ニーズに合わせた国内支援体制の強化 

従来のフェーズに引き続き、民法作業部会、民事訴訟法作業部会、法務省法務総合研

究所等の協力を得ているほか、現地にて、司法省及び国土省との共同コミッティが結成

され、不動産登記共同省令起草のための体制が整ったことを受けて、そのニーズに応え

るため、実務的な観点からの助言や情報の提供を通じた起草支援を行うことを目的に、

2009 年７月、本邦における研究者及び実務家からなる不動産登記実務アドバイザリー・

グループが新たに設置され、共同コミッティが行う具体的な制度検討を支援している。 
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第３章「法制度整備プロジェクト（フェーズ 3）」の評価結果 

 

３－１ 妥当性：極めて高い 

カンボジア政府は、司法改革に高い優先順位を置いており、司法分野における人材育

成を重視している。そのことは、2004 年７月発表の国家開発戦略である「四方形戦略」、

また、2008 年に発足した内閣が策定し、これまでの四方形戦略の枠組みをそのまま引

き継いだ「第二次四方形戦略」にも明記されている。 

また、2003 年に発表された「法・司法制度改革戦略」や 2005 年に発表された「法・

司法制度改革短期・中期行動計画」において、「立法の枠組みの近代化」が司法分野の

７重点分野の１つと位置付けられている。これらの政策動向に関しては、終了時評価調

査においても変更がないことを確認した。なお、「法・司法制度改革短期・中期行動計

画」について、2010 年に実施された法・司法改革評議会によるレビューでもこの点が

確認されている。 

日本の法整備支援は、2008 年の海外経済協力会議にて海外経済協力の重要な一分野

として戦略的に進めていくべきことが確認され、2009 年の同会議にて策定された「法

制度整備支援に関する基本方針」において、カンボジアも重点国の一つとされている。

カンボジアの法整備に対する支援は、2002 年に策定された「カンボジア国別援助計画」

等においても、カンボジアの司法改革及びグッド・ガバナンスの推進を支援する法制度

整備プログラムとして位置づけられており、本プロジェクトは日本の ODA 政策とも整合

している。加えて、これまでフェーズ１、２において、民法・民事訴訟法の起草・立法

化支援を日本が実施してきた経緯を踏まえ、それに続くものとして、関連法令の起草や

新法普及活動、人材育成に対して日本が協力してきたことは、従来の協力の成果を高め

ることに資するものであることに加え、過去の協力を通じて構築された支援体制や協力

の成果を活用できる点でも、日本に優位性があると考えられる。カンボジアでは、20

年にわたる内戦によって、かつては既存の司法制度が壊滅状態にあり、法曹人材も一桁

に近い状況にあった。かかる状況を踏まえると、1999 年から継続的に長期的なスパン

で、起草による民事法体制整備と人材育成を支援した本プロジェクトは、カンボジア社

会のニーズにも合致している。 

 

３－２ 有効性：概ね高い 

本プロジェクトではカンボジア側のオーナーシップを高めるため、法案の起草作業準

備を司法省職員に移行し、日本人専門家および部会の関与は法案に対する助言とするア

プローチを採っている。４年間のプロジェクト期間の中には、一時期、カウンターパー

トの自主性を引き出そうとするあまり、日本法に関する資料の提供も控えてカンボジア

側から不満が出たり、逆にカンボジア側から頼られてプロジェクトと関連の薄い事項ま

で質問や相談を受けたりするなど、日本側の支援姿勢にも、時期と対象によって多少違
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いがあったが、起草作業は概ね、日本人専門家からの民法・民事訴訟法の丁寧なインプ

ットを伴いながら進められ、特に、民法・民事訴訟法のうち、具体的な起草作業と関連

する執行手続、物権、法人制度などの部分についての理解が大きく促進された。現在ま

でかかるアプローチは機能しており、その結果、カウンターパートが自主的に活動を遂

行している。 

２－５「各成果の達成度」に記載のとおり、起草・立法活動、他省庁との法令調整活

動、及び教材作成・普及活動の着実な実施を通じて、司法省として民法・民事訴訟法の

適切な運用に資する施策を実施できる能力が少しずつ蓄積されてきており、プロジェク

トの目標の達成に貢献してきたものと考えられる。 

 

３－３ 効率性：概ね高い 

投入については、概ね適切なタイミング・量であったと考えられるが、一時、長期専

門家の派遣に遅れが生じたことがあった。また、プロジェクトの趣旨から求められる活

動に比して、長期専門家の業務量が過多となった場面や、複数の専門家を派遣している

が、カウンターパートから全専門家それぞれの意見を求められるなどして、専門家間の

適切な業務の分担が困難となった場面も一時期見られた。 

プロジェクトの実施においては、司法省側起草班メンバーの関与の拡大、彼らに対す

る長期専門家による根気強い技術移転（起草に必要な法案起草技術や知識のインプッ

ト）が適切になされた。日本側支援体制については、民法につき、普及に必要な教科書・

逐条解説の出版の遅れがあったが、カンボジア民法作業部会、カンボジア民事訴訟法作

業部会、カンボジア不動産登記実務アドバイザリーグループ（実務的な観点からの助言

や情報の提供を通じた起草支援をすることを目的に、2009 年７月に新たに設置）によ

る法令ドラフトに対するコメントや本邦研修、現地セミナーを通じたインプットは概ね

効果的に行われた。 

上記の各部会・アドバイザリーグループ及び法務省による日本におけるプロジェクト

支援体制、短期専門家による現地セミナーや JICA-Net セミナー、本邦研修等複数の異

なる形態を活用した支援形態は、カンボジア側カウンターパートの支援ニーズに対応す

ることを可能にするとともに、民法・民訴の第一人者からなる作業部会・アドバイザリ

ーグループによる支援により、質の面でも充足した支援が可能となり、プロジェクトの

効率性を促進する要因となった。また、実施中の「RSJP プロジェクト」や 2010 年まで

実施されていた「弁護士会司法支援プロジェクト」との間で、成果である教材や法令解

説等の共有がなされ、相互に活用されており、プロジェクト実施の効率性向上に貢献し

ている。 

 

３－４ インパクト：中程度 

「民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能する」という上位目標の達成に向けて、
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当初予定より時間はかかっているものの、着実に進んでいると評価できる。 

すでに発現している正のインパクトとしては、起草班メンバーである民事局・立法局

の若手職員が、司法省プロジェクトでの起草班での作業で習得した法案起草技術や、法

律に対する理解・解釈などの実際的な能力を、民事以外の分野の法令起草や普及に活用

している点が挙げられる。また、PDM や PO によるプロジェクト管理の手法についてカ

ンボジア側の認識・理解が進んだことにより、立法局が PDM を参考にした５カ年計画を

独自に作成するといった副次的な効果も見られた。 

このほか、特に不動産登記に関する共同省令を、国土省もまじえた共同コミッティで

検討したことにより、不動産登記を扱う国土省職員にも、民法・民事訴訟法の理解が浸

透しつつあり、このことは、上位目標の達成にも大きく貢献するものといえる。 

また、最近では、一部の省庁が、その管轄する法案について、自発的に司法省に、民

法・民事訴訟法との整合性について、具体的なポイントを挙げて問い合わせをしてくる

例も出てきており、民法・民事訴訟法が徐々にカンボジアの社会にも広まっていること

がうかがえる。 

ただし、司法省職員の民法・民事訴訟法の全体構造や機能に対する理解は必ずしも十

分とはいえず、上位目標の達成に向けてはさらなる取り組みが必要である。更に他機関

との連携を通じて、司法省のみならず、裁判所、国土省などの他の省庁、地方行政機関、

また民法に係る社会全般（弁護士、市民、企業等）が法令を理解し、活用することによ

り、将来的には上位目標は達成することが期待される。 

民法についてはまだ適用が始まっておらず、民事法制度が適切に機能するか否かにつ

いては、今後の適用を待つ必要があるが、各種普及活動を通じて新法理解は限定的では

あるものの着実に進んでおり、民法適用後の適切な運用とそれによる民事サービスの向

上が期待される 

 

３－５ 自立発展性：中程度 

起草作業、また共同コミッティにおいては起草班会合における作業の進め方について、

日本人専門家の関与の度合いを徐々に薄めてきた結果、少しずつ司法省のオーナーシッ

プが涵養され、起草作業に主体的に関わる形に変化してきた。司法省職員の自主的な業

務への取り組みが、協力終了後も継続することで、将来の自立発展が期待される。 

他方で、司法省職員の民法・民事訴訟法の全体構造及び機能に対する理解については

必ずしも十分ではなく、民事法制度がカンボジアにおいて適切に機能するには、今後さ

らに自立的に民法・民事訴訟法及び関連法令を運用・普及していくための能力を向上さ

せていくことが必要となる。 

また、資金面・人員配置面での継続性を維持することも自立発展性を確保するために

は不可欠である。クメール・ルージュ特別法廷での裁判業務等への人材流出については、

今後の予測が不透明な面も否めないものの、少なくともプロジェクト期間中に起草に携
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わった若手司法省職員の多くは省に定着しており、人的な面での継続性については最低

限確保されていると評価できる。ただし、より一層自立発展性を高めていくためには、

引き続き、司法省から政府に対し、予算措置・人員強化を働きかけていくこと等が必要

である。 

 

３－６ 結論 

成果１に関し、一部の活動において遅れがみられるものの、前フェーズまでに起草済

みの法案（人事訴訟法、民事非訴訟事件手続法、裁判上の寄託に関する省令、民法適用

法）の成立・発令が実現し、今フェーズ（本プロジェクト）にて民事訴訟法関連の不動

産登記共同省令が発令されたほか、供託法及び夫婦財産契約登記省令などの起草作業が

ほぼ終了している。また、成果２、成果３についてもほぼ達成されており、プロジェク

ト目標は達成されつつある。 

本プロジェクト開始時点、更にはフェーズ１以降の一連の協力を開始した時点におけ

る状況と比べて、着実な改善、進捗が確認できた。今後、残りの起草作業を促進してい

くことで、民法・民事訴訟法関連法令整備に一定の目途がつくことが見込まれる。また、

2011 年 12 月の民法適用後も見据えて、インパクト、自立発展性の観点から、TOT や勉

強会の実施方法の改善等を通じて、民法の一層の理解強化を目指していくことが必要で

ある。 
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第４章 「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ 2）」の実

績と達成度 

 

４－１ 投入実績 

附属資料Ⅲ.１「ミニッツ」Annex 4 のとおり。 

 

４－２ 活動実績 

 活動実績の詳細は、附属資料Ⅲ．１「ミニッツ」Annex 2 に示すとおりである。 

 

４－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト活動は、PDM の計画に沿って概ね円滑に行われ、プロジェクト目標概ね達

成される見込みである。プロジェクトでの活動における進捗状況について、終了時評価

調査にて確認された内容の概略を以下に示す。 

プロジェクト目標「RSJP において民法・民事訴訟法に則った裁判官・検察官に対する

裁判実務に関する教育（以下、「民事教育」という）が自立的に実施できるようになる」 

【プロジェクト目標にかかる指標】 

指標１：民事教育に関する授業実施状況（カンボジア人教官の授業の数、カリキュ

ラム等の作成過程におけるカンボジア人の関わり方がフェーズ１よりも大

きくなる） 

指標２：教官（常勤及び非常勤）の数が増加する 

指標３：カリキュラムの策定状況 

指標４：RSJP 内部で教材作成ができる体制が整備・維持される 

プロジェクトは着実に進捗しており、プロジェクト期間内で成果は概ね達成される見

込みである。具体的には、講義、カリキュラム開発、教材作成に関しても、40 名の教

官候補生の能力は着実に向上しており、RSJP が民法・民事訴訟法に則って裁判実務に

関する教育を自律的に実施する体制は整いつつある。 

教官候補生が所属する裁判所もプロジェクト活動に協力し、法曹人材の育成の強化の

重要性を認識している。また、司法官職高等評議会も、RAJP/RSJP からの要請に基づき

教官候補生の人事異動（通常４年ごと）を遅らせる等、法曹人材の教育に協力している。 

中間レビュー時には、民法の理解度が十分ではない点が阻害要因として挙げられていた

が、終了時評価実施までの時点で、徐々に理解度が高まっていることが報告されている。 

なお、2010 年以降、副首相主導の国家試験改革の影響により、入学試験が行われて

いないため、教官候補生にとっては、講義を行い、ワーキンググループを通じて習得し

た知識を適用する機会が得られていない状況となっている。加えて、民法に関しては

2011 年 12 月に適用が開始される予定であるため、裁判所において民法に関する実際の

ケースの経験がない。そのため、教官候補生が継続的に民法に関して検討及び議論をし
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て理解を深めていく機会を提供することが必要であると思われる。また、2010 年以降、

財政的な制約により、既存の裁判官に対する継続教育が行われていないなど、RSJP お

よびプロジェクトとしては管理が困難な外部要因として、懸念すべき事項もある。 

 

４－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標：「カンボジアにおいて民法･民事訴訟法に基づいて適切に民事裁判が行われる

ようになる」 

【上位目標にかかる指標】 

指標 1：民法・民事訴訟法適用以降の民事裁判例のうち、民法・民事訴訟法に基づ

いて行われた民事裁判事例の質 

民事にかかる適切な知識を有する裁判官の占める人数は、プロジェクトの重要なイン

パクトの一つである。RSJP は、2003 年から学生裁判官に対する教育を開始し、2011 年

５月の時点で卒業生は 291 名に上る。RSJP の卒業生は増加し、現在ではカンボジア国

内の既存の裁判官、検察官の 70％を占めるようになった（ミニッツ Annex 2（２）参照）。

プロジェクトの活動を通じて選抜され、民事教育に関する訓練を受けた 40 名の教官候

補生とともに、RSJP は今後、一定水準を満たす民事教育を提供し、新民法・民事訴訟

法に関する知識とスキルを身に着けた裁判官及び検察官を持続的に育成していくこと

が期待される。 

2011 年 12 月の民法適用を控え、司法教育の必要性は益々高まっていき、RSJP の教官

の質・量両面のさらなる向上が必要不可欠となる。RSJP が能力ある裁判官・検察官を

自律的かつ持続的に輩出していくために教官候補生が主導的な役割を果たし続けるこ

とが必要である。教官候補生には、今後、RAJP 傘下の書記官、執行官、公証人の育成

にも関与していくことが期待される。加えて、弁護士等他の法曹人材の民事にかかる能

力強化、理解の向上、及び関連法規の整備が進むことにより、上位目標は長期的には達

成されることが見込まれる。 

 

４－５ 各成果の達成度 

４－５－１ 成果１の達成状況 

成果１：「組織的に学校運営（教官確保・カリキュラム策定）を行うノウハウが RSJP に

蓄積される」 

  【成果１にかかる指標】 

指標 1-1：定例ミーティングの開催数及び検討内容の変遷 

指標 1-2：教官ミーティングの開催数及び検討内容の変遷 

指標 1-3： RAJP において教官もしくは RSJP においてアシスタント教官を勤める教

官候補生の数 
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日本人専門家と RSJP マネジメント層は、プロジェクト運営上の必要に応じて適宜協

議を重ねてきた。記録に残っている会合だけでも 2008 年度 17 回、2009 年度９回、2010

年度８回、2011 年度（終了時評価調査時まで）２回実施しており、またこれら以外に

も日常的に協議を行っている。2011 年９月時点で、教官数は７名である。RAJP/PSJP は

教官数の増員の意向があるものの、教官を直接採用する計画は特になかったため、プロ

ジェクトでは、教材、カリキュラム作成に重要な役割を担っており、将来教官となりう

る教官候補生（RSJP の卒業試験の成績に基づき選抜された現役裁判官）の育成・能力

強化に焦点を置き、活動を実施してきた。教官候補生は、日本人専門家とのコミュニケ

ーション（日常的な質問、相談）、短期専門家による現地セミナー、JICA-Net セミナー、

および本邦研修参加などの活動を通じ、着実に知識、経験を蓄積している。 

 この結果、日本人専門家が直接一部の講義を行っていた前フェーズとは異なり、RSJP

での全ての講義は、本プロジェクト初年度より、教官及びアシスタント教官としての１

期教官候補生により、担当されている。教官候補生は、教官のアシスタントとして教官

と共同で、または単独で講義するようになってきている。今後、教官候補生がさらに単

独で講義を行っていくことが期待されており、有能な教官候補生を教官として採用し、

さらに良質な民事教育を実施していくことにより、RSJP の組織的な能力の向上も期待

される。 

現在、教官候補生として位置付けられている１期生から５期生各７名、合計 35 名の

教官候補生は、今後も RSJP ないし RAJP の中で、教官候補生としての活動が期待されて

おり、さらに一部の教官候補生については、学校側も、正式な教官として将来採用して

いく意思がある。加えて RSJP では、６期生として５名の教官候補生を独自に追加任命

しており、合計で 40 名の教官候補生が養成されていることとなり、今後、現役裁判官、

検察官として稼働している教官候補生らの配置転換等があっても、RSJPの学校運営上、

人数面では十分であると思われる。 

当初、若い教官候補生に単独で教鞭を取らせることに対して、学校側は消極的であっ

たが、現実として、正規の教官が非常に多忙であることから、教官候補生に担当させざ

るを得ない場合があったこと、その結果教官候補生の講義内容も高く評価されたことか

ら、RSJP としては教官候補生を積極的に講師として活用していくようになった。 

このほか、教官候補生の一部は既に RAJP 傘下の書記官学校、大学等でも教鞭を取っ

ている。 

毎年１回、RSJP の学生を対象に行われている模擬裁判においては、プロジェクト開

始当初に比して、徐々に学校側及び教官候補生らの運営能力が高まり、現在では、日本

人専門家の補助をほとんど要せずに、教官候補生がコーディネーターおよびチューター

としての役割を果たして、自立的に実施できるようになった。 

更に、教官候補生らは、カンボジア国内の州裁判所、控訴裁判所、最高裁判所で現役

の裁判官としても勤務しているところ、特に地方の州裁判所において、新しい民法・民
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事訴訟法にかかる教育をこれまでに十分受ける機会のなかった先輩裁判官から質問を

受けたり、所長の指示により手続き案内のマニュアル作成にも携わったりするなど、勤

務先である各裁判所においても頼りにされていると同時に、新しい民法・民事訴訟法の

適切な普及にも貢献していることが確認された。 

RSJP の学生に対するカリキュラムについては、教官ミーティングで教官候補生が自

主的に策定している。なお、教官ミーティングは 2008 年に２回、2009 年、2011 年に各

１回、教材の準備およびカリキュラムの検討のために実施されている。プロジェクトで

作成した教材の配布に関しては、新規教育と継続教育の担当部署を設定して、関係機関

へ効果的に配布している。 

 

４－５－２ 成果２の達成状況 

成果２：「教材作成・改訂のノウハウが教官及び教官候補生に蓄積される」 

【成果２にかかる指標】 

指標 2-1：教官及び教官候補生が教材作成・改訂した教材数 

指標 2-2：教官及び教官候補生が作成した教材の内容（RSJP で活用するに相応しい

内容か否か） 

指標 2-3：教官、教官候補生が教材作成において果たした役割及びその変遷 

プロジェクト開始以来、カンボジア側は教材開発により自主的に取り組むようになり、

Q&A 集など民事訴訟、民事執行、民事保全に関する教材がプロジェクトにおいて作成さ

れた（一部作成中の資料あり）。プロジェクトにおいて作成された教材の詳細は附属資

料Ⅲ．１「ミニッツ」Annex2(1)に示す。 

 教官候補生は、以下のとおり、教材作成に関する技術やノウハウを向上させつつある。 

（１） 日本人専門家の講義を基に、講義の内容を原稿にまとめ、日本人専門家の確認、

コメントを経て、教材として完成させた。また、民法について、現在、鋭意教

材作成の作業を進めている。 

（２） 日本人専門家の支援のもと、本邦研修を有効活用して「一審手続マニュアル」

を改訂した。 

（３） 一部の教官候補生が、自主的に「督促手続マニュアル」（手続の解説と参考書式）

を作成した。 

（４） 作成すべき教材についても、意見、提案を出すようになった。 

 

４－５－３ 成果３の達成状況 

成果３：「民事に関する継続教育が行われる」 

【成果 3にかかる指標】 

指標 3-1：継続教育の実施回数と継続教育における参加者の理解度 
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カンボジア全土の第一審の裁判官、検察官を対象とする継続教育は、2008年及び2009

年に、それぞれ５日間の１セッション（35-40 人程度で 1グループ）が６回実施された。

2010 年以降は RSJP の財政的な制約等により実施されていない。 

 なお、５日間のうち、学校側が決定した教育項目に沿って、3.5 日間（2009 年は３日

間）はカンボジア人の教官及び教官候補生が講義を行った。残りのうち、0.5 日（2009

年は１日間）は日本人専門家が講義を担当し、もう１日は他ドナーが担当した。また受

講者総数（裁判官および検察官）は、2008 年は 187 人、2009 年は 206 人と記録されて

いる。 

2009 年は学校側の発案で Q&A スタイルが採用され、事前に全国の裁判所から質問を

収集し、教官候補生と各講師が回答準備を担当した。 

2008 年実施の継続教育と比して、2009 年実施の継続教育は、RSJP 側がカリキュラム

策定などについてより自主性を持って実施した。前述のとおり、2010 年以降継続教育

は実施されていないものの、カンボジア政府から必要な予算措置がなされたため、

RAJP/RSJP としては 2012 年に再開する意向を持っている。 

 

４－６ 実施プロセスの評価 

法曹人材が限られているカンボジアにおいて、確保が困難である専任教官に限定せず、

より長期的視点に立ち、教官候補生を育成するというアプローチをとったことは、RSJP

における民事教育の自立的実施、更には持続可能性を担保するために有効であった。プ

ロジェクトフェーズ１では日本人専門家が一部講義を実施して技術移転を行っていた

が、今フェーズでは、カンボジア人講師のみで全ての講義を実施するようにし、更に、

プロジェクト期間を通じて、段階的に教官候補生の関与の割合を着実に高めてきた。オ

ーナーシップの醸成という観点からも、結果としては、現状に沿った無理のない、かつ

有効なアプローチであったといえる。 

なお、当初は、RSJP の運営体制が整っておらず、教官人材も非常にかぎられていた

ため、教官候補生の育成とともに、専任教官の確保も目標とされていた。しかしながら、

教官候補生が育成され、これら教官候補生が現役の裁判官として活動しつつも、RSJP

での教育にも深く関与していることや、実務家を育成するという RSJP の役割に鑑みる

と、教育のみを担当する専任教官ではなく、現役法曹が実務経験も踏まえながら後進人

材の育成を担う方が望ましいという考え方もあり、現在は、学校側も専任教官確保に拘

泥してはいない。 

他方で、新入生の入学試験が実施されていない、継続教育が実施されていない等の学

校の運営上の問題がある。新入生の入学試験実施について、RAJP/RSJP は意思決定でき

る事項ではないが、継続教育については、すでに必要な予算措置もなされ、2012 年以

降実施する旨が表明されているため、教官候補生らを活用して適切に実施することが期

待されるとともに、将来的にも継続して必要な予算措置が採られることが望まれる。 
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第５章 「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ 2）」評

価結果 

 

５－１ 妥当性：高い 

３－１で記載のとおり、本プロジェクトは、カンボジアの政策・ニーズ及び日本政府

の政策にも合致しており、これらの政策動向に関しては、終了時評価調査においても変

更がないことが確認された。 

加えて、「RSJP プロジェクトフェーズ１」にて RSJP の民事教育に係るカリキュラム

策定や教材作成を支援してきた経緯を踏まえ、民事教育を担う RSJP の組織強化及び教

官候補生の能力強化に対し、引き続き日本が協力してきたことは、従来の協力の成果を

高めることにも資するものである。 

また、20 年にわたる内戦終結時には、既存の司法制度が壊滅状態となり、法曹人材

がほとんど一桁に近い状況まで激減していたことを踏まえると、将来的な法曹人材の拡

大再生産につながる司法関係者の養成制度への支援を実施した本プロジェクトは社会

のニーズに合致しており、妥当性は高い。 

 

５－２ 有効性：高い 

教官候補生の能力向上とノウハウ蓄積（成果２）に焦点を当てたプロジェクトのア

プローチは、若い現役法曹が実務を通じて習得した知識を、学校のカリキュラムや教材

作成に反映させていくことを可能とする点で非常に有効であった。また、教官候補生の

能力が向上することで、多忙な教官に代わって RSJP で講義ができるようになった教官

候補生もおり、教育の質の向上にとって大きな効果を上げている。 

また、RSJP のマネジメント側も、RSJP で講義することができる教官候補生を相当数

育成することの重要性を十分に認識している。 

カリキュラムに関しては、教官候補生を中心に自立的に内容が検討され策定される

ようになっており、教材も着実に作成・改訂されている。実務的な観点から教育効果が

高いと思われる模擬裁判も、教官候補生が中心となって運営できるようになった。これ

により、成果１（組織的な学校運営のノウハウの蓄積）の達成の見込みは高い。 

成果３に関し、継続教育が 2010 年、2011 年は実施されていないという不安要素はあ

るものの、2008 年、2009 年の実施実績に鑑み、今後、学校側が教官及び教官候補生ら

とともに自主的に実施していける見込みは高い。 

これらの３つの成果は、それぞれ、新規及び現役の裁判官・検察官に対する RSJP の

民事教育について、内容面及び運営面でカンボジア側に能力とノウハウが蓄積されるこ

とを目指すことによって、RSJP が自立的に民事教育を実施できるようになるというプ

ロジェクト目標の達成を目指したものであるところ、これら３成果の発現によって、プ

ロジェクト目標の達成も見込まれ、プロジェクトの有効性は高いと判断される。 
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５－３ 効率性：高い 

計画に沿って、適切なタイミング・量の投入が行われ、プロジェクトは着実に進捗し、

成果は達成されつつある。また現職裁判官である教官候補生の重要性の高まりに応じて、

プロジェクト期間途中から、日本人裁判官を専門家として追加で派遣することで、教官

候補生がより実務面に即して民事事例を効果的に学ぶことができるようになった。また、

長期専門家、カンボジア法曹養成アドバイザリーグループ及び法務省による日本におけ

るプロジェクト支援体制、短期専門家による現地セミナーや JICA-Net セミナー、本邦

研修等複数の異なるスキームを活用した支援形態は、カンボジア側カウンターパートの

支援ニーズに対応することを可能にするとともに、質の面でも充実した支援が可能とな

り、プロジェクトの効率性を促進する要因となった。 

作成した全ての教材や出版物は、実施中の「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」

や、「弁護士会司法支援プロジェクト」（2010 年６月終了）との間でも共有されている。

また RSJP 主催のセミナーや WG に司法省職員を招き、実務に即した民法・民事訴訟法の

適用を学ぶ機会を提供するとともに、司法省プロジェクトが主催するセミナーにも教官

候補生が参加して、民法・民事訴訟法の理解を深める機会として活用しており、相互補

完的な効果をもたらしている。 

RAJP/RSJP マネジメント層と日本人専門家は定期的に会合を持ち、円滑なコミュニケ

ーションを通じて、プロジェクトの進捗や学校運営における方針等を議論・共有してい

る。これらの取り組みが、相互にプロジェクトの効率性向上に貢献している。 

 

５－４ インパクト：比較的高い 

法曹人材が不足している状況にありながらも、教官候補生が所属する裁判所はプロジ

ェクトへの教官候補生の提供に協力的な姿勢を示しており、法曹界全体として人材の

質・量両面の向上に強い意欲を見せている。かかる環境の下、教官候補生は着実にレベ

ルアップしており、一部の教官候補生は、RSJP のみならず、RAJP 内の書記官養成校や、

大学においても、講義を担当するようになった。 

また、JICA-Net セミナーで得た知識をもとに、日本人専門家の助言を仰ぎながら、

督促手続のマニュアルを自主的に作成し、同僚裁判官に配布する教官候補生もいた。 

その他のインパクトとして、多くの教官候補生は、職場である裁判所において、新し

い民法・民事訴訟法にかかる教育を十分受ける機会のなかった先輩裁判官から、新民

法・民事訴訟法に関する質問や情報共有を求められるケースもあり、教官候補生は、民

法・民事訴訟法の知識を他の裁判官に対して部分的ながら普及させる役割を果たすとい

う効果も見られた。 

評価時現在、民法はまだ適用を開始していないが、12 月には適用を開始する見込み

である。今後、RSJP の民事教育の質がさらに向上することによって、高い能力を持っ

た現役または新規の裁判官・検察官の数が増え、上位目標である「適切な民事裁判」の
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促進が期待される。 

また、カンボジアでは、国内の経済活動や外国からの投資が活発化しており、これに

伴い、国内においても、市民や企業の間の民事紛争を解決するニーズが高まっていると

ころ、上位目標である「適切な民事裁判」の促進は、経済活性化ないし投資促進などへ

の波及効果も見込まれる。 

 

５－５ 自立発展性：比較的高い 

RAJP は、策定した５カ年計画（2008-2012 年）に基づき、55 名の裁判官・検察官を

毎年育成しており、プロジェクト終了後も継続的な教育の実施が期待される。また、カ

ンボジアでは初審裁判所が２か所増設されることから、より多くの法曹人材が必要とな

る見込みである。 

教官候補生たちは、新しい民法・民事訴訟法の理解を深め、今後より適切な裁判を

行っていくこと、さらに、教官候補生として RAJP の運営や後進人材の育成に関与する

ことに対して、高い誇りとモチベーションを持っている。すでに単独で講義を実施する

能力を身に着けている者もおり、また、プロジェクトの計画外でも教材を自発的に作成

したりするなど、40 名の教官候補生は、RSJP の自立的な運営に貢献するものと大いに

期待される。 

2010 年度以降入学試験が実施されず、新入生が入学していないことに加え、継続研

修が、財政面での問題により 2010 年度以降実施されていない点が懸念材料であるもの

の、新入生の入学試験も近い将来実施される方向であり、また、継続研修に関しては、

すでに 2012 年実施分に関し既に予算が確保されており、実施される見込みが高い。 

 

５－６ 結論 

成果３の継続教育が、RAJP/RSJP の財政的な制約により 2010 年以降実施されていな

いといった懸念はあるが、プロジェクトの成果１の学校運営、成果２の教材開発につい

ては概ね達成されている。成果３の継続教育についても、2012 年からの実施に向け、

RAJP/RSJP 側は準備を進めており、必要な予算措置もとられていることから、プロジェ

クト目標もカンボジア側の継続的な努力により達成されると見込まれる。 
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第６章 まとめ 

 

６－１ 今後の協力に向けての提言 

６－１－１ 「法制度整備プロジェクト（フェーズ３）」に関する提言 

プロジェクト残り期間内での活動に関する提言は（１）及び（２）、プロジェクト終

了後の対応に対する提言に関しては（３）及び（４）のとおり。 

（１）法令起草作業の一層の推進 

民法関連供託法、執行官法、法人登記に関する司法省令等、一部遅れている法

令の起草作業に関して、作業の優先順位を整理する等の方策を通じて、プロジ

ェクト期間内での起草終了に向けてより一層注力する。 

（２）民法・民事訴訟法及び関連法案の理解の促進 

司法省においてより幅広い層による民法・民訴法の体系的理解を促進するため、

司法省は民法TOTへのメンバー以外の若手職員のオブザーバー参加を促進する

とともに、既に実施中の省内自主勉強会において、より幅広いメンバーに講義

や発表の機会を与え、若手も含めてより主体的に関与する体制を構築する。 

（３）民法・民事訴訟法の全体構造や機能に対する理解の定着 

民法・民事訴訟法の全体構造や機能に対する体系的な理解を定着させ、それを

踏まえた起草に必要な議論が行えるよう、さらなる人材育成を図ることが必要

となる。 

（４）民法・民事訴訟法の実務における具体的な課題に対する運用 

司法省職員は、現場で裁判や登記等の民事法関連実務における具体的な課題に

接する機会が少ないことから、民法・民事訴訟法の運用のために必要な施策を

とるにあたっては、裁判官・弁護士などの法曹実務家、大学等の研究者、国土

省の不動産登記官など、外部の人材との連携を適切にとっていくことも求めら

れる。 

 

６－１－２ 「裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」に関

する提言 

プロジェクト期間内での活動に対し、以下の２点につき、調査団より提言を行った。 

（１） 教官候補生の継続的な能力開発 

長期的な視点から、将来的に教官候補生を中心的な法曹人材として育成してい

くことは非常に重要である。実務的な民事に起因する事項に対応するため、民

法に関する知識は特に深めていく必要がある事項である。 

（２） 継続教育の実施 

RAJP/RSJP のマネジメント層は継続教育の重要性を認識しており、近い将来に

継続教育を実施する意向がある旨を表明している。裁判官、検察官を対象に最
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近実施した調査でも継続教育に高いニーズがあることが明らかになった。2011

年 12 月に民法がさらに適切に運用されるためにも、RAJP/RSJP は継続教育の実

施に必要な措置を講じる必要がある。 

 

６－２ 類似案件実施への教訓 

（１）長期的な支援 

協力開始時点で司法制度が崩壊しており、法曹人材が非常に少ない状況にあるような

場合、息の長い支援で、最初は日本側が主導しつつも徐々に相手側のオーナーシップを

醸成していく手法を採用することが必要である。この点は、今後、同様の条件の国での

法整備支援を実施するような場合や、他分野においても制度及び人材の両面で脆弱な状

況にある国に対する支援などに対する教訓としても有効である。 

 

（２）次世代人材の育成 

司法省の人材が限られていたという事情もあり、司法省プロジェクトフェーズ２まで

に育成してきた人材は昇進等によりフェーズ３プロジェクト活動への参加が制約され、

起草作業等への関与が得られなかった。このため、本プロジェクトでは、次世代を担う

若手をワーキンググループの活動に参加させ、起草作業・各種議論、講義を通じて育て

ることにより、長期的な人材育成に貢献するとともに、人材の底上げに寄与してきた。 

RSJP プロジェクトにおいても、教官が極めて限られたハイレベルな人材のみである

ことから、フェーズ１からの支援も踏まえ、若手裁判官である教官候補生に焦点を当て、

プロジェクト活動を通じて徐々にその役割の拡大を図ってきた点は、人材のすそ野を広

げるという観点及び RSJP という法曹人材養成校の教育実施体制強化の観点からも、極

めて有効なアプローチであった。 

 人材が不足している状況では、得てして既に能力のあるカウンターパートにインプッ

トが偏りがちであるが、長期的視点に立ち、若手人材に焦点を当てて人材育成に取り組

むことは、復興国等の人材が限られた国への法整備支援を実施するような場合などに対

する教訓としても有益である。 

カンボジアにおいては、今後、例えば長期研修制度等の活用なども通じて、更なる次

世代人材を実務につながる形で継続的に育成していくことが必要となる。 

 

（３）新たな法律・概念に対する理解の重要性 

協力開始時においては、民法及び民事訴訟法は、カンボジア側にとって全く新しい法

律・概念の導入であったため、起草作業を進める中でも、基本的な理解を進めるのに大

変な時間とインプットが必要となった。基本的な理解、体系的な理解を深め、充足させ

ることが、起草も含めた民事法制度の構築に不可欠であるため、大学における民事法教

育の向上等も含めた長期的な人材育成とあわせて考えていく必要がある。 
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（４）現地の事情に精通した日本側支援体制による長期的コミットメント 

国内支援委員会（民法作業部会、民事訴訟法作業部会、不動産登記アドバイザリーグ

ループ）及び日本国法務省による本邦におけるプロジェクト支援体制、短期専門家によ

る現地セミナーや JICA-Net セミナー、本邦研修等複数の異なる支援メニューを最大限

に組み合わせた支援形態は、カンボジア側カウンターパートの支援ニーズに対応するこ

とを可能にした。 

また、法整備支援という極めて専門性の高い分野の支援において、日本の民法・民事

訴訟法における第一人者である研究者及び実務家が、フェーズ１の協力開始当初から継

続的に助言を行っており、作業部会・アドバイザリーグループという形で長期的なコミ

ットメントを得られる体制を築いてきたことにより、日本の民事法制度のみならず、カ

ンボジアの現地の法社会制度事情についての知識が蓄積され、質の面でも充足した支援

が可能となった。 

 

６－３ 調査団長所感 

（１） 法制度整備支援プロジェクトは、99 年度の「重要政策中枢支援」に始まり 、こ

のフェーズ３をもって、20 を超える関連法令の起草や調整への支援とともに、

民法、民事訴訟法の両基本法とも適用されるに至り、12 年にわたる起草支援の

大きな節目に至ったと感じられる。2004 年に開始された RSJP プロジェクトも、

教官候補生の選抜育成が軌道に乗り、同じく大きな節目に至ったと感じられる。

今後は起草された両法の適切な運用への支援に移行する段階に移ることとなる。 

① 法制度整備支援は今フェーズより、日本側主導の起草や普及セミナーの実施と

いう方式から、両基本法起草のプロセスを知らない「第二世代」職員を中心と

する司法省主導の方式に方向転換を行ったため、初年度より多くの困難と混乱

をもたらしたが、長期専門家の多大な尽力により、2008 年後半以降、司法省職

員による６班の起草体制（国土省との共同起草委員会を含む）が立ち上がり、

本邦研修との組み合わせで、同体制のもとでの起草・立法化作業が徐々ではあ

るが、着実に進展した。なかでも、次官、次官補以外に、やる気のある職員が

でてきたことは、今フェーズの最大の成果のひとつといえよう。司法省予算に

よる普及セミナーもだんだんと定着し、数名の起草班メンバーは、次官・次官

補とともに一部の講義を担っている。2010 年６月からは、普及を担う講師育成

を目的とした、長期専門家による「TOT」研修も開始されたところであり、起草

の OJT と「TOT」を通じ、司法省の職員の能力向上が進みつつある。 

② RSJP プロジェクトは、2004 年の RSJP 卒業生（１期生）より、７名ずつの「教

官候補生」を選抜して、長期専門家が毎週末の Working Group Session により

指導し、本邦研修で模擬裁判の企画・実施能力をあげるという支援アプローチ
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をとってきた。同プロジェクトについても、歴代専門家と法総研のご尽力によ

り、フェーズ２をもって、40 名の民事に関連する知識とスキルを身に着けた「教

官候補生」を生み出し、主体的に RSJP の教育カリキュラムの策定や教材開発・

改訂を行える体制が整った。 

 

（２） 新規プロジェクトは、民法・民事訴訟法の法曹関係者における普及と TOT 支援

に焦点をおいたものとして、司法省から要請がなされ、来年度の実施案件とし

て、すでに採択されている。同新規案件の概念枠組みは、昨年より、日本側関

係者の間で議論が始まり、カンボジア側の司法省、RAJP/RSJP、弁護士会、RULE

の４者を対象とし、ワーキング・グループの形式で、中核的メンバーとの間で、

民事に関するトピックを選び、法理論や法解釈の理解を深めていくことが検討

されている。次期案件検討に関連し、今次終了時評価を通じ、気づきを得た点

は以下のとおり。 

 

(ア) 起草や省内外からの照会への支援 

① 当初要請に含まれ、また、今次協議においても、司法省より累次の要望のあっ

た「付属法令への起草」支援について、日本側の基本姿勢として、「起草あるい

は、他省庁の起草する法令との調整は、司法省が主体的に行うべきで、原則と

して次期協力では支援しない」との方針をとることは適切である。一方で、こ

れまでの日本からの支援により、司法省による民事関連法令の起草・立法プロ

セスが進行中であり、これらは、民法、民訴法の適切な運用・実施のためには

不可欠なものである。他方、他省庁による法令整備も進む中で、司法省に対す

る外部からの照会事項も増えつつある。このため、司法省から民法、民訴法に

関連する起草、調整についての相談があっても日本側は一切対応しない、とい

う対処は、今後の民法、民訴法の運用を考えると現実的にはとり難い。 

② したがって、司法省のオーナーシップを損なうことなく、かつ、民法、民訴法

の適切な運用も考慮した現実的対処として、司法省が主体となって起草し、省

内外からの照会や相談に対応する体制づくりを行うことを前提におき、司法省

内で作成した回答案のなかから助言の必要なものを選択して、週に一度等の定

期的頻度で、長期専門家に助言を求める、などの方式を検討することが妥当で

はないか。 

③ なお、今次調査団からも明示したとおり、不動産登記省令に限り、起草と登記

実務関係者に対する普及支援を行う。 

 

 （イ）４機関ごとのサブ・ワーキンググループ（WG）について 

① ４機関において両基本法の体系的な理解を深め、将来的な教育普及を担う「中
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核人材」を育成することを主たる目的におき、４グループごとに特定のテーマ

の論点や法文の解釈について発表・議論しながら理解を深めさせ、合同 WG で

共有する方法は有効と思われる。一方で、４機関ごとに「人材」のおかれた現

状が相当程度異なるため、４グループにおいて、両基本法の体系的な理解を深

め、将来的な教育普及を担う「中核人材」や具体的な活動のイメージ、また、

到達目標のイメージも異なるのではないかと思われる。たとえば、司法省は、

現行の TOT メンバー19名が出発点と思われるが、各職員は、上述した起草や内

外からの照会対応、普及セミナー実施などの日常業務に忙殺されるなかの参加

となり、現行の「TOT 研修を受講する」という姿勢から勉強や発表という積極

的姿勢に転換することは容易とはいえない。また、法人登記などの限られた法

令を除くと、司法省内に実務機能を有していないため、法令運用上の問題に直

面する機会が少ない。RSJP 教官候補生 40 名は現役裁判官であり、実務に臨む

うえでの問題意識や勉学意欲は基本的に高い。弁護士会には、既往のプロジェ

クトで育成した民事実務改善 WG の７名が属しており、実務に従事していると

ともに、一定の問題意識と知識を身に着けている。RULE は、これまで JICA プ

ロジェクトとの直接的接点がなく、民法を教える 15 名の専任教員のほとんど

が、旧民法に基づく知識を有すると思われる。 

② したがって、次期案件においては、最終的に「中核人材」に身につけてほしい

基本的理解と知識の項目を想定するとともに、合同 WG で取り上げるべきテー

マを設定する、という演繹的目標設定がまず重要であるが、各サブ WG のテー

マ設定はもとより、活動方法や活動目標等についても、４機関ごとに異なる現

実的なものを検討する必要があると思われる。サブ WG 方式によらない、部会

委員等によるセミナー的な知識供与も引き続き重要と思われる。また、RULE

教員は完全な１グループとはせず、他のグループ活動への自由参加可とするな

ど、グループメンバー間の交流も刺激を与えるうえで検討することが必要と思

われる。 
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 ４．日本・カンボジア双方の投入実績 

  Ⅰ．カンボジア側投入 

   １．カウンターパート 

   ２．運営経費自己負担 

  Ⅱ．日本側投入 

   １．専門家（長期・短期） 

   ２．調査団派遣 

   ３．機材供与 

   ４．本邦研修 

   ５．日本側部会活動 

 ５．現地セミナー、会合実績 

 ６．面談記録 

 

附属資料Ⅲ 「カンボジア裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）」 

 １．ミニッツ（含む PDM） 

 ２．達成度グリッド 

 ３．評価グリッド 

 ４．日本・カンボジア双方の投入実績 

  Ⅰ．カンボジア側投入 

   １．カウンターパート 

   ２．運営経費自己負担 

  Ⅱ．日本側投入 

   １．専門家（長期・短期） 

   ２．調査団派遣 

   ３．機材供与 

   ４．本邦研修 

   ５．日本側部会活動 

 ５．現地セミナー、会合実績 
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Day 実施事項
1 8月21日 日 プノンペン着

2 8月22日 月

8：00 事務所との打合せ
MOJ専門家打合せ/ヒアリング
11:00 民法TOT関係者インタビュー
RSJP専門家打合せ/ヒアリング

3 8月23日 火
9：00～12：00 RSJP・RAJP学校運営側インタビュー
15:00～ TWGドナー会合

4 8月24日 水
9:00 DANIDA
14:30～ RSJP教官候補生（プノンペン）インタビュー

5 8月25日 木

8：30 AusAID
10:00 Avocats sans Frontieres
11:00 MOJ起草班インタビュー（ブン・ホン次官補）
14:00 RSJP専門家との打合せ
16：00 事務所打合せ

6 8月26日 金
11:00 USAID
12:00 MOJ専門家との打合せ
14:30 普及セミナー等に関するインタビュー（パウ・サンピー総局長、フィリップ局長）

7 8月27日 土
14:30～ 教官候補生（在地方）インタビュー
17:00～ 第5期教官候補生インタビュー

8 8月28日 日
団内打ち合わせ（ヒアリング結果取りまとめ内容確認）
18:30 専門家、事務所等日本人プロジェクト関係者会食

9 8月29日 月
8:00～9:00 MOJプロジェクト専門家との打合せ
9:00～12:00　ソティアビ次官表敬・協議
15:00～17:00　国土省共同コミッティメンバーインタビュー

10 8月30日 火
13:00 JETRO駐在員との意見交換
15：00～16：00 ブンレン高等裁判所長表敬・ヒアリング

11 8月31日 水
 9:00 在カンボジア日本大使表敬
14:30 RSJP専門家との打合せ

12 9月1日 木

9:00～11:30 ソピア次官との協議
11：30 MOJ起草班インタビュー（カオルット次官補）
14：00～15：30 RAJP学院長、事務局長、RSJP校長表敬・協議
16:00 ソピア次官とのMM協議

13 9月2日 金
14：30 ソティアビ次官とのMM最終協議
15:00　司法大臣表敬・協議
15:30 MOJ M/M署名式

14 9月3日 土 資料整理・団内打合せ

15 9月4日 日 資料整理・団内打合せ

16 9月5日 月
9:00 RSJP専門家との打合せ
14:00 RAJP/RSJPとの協議

17 9月6日 火

9:00～12:00 RAJP/RSJP協議
14:00 RAJP/RSJP M/M署名式
16:00 RULEとの協議
RAJPとの会食

18 9月7日 水
9:00 司法改革評議会事務総長表敬
15:00～16:00 事務所報告
プノンペン発

１ 調査日程

日時

附属資料Ⅰ１
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終了時評価調査主要面談者一覧 

 

（１）司法省 

H.E. Ang Vong Vathana 大臣 

H.E. Hy Sophea 次官（立法担当） 

H.E. Chan Sotheavy 次官（民事担当） 

H.E. Bun Honn       次官補（刑事担当） 

H.E. Koeut Rith            次官補（検察担当） 

Mr. Phov Samphy         研究・司法総局長 

Mrs. Pen Somethea 研究・司法総局次長 

Mr. Touch Tharith        民事局長 

Mr. Tith Rithy          司法省付判事 

Ms. Nil Philippe        教育・普及局長 

Mr. Ket Sineth 研究・研修局長 

Mr. Bunyay Narin 総務・財務部次長 

Mr. Meng Sinavathanak 立法局次長 

Mr. Son Sor 刑事局次長 

Mr. Se Veng H.E. Koeut Rith 次官補（検察担当）アシスタント

Ms. Mao Phiron         民事局次長 

Mr. Keo Setha 民事局次長 

Mrs. Phan Chanly 総務局次長 

 

（２）RAJP/RSJP 

H.E. Chhorn Proloeung     RAJP 学院長代行 

H.E. Thong Chenda    RAJP 副学院長 

H.E. Koeut Sekano      RAJP 事務局長 

Mr. Sum Sokhamphou RSJP 学院長補佐／国際関係部長 

Mr. Tanheang Davann Royal School of Notary 校長 

Mr. Pen Vibol  RAJP 職員 

Mr. Sum Nata RAJP 専門員 

Mr. Hout Heang カンダル州一審裁判所判事 

Mr. Y Thavarak プノンペン首都裁判所判事 

Mr. Chaing Sinath  プノンペン首都裁判所判事 

Mr. Srunchhun Voleak カンダル州一審裁判所判事 

Mr. Seng Neang プノンペン首都裁判所判事 

Mr. Keng Somarith カンダル州一審裁判所判事 

Mr. Nhim Pisal シアヌーク州一審裁判所判事 

Mr. Chhun Chann Seyha  シェムリアップ州一審裁判所判事 

Mr. Yoib Meta バッタンバン州一審裁判所判事 
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Mr. Heng Sokna タケオ州一審裁判所判事 

Mr. Kong Tarachhath コンポンチュナン州一審裁判所判事 

Mr. Kong Tarachhath バッタンバン州一審裁判所判事 

Ms. Sor Lynna シアヌーク州一審裁判所判事 

Mr. Sin Sovannarath プレアヴィヒア州一審裁判所判事 

 

（３）国土管理都市計画建設省 

H.E. Lim Voan 顧問 

H.E. Siek Vanna 次官 

Mr. Chhy Leang 登記局長 

Ms. Pech Katy 登記局次長 

 

（４）RULE 

H.E. Yuok Ngoy 大学総長 

Mr. Luy Channa  大学副総長 

Ms. Sok Yan 法学部長 

Mr. Kim Saven 国際関係室長 

  

（５）その他主要カンボジア側関係者 

H.E. You Bunleng     控訴裁判所所長 

H.E. H.E SUY Mong Leang 司法改革評議会事務総長 

  

（６）現地専門家 

【法制度整備プロジェクト（フェーズ３）】 

金武 絵美子 専門家 

原田 政佳 専門家 

田宮 彩子 専門家 

  

【裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト（フェーズ２）】 

西村 恵三子 専門家 

岡本 陽平 専門家 

森田 隆 業務調整員 

 

（６）在カンボジア日本大使館 

黒木 雅文 大使 

松尾 秀明 参事官 

森 伸雄 二等書記官 

 

（７）JETRO 

道法 清隆 現地代表 
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（８）JICA カンボジア事務所 

鈴木 康次郎 所長 

小林 雪治 次長 

灘本 智子 企画調査員 

Mr. Phok Phira 現地職員 

 

（９）ドナー関係者 

【DANIDA】  

Mr. Michael ENGQUIST Human Rights and Good Governance Advisor  

  

【Australia Embassy & AusAID】  

Ms. Jennifer Lean First Secretary, Development Cooperation, Australian 

Government 

Mr. David Moor Australian Team Leader, CCJAP 

Mr. Ky Bunnal CCJAP チーム副リーダー 

Mr. Yan Sokha National Advisor, MOJ 職員、CCJAP 担当 

  

【Avocats Sans Frontieres】  

Ms. Celine Trublin Chief, Cambodia Office 

Mr. Nay Sinek Principal Coordinator, Judicial Aid Project 

  

【USAid】  

Ms. Shally Prasad Director, Office of Democracy and Governance 

Ms. April O’neill Democracy Officer 

Mr. Seng Rethy Rule of Law Specialist、カンボジア弁護士 
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省

令
に

分
け

て
起

草
さ

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。
 

（
1）

民
事

訴
訟

法
関

連
の

不
動

産
登

記
共

同
省

令
の

起
草

・普
及

状
況

に
つ

い
て

 


 

20
10

年
4

月
に

、
民

訴
関

連
の

不
動

産
登

記
共

同
省

令
の

起
草

が
終

了
し

た
（
た

だ

し
、

こ
の

時
点

で
の

省
令

案
は

、
民

事
訴

訟
法

の
原

則
と

は
異

な
り

、
差

押
え

等
の

効

力
に

つ
き

、
絶

対
効

を
前

提
に

起
草

さ
れ

て
い

た
）
。

 


 

20
10

年
5

月
に

、
日

本
人

専
門

家
主

担
当

が
交

代
し

、
民

事
訴

訟
法

の
原

則
で

は
、

差
押

え
等

の
効

力
は

相
対

効
で

あ
り

、
差

押
え

に
遅

れ
る

登
記

も
受

理
す

べ
き

旨
を

、

司
法

省
側

の
次

官
及

び
起

草
班

メ
ン

バ
ー

に
繰

り
返

し
説

明
し

た
。

20
10

年
6

月
、

こ

れ
に

つ
き

、
司

法
省

次
官

の
納

得
が

得
ら

れ
、

日
本

人
専

門
家

の
助

言
を

も
と

に
、

従

来
の

絶
対

効
を

前
提

と
す

る
省

令
案

に
加

え
、

民
事

訴
訟

法
の

原
則

を
反

映
し

た
省

令
案

を
急

遽
作

成
し

た
。

司
法

省
次

官
よ

り
、

国
土

省
側

の
決

裁
官

、
お

よ
び

起
草

班

メ
ン

バ
ー

に
対

し
て

、
民

事
訴

訟
法

の
原

則
を

反
映

し
た

省
令

案
を

採
用

す
る

よ
う

、
合

宿
協

議
を

行
う

こ
と

が
提

案
さ

れ
た

。
 


 

20
10

年
7

月
に

シ
ェ

ム
リ

ア
ッ

プ
で

実
施

さ
れ

た
合

宿
協

議
で

は
、

司
法

省
、

国
土

省

の
両

省
間

で
、

民
事

訴
訟

法
が

差
押

え
等

の
効

力
に

つ
き

相
対

効
を

採
用

し
て

い
る

こ
と

の
確

認
が

な
さ

れ
た

。
但

し
、

登
記

実
務

の
混

乱
を

避
け

る
た

め
、

民
訴

関
連

の

不
動

産
登

記
共

同
省

令
で

は
、

当
面

の
間

、
差

押
え

等
に

遅
れ

る
登

記
に

つ
い

て
は

申
請

、
了

承
を

受
理

し
な

い
方

針
と

し
、

将
来

、
不

動
産

登
記

法
を

起
草

す
る

際
に

、
こ

の
扱

い
を

修
正

す
る

こ
と

が
、

司
法

省
と

国
土

省
の

間
で

合
意

さ
れ

、
同

旨
の

覚
書

が

締
結

さ
れ

た
。

 


 

上
記

合
宿

協
議

後
、

国
土

省
と

の
共

同
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

が
、

毎
週

1
回

、
定

期
的

に
行

わ
れ

る
よ

う
に

な
り

、
同

会
合

に
お

い
て

民
訴

関
連

の
不

動
産

登
記

共
同

省
令

案
の

検
討

に
入

っ
た

。
 


 

20
10

年
12

月
、

モ
ン

ド
ル

キ
リ

州
に

お
い

て
、

民
訴

関
連

の
不

動
産

登
記

共
同

省
令
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普
及

準
備

合
宿

が
行

わ
れ

、
両

省
の

メ
ン

バ
ー

に
よ

り
、

入
念

な
準

備
が

な
さ

れ
た

。
 


 

20
11

年
3

月
、

ラ
タ

ナ
キ

リ
州

に
お

い
て

民
事

訴
訟

法
関

連
の

普
及

セ
ミ

ナ
ー

が
開

催

さ
れ

、
同

セ
ミ

ナ
ー

で
は

、
共

同
コ

ミ
ッ

テ
ィ

の
メ

ン
バ

ー
が

講
師

を
勤

め
た

。
 


 

民
訴

関
連

の
不

動
産

登
記

共
同

省
令

は
、

司
法

省
及

び
国

土
省

両
大

臣
の

署
名

に

よ
り

、
20

11
年

3
月

31
日

に
発

令
と

な
っ

た
。

な
お

、
同

省
令

は
両

大
臣

署
名

日
よ

り

6
か

月
後

に
適

用
開

始
予

定
で

あ
る

。
 

（
2）

民
法

関
連

の
不

動
産

登
記

共
同

省
令

の
起

草
状

況
に

つ
い

て
 


 

20
10

年
1

月
に

、
不

動
産

登
記

に
係

る
実

務
ア

ド
バ

イ
ザ

リ
ー

グ
ル

ー
プ

（
不

動
産

実

務
A

G
）の

メ
ン

バ
ー

3
名

が
短

期
専

門
家

と
し

て
派

遣
さ

れ
、

共
同

コ
ミ

ッ
テ

ィ
と

と
も

に

不
動

産
登

記
に

関
す

る
調

査
が

な
さ

れ
た

。
 


 

20
10

年
4

月
、

民
法

関
連

の
不

動
産

登
記

共
同

省
令

案
の

ア
ウ

ト
ラ

イ
ン

が
作

成
さ

れ
、

同
年

5
月

よ
り

、
同

省
令

案
の

起
草

が
開

始
さ

れ
た

（
た

だ
し

、
民

事
訴

訟
法

関
連

の
不

動
産

登
記

共
同

省
令

案
の

起
草

の
た

め
、

6
月

中
旬

か
ら

7
月

中
旬

ま
で

起
草

作
業

が
一

時
中

断
さ

れ
た

）
。

 


 

20
11

年
2

月
に

実
施

さ
れ

た
不

動
産

登
記

に
関

す
る

本
邦

研
修

で
は

、
共

同
コ

ミ
ッ

テ

ィ
メ

ン
バ

ー
が

、
登

記
に

密
接

に
関

わ
る

担
保

制
度

等
、

お
よ

び
民

法
適

用
法

土
地

法

と
の

関
係

を
中

心
に

、
民

法
部

会
委

員
（
不

動
産

実
務

A
G

の
委

員
兼

務
）の

講
義

を

受
け

た
。

 


 

20
11

年
4

月
、

国
土

省
と

の
共

同
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

に
お

い
て

、
民

法
関

連
の

不
動

産

登
記

共
同

省
令

の
検

討
が

開
始

さ
れ

た
。

 


 

20
11

年
8

月
10

日
、

第
1

回
民

法
部

会
現

地
セ

ミ
ナ

ー
の

一
環

と
し

て
、

民
法

作
業

部
会

委
員

よ
り

、
省

令
案

に
対

し
て

コ
メ

ン
ト

を
頂

戴
し

た
。

メ
ン

バ
ー

は
、

こ
の

コ
メ

ン
ト

を
前

提
と

し
た

修
正

に
つ

い
て

協
議

中
で

あ
る

。
 


 

民
法

関
連

の
不

動
産

登
記

共
同

省
令

は
、

20
11

年
9

月
現

在
も

起
草

作
業

中
で

あ

る
。

な
お

、
同

省
令

の
起

草
作

業
に

つ
い

て
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
中

に
完

了
で

き
な

い
見

込
み

で
あ

る
。

 

（
3）

会
合

の
状

況
・会

合
回

数
等
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
 

司
法

省
内

の
起

草
班

会
合

お
よ

び
国

土
省

と
の

共
同

コ
ミ

ッ
テ

ィ
会

合
は

、
各

々
週

1

回
開

催
さ

れ
て

い
る

。
そ

の
他

に
、

臨
時

会
合

も
必

要
に

応
じ

て
開

催
さ

れ
て

い
る

。
各

会
合

に
お

い
て

は
、

起
草

班
メ

ン
バ

ー
が

条
項

案
を

起
草

し
、

そ
れ

に
対

し
て

、
日

本

人
専

門
家

が
コ

メ
ン

ト
を

行
い

、
条

項
案

の
修

正
に

つ
い

て
協

議
し

て
い

る
。

ま
た

、
必

要
に

応
じ

て
現

地
専

門
家

か
ら

、
日

本
の

不
動

産
登

記
法

令
等

に
か

か
る

翻
訳

資
料

の
提

供
や

担
保

制
度

・登
記

制
度

に
関

す
る

イ
ン

プ
ッ

ト
も

行
っ

て
い

る
。

 


 

司
法

省
内

起
草

班
会

合
、

共
同

コ
ミ

ッ
テ

ィ
会

合
は

、
20

10
年

3
月

ま
で

45
回

、
20

10

年
4

月
以

降
12

2
回

の
合

計
16

7
回

、
開

催
さ

れ
た

。
こ

の
ほ

か
、

上
記

の
と

お
り

、
本

邦
研

修
が

7
日

間
、

セ
ミ

ナ
ー

が
合

計
9

日
間

、
開

催
さ

れ
た

（
20

11
年

8
月

31
日

現

在
）
。

 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を

開
催

す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班

会
合

開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【
第

2
班

 (
裁

判
官

の
数

が
足

り
な

い
始

審
裁

判
所

に
対

す
る

裁
判

官
の

塡
補

に
関

す
る

司
法

省
令

、
手

数
料

の
納

付
が

必
要

な
申

立
て

、
申

立
て

手
数

料
の

額
、

裁
判

を
求

め
る

申
立

て
以

外
の

事
務

の
手

数
料

並
び

に
手

数
料

以
外

の
裁

判
費

用
の

額
及

び
訴

訟
の

目
的

の
価

額
の

算
定

基
準

に
関

す
る

２
０

０
７

年
７

月
７

日
付

省
令

２
８

Ｋ
Ｙ

号
の

別
表

１
及

び
別

表
３

を
改

正
す

る
省

令
)】

 


 

「
裁

判
官

の
数

が
足

り
な

い
始

審
裁

判
所

に
対

す
る

裁
判

官
の

塡
補

に
関

す
る

司
法

省
令

」は
、

20
08

年
12

月
19

日
に

コ
ミ

ッ
テ

ィ
で

の
審

議
を

終
了

し
発

出
さ

れ
た

。
 


 

「
手

数
料

の
納

付
が

必
要

な
申

立
て

、
申

立
て

手
数

料
の

額
、

裁
判

を
求

め
る

申
立

て

以
外

の
事

務
の

手
数

料
並

び
に

手
数

料
以

外
の

裁
判

費
用

の
額

及
び

訴
訟

の
目

的

の
価

額
の

算
定

基
準

に
関

す
る

２
０

０
７

年
７

月
７

日
付

省
令

２
８

Ｋ
Ｙ

号
の

別
表

１
及

び

別
表

３
を

改
正

す
る

省
令

」
は

、
20

09
年

1～
3

月
に

コ
ミ

ッ
テ

ィ
で

審
議

さ
れ

、
20

09
年

6
月

22
日

に
発

出
さ

れ
た

。
  


 

班
と

し
て

の
会

合
は

、
省

令
案

を
コ

ミ
ッ

テ
ィ

に
提

出
す

る
ま

で
に

10
回

開
催

さ
れ

た
。

 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を

開
催

す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班

会
合

開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【
第

3
班

 (
執

行
官

法
、

執
行

官
選

考
の

条
件

及
び

手
続

き
に

関
す

る
省

令
、

国
庫

か
ら

支
給

が
必

要
と

な
る

執
行

官
の

収
入

の
基

準
額

に
関

す
る

政
令

)】
 


 

20
09

年
10

月
に

執
行

官
選

考
の

条
件

及
び

手
続

き
に

関
す

る
省

令
の

班
内

草
案

を

完
了

し
た

が
、

コ
ミ

ッ
テ

ィ
審

議
で

改
定

す
る

こ
と

と
な

り
、

改
め

て
20

10
年

1
月

に
修

正

版
を

コ
ミ

ッ
テ

ィ
に

提
出

し
た

。
 


 

20
10

年
1

月
に

国
庫

か
ら

支
給

が
必

要
と

な
る

執
行

官
の

収
入

基
準

額
に

関
す

る
政
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令
の

起
草

作
業

を
開

始
し

た
。

 


 

第
3

班
は

、
担

当
者

が
起

草
し

て
班

長
が

確
認

し
、

班
会

合
で

の
最

終
的

な
協

議
・専

門
家

の
助

言
を

得
て

完
成

さ
せ

る
と

い
う

作
業

ス
タ

イ
ル

で
あ

る
。

 


 

起
草

第
3

班
で

は
、

20
10

年
7

月
、

検
討

の
上

、
執

行
官

を
公

職
員

と
し

、
公

務
員

法

を
適

用
し

な
い

も
の

と
し

た
が

、
そ

の
後

、
20

11
年

4
月

、
閣

僚
評

議
会

の
副

首
相

に

よ
る

特
別

会
合

に
お

い
て

、
執

行
官

を
公

務
員

と
す

る
提

案
が

出
さ

れ
、

執
行

官
法

案

の
見

直
し

が
必

要
と

な
っ

た
こ

と
か

ら
、

関
連

省
令

の
起

草
作

業
が

中
断

し
て

い
る

。
 


 

終
了

時
評

価
実

施
時

点
で

は
、

日
本

側
の

助
言

を
踏

ま
え

て
起

草
班

が
公

務
員

案
を

完
成

さ
せ

、
閣

僚
評

議
会

に
提

出
す

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

最
終

的
に

執
行

官
を

公
職

員

と
す

る
か

公
務

員
と

す
る

か
に

加
え

、
執

行
官

関
連

の
司

法
省

令
を

、
司

法
省

と
経

済

財
務

省
の

共
同

省
令

に
す

る
か

ど
う

か
に

つ
い

て
も

閣
僚

評
議

会
で

検
討

さ
れ

る
予

定
で

あ
る

。
 


 

正
式

な
会

合
の

開
催

実
績

は
、

計
10

回
で

あ
る

。
 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を

開
催

す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班

会
合

開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【
第

4
班

 (
供

託
法

)】
 


 

初
会

合
は

担
当

の
日

本
人

専
門

家
が

着
任

し
た

後
の

20
09

年
4

月
に

開
催

さ
れ

た
。

 


 

20
09

年
7

月
に

第
1

次
草

案
が

完
成

し
、

9
月

の
供

託
法

案
の

準
備

に
関

す
る

本
邦

研
修

で
民

法
作

業
部

会
・民

事
訴

訟
法

作
業

部
会

と
重

要
な

基
本

的
事

項
に

つ
い

て

協
議

を
実

施
し

た
。

 


 

20
09

年
10

～
11

月
に

供
託

法
案

と
裁

判
寄

託
省

令
と

の
関

係
等

の
検

討
課

題
に

つ

い
て

コ
ミ

ッ
テ

ィ
で

審
議

さ
れ

た
。

 


 

裁
判

寄
託

省
令

を
も

と
に

し
､全

面
的

に
改

定
さ

れ
た

新
た

な
草

案
が

20
10

年
6

月
に

完
成

し
た

が
、

担
当

次
官

補
の

決
裁

を
待

つ
状

況
が

長
く
続

い
た

。
 


 

20
10

年
9

月
の

寄
託

省
令

セ
ミ

ナ
ー

後
、

法
案

の
問

題
点

が
明

ら
か

に
な

り
、

こ
の

問

題
点

を
法

案
に

反
映

す
べ

く
、

次
官

の
指

示
に

よ
り

、
起

草
班

会
合

が
数

回
開

催
さ

れ

た
。

 


 

起
草

班
会

合
は

、
当

初
、

平
均

週
1

回
、

そ
の

他
に

中
心

メ
ン

バ
ー

に
よ

る
準

備
会

合

も
必

要
に

応
じ

て
開

催
さ

れ
て

い
た

が
、

新
た

な
草

案
、

書
式

お
よ

び
経

過
規

定
の

検
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討
を

終
え

、
次

官
補

決
裁

を
待

っ
て

い
た

。
 


 

そ
の

後
、

上
記

草
案

に
関

し
、

民
訴

部
会

か
ら

新
た

な
疑

問
点

が
指

摘
さ

れ
た

た
め

、

そ
の

内
容

を
再

度
確

認
の

上
、

担
当

次
官

補
と

検
討

す
る

予
定

で
あ

る
。

 


 

第
4

班
会

合
は

、
準

備
会

合
と

起
草

会
合

で
少

な
く
と

も
合

計
34

回
開

催
さ

れ
て

い

る
。

（
20

11
年

7
月

31
日

現
在

）
（
20

10
年

3
月

不
明

）
 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を

開
催

す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班

会
合

開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【
第

5
班

 (
法

人
登

記
に

関
す

る
司

法
省

令
)】

 

（
1）

省
令

の
起

草
状

況
等

に
つ

い
て

 


 

20
09

年
5

月
、

担
当

の
日

本
人

専
門

家
の

着
任

を
受

け
、

起
草

班
班

長
等

が
変

更
さ

れ
、

体
制

が
整

っ
た

。
 


 

初
会

合
は

、
20

09
年

11
月

に
開

催
さ

れ
た

。
そ

の
場

で
、

内
務

省
お

よ
び

外
務

・国
際

協
力

省
に

よ
る

N
G

O
法

案
と

、
民

法
法

人
と

の
分

掌
・
抵

触
が

問
題

と
な

っ
た

た
め

、

同
法

案
に

つ
い

て
、

情
報

収
集

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。
 


 

N
G

O
法

案
に

関
す

る
情

報
収

集
の

た
め

、
次

官
が

内
務

省
に

対
し

て
直

接
連

絡
を

取

り
、

法
案

の
開

示
を

求
め

る
な

ど
し

た
。

 


 

司
法

大
臣

が
内

務
省

に
省

庁
間

会
合

の
開

催
を

要
請

し
、

20
10

年
4

月
29

日
、

両
省

の
省

庁
間

会
合

が
開

催
さ

れ
た

。
 


 

20
10

年
4

月
、

日
本

人
専

門
家

の
主

担
当

が
交

代
し

、
次

官
お

よ
び

第
5

班
の

メ
ン

バ

ー
と

協
議

を
重

ね
、

そ
の

結
果

、
N

G
O

法
案

の
進

捗
と

は
別

に
、

司
法

省
内

で
、

民
法

法
人

の
登

記
省

令
の

起
草

作
業

を
開

始
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

そ
の

情
報

収
集

の
た

め
、

8
月

に
、

内
務

省
、

商
業

省
を

プ
レ

ゼ
ン

タ
ー

に
招

き
、

そ
の

他
の

関
連

省
庁

を
加

え
、

法
人

登
記

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
し

た
。

 


 

20
10

年
8

月
、

省
令

案
の

ア
ウ

ト
ラ

イ
ン

に
着

手
し

、
同

年
12

月
に

こ
れ

を
終

了
さ

せ

た
。

 


 

20
10

年
12

月
に

は
、

民
法

法
人

に
関

す
る

基
本

的
な

理
解

を
促

進
す

る
た

め
、

民
法

作
業

部
会

委
員

に
よ

る
JI

C
A

-N
et

セ
ミ

ナ
ー

（講
義

）を
実

施
し

た
。

 


 

20
11

年
1

月
、

内
務

省
が

N
G

O
法

案
に

関
す

る
公

聴
会

を
開

催
し

た
た

め
、

第
5

班

起
草

班
メ

ン
バ

ー
も

参
加

し
た

。
公

聴
会

参
加

に
先

立
ち

、
次

官
お

よ
び

第
5

班
の

メ
ン
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バ
ー

は
、

日
本

人
専

門
家

と
共

に
、

同
法

案
に

つ
き

、
逐

条
的

に
検

討
を

行
っ

た
。

 


 

20
11

年
2

月
よ

り
、

登
記

用
紙

の
作

成
に

着
手

し
、

同
年

4
月

に
こ

れ
を

終
了

さ
せ

た
。

 


 

20
11

年
4

月
よ

り
、

登
記

用
紙

の
完

成
に

伴
い

、
省

令
の

具
体

的
条

項
案

の
起

草
に

着
手

し
た

。
 


 

2 0
11

年
8

月
10

日
、

第
1

回
民

法
部

会
現

地
セ

ミ
ナ

ー
の

一
環

と
し

て
、

民
法

部
会

委
員

よ
り

、
省

令
案

に
対

し
て

コ
メ

ン
ト

を
頂

戴
し

た
。

起
草

班
メ

ン
バ

ー
は

、
こ

の
コ

メ

ン
ト

を
前

提
と

し
た

修
正

を
行

う
こ

と
を

決
定

し
た

。
 

（
2）

会
合

の
状

況
・会

合
回

数
等

 


 

第
5

班
の

起
草

班
会

合
で

は
、

日
本

人
専

門
家

よ
り

起
草

に
必

要
と

思
わ

れ
る

イ
ン

プ

ッ
ト

を
行

い
、

そ
れ

に
基

づ
き

起
草

班
メ

ン
バ

ー
が

条
項

案
等

を
起

草
す

る
。

そ
し

て
、

さ
ら

に
、

日
本

人
専

門
家

が
コ

メ
ン

ト
を

行
い

、
条

項
案

等
の

修
正

に
つ

い
て

協
議

を
す

る
ス

タ
イ

ル
を

採
用

し
て

い
る

。
 


 

第
5

班
の

起
草

班
会

合
は

、
20

10
年

3
月

ま
で

4
回

、
20

10
年

4
月

以
降

55
回

の

計
59

回
開

催
さ

れ
た

。
こ

の
ほ

か
、

上
記

の
と

お
り

、
セ

ミ
ナ

ー
が

合
計

4
日

間
、

開
催

さ
れ

た
。

（
20

11
年

8
月

14
日

現
在

）
。

 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を

開
催

す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班

会
合

開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【
第

6
班

 (
夫

婦
財

産
契

約
登

記
に

関
す

る
司

法
省

令
)】

 

（
1）

省
令

の
起

草
状

況
等

に
つ

い
て

 


 

20
10

年
4

月
、

起
草

班
メ

ン
バ

ー
が

決
定

さ
れ

、
同

5
月

に
初

会
合

が
開

催
さ

れ
た

。

そ
の

後
、

特
段

の
事

情
の

な
い

限
り

、
週

1
回

の
起

草
班

会
合

が
開

催
さ

れ
た

。
 


 

20
11

年
3

月
、

起
草

班
メ

ン
バ

ー
は

、
省

令
案

第
1

案
を

完
成

さ
せ

、
こ

れ
以

後
、

第
1

案
の

修
正

作
業

を
開

始
し

た
。

こ
の

時
期

に
、

起
草

班
メ

ン
バ

ー
は

、
登

記
用

紙
の

作

成
に

も
着

手
し

、
4

月
に

こ
れ

を
完

成
さ

せ
た

。
 


 

20
11

年
7

月
、

起
草

班
メ

ン
バ

ー
は

、
省

令
案

第
1

案
の

修
正

作
業

を
終

了
さ

せ
、

起

草
班

限
り

の
省

令
案

を
完

成
さ

せ
た

。
終

了
時

評
価

実
施

時
点

で
は

次
官

の
決

裁
を

待
つ

一
方

で
、

登
記

申
請

書
の

書
式

を
作

成
し

て
い

る
。

 


 

20
11

年
8

月
10

日
、

第
1

回
民

法
部

会
現

地
セ

ミ
ナ

ー
の

一
環

と
し

て
、

民
法

作
業

部
会

委
員

よ
り

、
省

令
案

に
対

し
て

コ
メ

ン
ト

を
頂

戴
し

た
。

そ
の

際
、

次
官

に
お

い
て
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民
法

作
業

部
会

委
員

の
コ

メ
ン

ト
を

省
令

に
反

映
す

る
と

の
意

思
が

表
明

さ
れ

た
。

 

（
2）

会
合

の
状

況
・会

合
回

数
等

 


 

第
6

班
起

草
班

会
合

に
お

い
て

は
、

司
法

省
職

員
が

条
項

案
を

起
草

し
、

そ
れ

に
対

し

て
、

日
本

人
専

門
家

が
コ

メ
ン

ト
を

行
い

、
条

項
案

の
修

正
に

つ
い

て
協

議
し

て
い

る
。

ま
た

、
必

要
に

応
じ

て
専

門
家

か
ら

イ
ン

プ
ッ

ト
を

行
っ

て
い

る
。

 


 

第
6

班
起

草
班

会
合

は
、

20
10

年
4

月
以

降
、

計
43

回
開

催
さ

れ
た

（
20

11
年

8
月

14
日

現
在

）
。

 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を

開
催

す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班

会
合

開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【
そ

の
他

（
裁

判
寄

託
省

令
関

連
の

通
達

）
】

 


 

数
名

の
司

法
省

職
員

と
日

本
人

専
門

家
に

よ
り

「寄
託

金
保

管
用

の
当

座
預

金
口

座

開
設

に
関

す
る

通
達

」
が

起
草

さ
れ

、
20

10
年

1
月

6
日

に
発

出
さ

れ
た

。
 


 

「
立

て
る

べ
き

担
保

の
額

の
基

準
」
お

よ
び

「
担

保
取

消
決

定
(民

事
訴

訟
法

73
条

)を

出
す

べ
き

場
合

に
つ

い
て

の
通

達
」
は

、
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

に
よ

り
、

裁
判

所
に

お
け

る

実
務

の
集

積
を

待
っ

て
、

必
要

性
が

あ
れ

ば
検

討
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

 


 

20
10

年
9

月
、

「
寄

託
金

保
管

用
の

当
座

預
金

口
座

開
設

に
関

す
る

通
達

」に
も

関
わ

ら
ず

、
国

立
銀

行
が

寄
託

金
保

管
用

の
口

座
を

開
設

し
て

い
な

い
こ

と
が

明
ら

か
に

な

り
、

こ
れ

に
対

応
す

る
た

め
、

第
4

班
の

メ
ン

バ
ー

の
一

部
が

対
応

グ
ル

ー
プ

と
し

て
選

任
さ

れ
た

が
、

そ
の

後
の

進
捗

は
見

ら
れ

な
い

。
 

1-
3-

1 
各

起
草

班
が

起
草

会
合

を

開
催

す
る

。
 （

続
き

）
 

・
 起

草
班

会
合

開
催

実
績

 
・
 議

事
録

 
【
民

事
訴

訟
法

の
改

正
】

 


 

20
10

年
5

月
、

民
事

訴
訟

法
の

一
部

（寄
託

と
い

う
用

語
の

統
一

、
明

白
な

条
文

ミ
ス

、

郵
便

事
情

の
悪

さ
に

鑑
み

た
送

達
実

施
機

関
の

増
設

）に
つ

い
て

、
改

正
し

た
方

が
よ

い
と

の
議

論
が

生
じ

、
司

法
省

内
で

法
案

を
準

備
し

た
が

、
民

訴
法

を
改

正
す

る
の

は

時
期

尚
早

で
あ

り
避

け
た

方
が

よ
い

と
の

大
臣

判
断

が
あ

り
、

改
正

は
な

さ
れ

な
か

っ

た
。

 


 

条
文

ミ
ス

で
あ

る
民

事
訴

訟
法

25
5

条
、

26
6

条
、

32
0

条
及

び
48

8
条

に
つ

い
て

は
、

司
法

省
か

ら
通

達
を

出
し

、
裁

判
実

務
の

運
用

で
対

処
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。

 


 

送
達

実
施

機
関

の
増

設
に

関
し

て
は

、
民

事
訴

訟
法

に
規

定
す

る
送

達
の

実
施

に
関

す
る

特
別

法
を

起
草

す
る

案
と

、
執

行
官

法
案

12
条

の
執

行
官

職
務

代
行

者
を

利
用
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す
る

案
が

検
討

さ
れ

て
い

た
。

 


 

最
終

的
に

は
、

大
臣

の
指

示
に

よ
り

、
24

6
条

3
項

に
つ

い
て

は
特

別
法

を
起

草
し

、
そ

の
他

に
つ

い
て

は
、

控
訴

裁
と

司
法

省
と

の
間

で
の

質
問

回
答

形
式

で
対

処
す

る
こ

と

と
な

っ
た

。
そ

れ
ら

に
つ

き
、

20
11

年
6

月
に

第
6

班
起

草
班

メ
ン

バ
ー

が
2

回
の

会

合
を

開
催

し
、

特
別

法
及

び
質

問
回

答
の

草
案

を
完

成
さ

せ
た

。
現

在
は

次
官

決
裁

を
待

っ
て

い
る

。
 

1-
3-

2 
会

議
録

を
記

録
し

、
記

録

を
管

理
す

る
。

 

・
 起

草
班

会
合

議
事

録
管

理
状

況
 

・
 議

事
録

 


 
起

草
班

会
合

の
議

事
録

を
作

成
し

て
保

存
・
共

有
す

る
と

い
う

活
動

は
、

起
草

メ
ン

バ

ー
の

多
忙

さ
が

主
因

と
な

り
組

織
的

に
実

施
さ

れ
て

い
な

い
状

況
で

あ
る

。
会

合
の

記

録
は

、
多

く
の

場
合

、
各

個
人

の
私

的
な

メ
モ

に
と

ど
ま

っ
て

お
り

、
会

合
後

に
議

事
録

の
形

に
整

理
し

て
保

管
す

る
こ

と
は

十
分

に
で

き
て

い
な

い
。

例
外

的
に

、
第

3
班

は
、

議
事

録
の

担
当

を
決

め
て

、
議

事
録

の
作

成
に

努
め

て
い

る
が

、
そ

の
場

合
に

お
い

て
も

、
検

討
結

果
し

か
記

録
さ

れ
て

い
な

い
。

 


 

な
お

、
法

人
登

記
省

令
起

草
班

の
議

事
録

数
点

、
内

務
省

と
の

共
同

会
合

の
議

事

録
、

JI
C

A
-N

et
セ

ミ
ナ

ー
の

議
事

録
は

保
管

さ
れ

て
い

る
。

 

1-
4-

1 
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

を
自

主
的

に
開

催
し

、
法

令
案

を
審

議
す

る
。

 

・
 コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

の
開

催
実

績
 

・
 議

事
録

 


 
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

は
、

日
本

側
の

作
業

部
会

が
起

草
し

た
法

令
案

（
執

行
官

法
、

裁
判

上

の
寄

託
に

関
す

る
省

令
、

人
事

訴
訟

法
、

民
事

非
訴

訟
事

件
手

続
法

、
民

法
適

用
法

）

に
つ

い
て

司
法

省
と

し
て

の
最

終
的

な
審

議
を

し
て

き
た

。
 


 

ま
た

、
上

記
各

法
案

に
つ

い
て

、
発

令
・閣

僚
評

議
会

で
の

審
議

に
備

え
、

コ
ミ

ッ
テ

ィ

会
合

に
て

さ
ら

に
検

討
を

重
ね

た
。

 


 

特
に

民
法

適
用

法
案

で
は

、
土

地
法

、
担

保
取

引
法

な
ど

の
他

省
庁

管
轄

法
案

と
の

調
整

や
、

婚
姻

家
族

法
と

の
調

整
に

つ
い

て
検

討
し

、
一

部
カ

ン
ボ

ジ
ア

側
で

条
文

を

起
草

し
て

追
加

し
た

。
 


 

20
10

年
、

20
11

年
は

、
定

時
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

は
ほ

と
ん

ど
開

催
さ

れ
て

い
な

い
（議

事

録
の

作
成

も
な

さ
れ

て
い

な
い

）。
た

だ
し

、
コ

ミ
ッ

テ
ィ

で
の

意
思

決
定

は
、

各
次

官
に

よ
っ

て
随

時
な

さ
れ

て
お

り
、

コ
ミ

ッ
テ

ィ
で

の
意

思
決

定
自

体
に

は
滞

り
は

な
い

。
 


 

本
フ

ェ
ー

ズ
で

の
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

は
、

局
長

の
都

合
に

合
わ

せ
逐

次
実

施
さ

れ
て

い
る

た
め

開
催

回
数

に
か

か
る

記
録

は
な

い
。
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1-
4-

2 
議

事
録

を
作

成
し

、
一

元

的
に

管
理

す
る

。
 

・
 コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

議
事

録
の

管
理

状
況

 

・
 議

事
録

 


 
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

は
定

期
的

に
実

施
さ

れ
て

お
ら

ず
議

事
録

も
作

成
さ

れ
て

い
な

い
。

 

1-
5-

1 
最

新
の

法
令

・
法

案
デ

ー

タ
を

管
理

す
る

担
当

を
決

め
る

。
 

・
 担

当
者

名
簿

の
有

無
 

・
 担

当
者

名
簿

 


 
閣

僚
評

議
会

に
提

出
し

た
時

点
で

の
法

案
の

電
子

デ
ー

タ
は

、
立

法
局

が
保

管
し

て

い
る

。
但

し
、

司
法

省
側

か
ら

閣
僚

評
議

会
に

提
出

し
た

以
降

の
法

案
の

電
子

デ
ー

タ

は
閣

僚
評

議
会

が
管

理
す

る
こ

と
に

な
っ

て
お

り
、

司
法

省
は

国
会

提
出

後
に

デ
ー

タ

を
得

る
こ

と
は

で
き

な
い

。
 


 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
起

草
し

、
成

立
・交

付
さ

れ
た

法
律

に
つ

い
て

は
全

て
司

法
省

が
管

理

を
行

っ
て

い
る

。
 


 

し
か

し
な

が
ら

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

起
草

中
の

法
案

に
つ

い
て

は
、

常
に

起
草

班
メ

ン
バ

ー
間

に
て

共
有

さ
れ

て
い

る
状

況
で

は
な

い
。

ア
ッ

プ
デ

ー
ト

版
に

つ
い

て
は

起
草

班

の
特

定
の

メ
ン

バ
ー

が
個

人
的

に
保

管
し

て
い

る
状

況
に

あ
り

、
司

法
省

内
で

の
一

元

的
な

デ
ー

タ
管

理
が

な
さ

れ
て

い
る

と
は

言
い

が
た

い
。

 

1-
5-

2 
最

新
の

法
令

・
法

案
を

一

元
的

に
管

理
す

る
。

 

・
 法

令
の

管
理

状
況

 
・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 専

門
家

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
 管

理
さ

れ
て

い
る

法

令
・
法

案
デ

ー
タ

 


 

司
法

省
で

は
、

司
法

省
が

起
草

、
成

立
・交

付
し

た
全

て
の

法
案

を
保

管
し

て
い

る
。

 


 

し
か

し
な

が
ら

起
草

中
の

法
案

は
他

の
起

草
班

メ
ン

バ
ー

間
で

共
有

さ
れ

て
は

い
な

い
。

各
班

と
も

に
最

新
版

電
子

デ
ー

タ
は

、
特

定
の

メ
ン

バ
ー

に
管

理
さ

れ
て

い
る

。
 

1-
6-

1 
継

続
的

な
研

修
を

企
画

し
、

実
施

す
る

。
 

・
 起

草
・
立

法
に

か
か

る
知

識
向

上
の

た
め

の
研

修
の

開
催

実
績

 

・
 参

加
者

の
理

解
度

 

・
 研

修
開

催
実

績
 

・
 参

加
者

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー


 

司
法

省
で

は
、

20
09

年
以

降
、

ヒ
ー

・ソ
ピ

ア
次

官
の

要
請

に
よ

り
毎

週
火

曜
日

に
ル

ッ
テ

ィ
司

法
省

付
判

事
に

よ
る

勉
強

会
が

開
催

さ
れ

て
い

る
。

 


 

勉
強

会
は

2
時

間
で

、
ル

ッ
テ

ィ
判

事
が

最
初

の
90

分
で

民
法

の
条

文
を

解
釈

し
、

旧

法
と

新
法

の
違

い
を

解
説

し
、

残
り

の
30

分
で

は
日

本
人

専
門

家
も

参
加

し
て

、
日

本

人
専

門
家

が
質

問
に

回
答

す
る

形
式

を
と

っ
て

い
る

。
 


 

た
だ

し
、

条
文

の
重

要
度

に
関

わ
ら

ず
、

逐
条

的
に

順
番

に
学

習
し

て
い

る
た

め
、

基

本
的

な
民

法
の

全
体

構
造

、
機

能
の

理
解

に
つ

な
が

っ
て

い
な

い
側

面
が

あ
る

。
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1-
6-

2 
研

修
議

事
録

を
作

成
し

、

教
材

を
作

成
す

る
。

 

・
 議

事
録

、
教

材
作

成
状

況
・
 教

材
 

・
 講

義
録

 


 

研
修

議
事

録
は

作
成

さ
れ

て
い

な
い

。
 


 

教
材

は
常

に
作

成
さ

れ
て

い
る

わ
け

で
は

な
い

。
 


 

起
草

班
メ

ン
バ

ー
の

民
法

・民
事

訴
訟

法
の

理
解

が
不

十
分

で
あ

る
と

い
う

問
題

意
識

は
、

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

と
日

本
側

で
共

通
し

て
い

る
。

特
に

新
た

に
起

草
作

業
に

参
加

し

た
職

員
は

、
以

下
の

理
由

に
よ

り
両

法
に

関
す

る
理

解
度

は
低

い
。

 

１
）
 

民
法

・
民

事
訴

訟
法

の
起

草
時

の
議

論
に

参
加

し
て

い
な

い
 

２
） 

大
学

で
受

け
た

民
事

教
育

も
、

多
く
は

旧
法

に
基

づ
い

た
も

の
で

あ
り

、
十

分
と

は

い
え

な
い

。
 

成
果

２
．

司
法

省
に

て
、

司
法

省
か

ら
提

出
さ

れ
た

民
法

・
民

事
訴

訟
法

関
連

法
案

の
フ

ォ
ロ

ー
及

び
他

省
庁

か
ら

提
出

さ
れ

た
法

令
と

の
調

整
が

行
わ

れ
る

。
 

2-
1-

1 
コ

ミ
ッ

テ
ィ

内
で

の
共

有
の

方
法

を
決

め
る

。
 

・
 共

有
の

方
法

と
共

有
の

状

況
 

・
 コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

記
録


 

コ
ミ

ッ
テ

ィ
会

合
記

録
は

作
成

さ
れ

て
い

な
い

。
 


 

コ
ミ

ッ
テ

ィ
内

で
の

情
報

は
、

次
官

の
責

任
の

下
、

必
要

に
応

じ
そ

れ
ぞ

れ
の

司
法

省

職
員

間
で

共
有

が
行

わ
れ

て
い

る
。

 

2-
1-

2 
各

法
案

に
つ

き
、

審
議

情

報
を

確
認

す
る

担
当

者
を

決
め

る
。

 

・
 担

当
者

の
任

命
状

況
 

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 専

門
家

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー


 

立
法

局
次

官
等

が
司

法
省

の
起

草
し

た
各

法
案

の
審

議
情

報
の

収
集

・
確

認
を

し
て

い
る

。
 

2-
1-

3 
審

議
情

報
を

コ
ミ

ッ
テ

ィ
内

で
共

有
し

、
必

要
に

応
じ

て
意

見

を
提

出
す

る
。

 

・
 共

有
・
審

議
状

況
、

意
見

の
提

出
状

況
 

・
 議

事
録

 

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 意

見
書

 

司
法

省
内

で
共

有
さ

れ
て

い
る

情
報

は
以

下
の

通
り

。
 


 

人
事

訴
訟

法
案

、
民

事
非

訴
訟

事
件

手
続

法
案

に
つ

き
、

閣
僚

評
議

会
の

指
示

に
基

づ
き

司
法

省
内

で
検

討
し

た
上

20
09

年
8

月
修

正
案

を
提

出
し

、
そ

の
後

の
立

法
過

程
を

経
て

、
人

事
訴

訟
法

は
20

10
年

6
月

、
民

事
非

訴
訟

事
件

手
続

法
は

7
月

、
国

王
の

審
署

を
完

了
し

た
。

 


 

民
法

適
用

法
案

に
関

し
、

20
10

年
8

月
、

司
法

省
内

で
検

討
の

上
、

閣
議

に
修

正
案

を

提
出

し
、

そ
の

後
の

立
法

過
程

を
経

て
、

20
11

年
5

月
国

王
の

審
署

を
完

了
し

た
。

同

年
12

月
21

日
に

全
国

で
、

民
法

、
民

法
適

用
法

、
人

事
訴

訟
法

、
民

事
非

訴
訟

事
件

手
続

法
な

ど
が

適
用

を
開

始
す

る
予

定
で

あ
る

。
 

活
動

 

2-
2-

1 
他

省
庁

起
草

法
令

案
の

情
報

を
収

集
す

る
方

法
を

決
め

る
。

 

・
 他

省
庁

起
草

法
令

案
の

情
報

収
集

方
法

 

・
 他

省
庁

起
草

法
令

案

の
情

報
収

集
方

法
と

収
集

状
況

 


 

次
官

が
他

省
庁

起
草

法
令

案
の

情
報

を
収

集
し

て
い

る
。
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2-
2-

2 
留

意
す

べ
き

法
令

案
が

確

認
さ

れ
次

第
、

コ
ミ

ッ
テ

ィ
内

で
担

当
者

を
決

め
る

。
 

・
 担

当
者

の
任

命
状

況
 

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 専

門
家

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー


 

必
要

に
応

じ
特

定
の

担
当

者
が

任
命

さ
れ

て
い

る
。

 

 

2-
2-

3 
必

要
に

応
じ

て
司

法
省

担

当
の

法
令

と
の

調
整

に
つ

き
、

コ

ミ
ッ

テ
ィ

内
で

議
論

を
行

な
う

。
 

・
 法

令
間

の
調

整
に

関
す

る

議
論

の
状

況
 

・
 議

事
録

 

・
 専

門
家

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 


 

土
地

法
（
国

土
省

）：
国

土
省

内
に

お
い

て
、

土
地

法
改

正
グ

ル
ー

プ
が

組
成

さ
れ

た
。

 


 

区
分

所
有

権
政

令
（
国

土
省

）：
閣

僚
評

議
会

の
省

庁
間

会
合

で
、

司
法

省
が

提
出

し

た
意

見
に

つ
い

て
審

議
し

た
。

 


 

外
国

人
に

建
物

専
有

部
分

の
所

有
権

を
付

与
す

る
た

め
の

法
律

（
国

土
省

）：
閣

僚
評

議
会

の
省

庁
間

会
合

に
提

出
す

る
前

に
、

民
法

と
の

整
合

性
に

関
し

司
法

省
の

意
見

お
よ

び
修

正
が

求
め

ら
れ

た
。

 


 

国
際

養
子

縁
組

法
（
社

会
福

祉
省

）
：
社

会
福

祉
省

の
案

に
対

し
て

、
司

法
省

か
ら

、
民

事
非

訴
訟

事
件

手
続

法
等

と
の

整
合

性
を

と
る

た
め

の
修

正
案

を
提

出
し

、
多

く
が

採

用
さ

れ
て

法
案

が
成

立
し

た
。

 


 

商
業

裁
判

所
法

（商
業

省
）
：商

業
省

の
起

草
案

に
対

し
て

意
見

を
提

出
。

 


 

貿
易

救
済

措
置

（T
ra

de
 R

em
ed

y）
法

案
（
商

業
省

）
：
20

09
年

10
月

に
、

民
法

・
民

事

訴
訟

法
と

の
抵

触
の

有
無

を
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

で
検

討
し

た
。

ク
メ

ー
ル

語
版

に
お

い

て
、

民
法

及
び

民
事

訴
訟

法
の

用
語

が
正

し
く
用

い
ら

れ
る

よ
う

指
摘

す
る

こ
と

と
な

っ

た
。

 


 

地
理

的
表

示
に

関
す

る
法

案
（商

業
省

）
：
20

09
年

10
月

に
、

民
法

・民
事

訴
訟

法
と

の
抵

触
の

有
無

を
コ

ミ
ッ

テ
ィ

会
合

で
検

討
し

た
。

 


 

N
G

O
法

案
（内

務
省

）
：

20
10

年
8

月
に

共
同

セ
ミ

ナ
ー

を
開

催
し

た
ほ

か
、

20
11

年
1

月
の

内
務

省
公

聴
会

に
参

加
し

た
。

公
聴

会
参

加
前

に
は

、
現

地
専

門
家

と
次

官
お

よ
び

第
5

班
メ

ン
バ

ー
と

で
、

同
法

案
に

つ
き

、
逐

条
的

な
検

討
を

行
っ

た
。

 


 

家
庭

内
暴

力
防

止
法

（女
性

省
）
：
女

性
省

及
び

そ
の

ド
ナ

ー
で

あ
る

G
IZ

（
旧

G
T

Z
）

の
求

め
に

よ
り

保
護

命
令

書
式

に
つ

き
検

討
す

る
作

業
部

会
を

開
い

て
い

る
。

20
10

年
、

20
11

年
は

、
女

性
省

等
と

の
会

合
に

現
地

専
門

家
も

同
席

し
、

助
言

を
行

っ
て

い

た
。

な
お

、
保

護
命

令
書

式
は

、
20

11
年

7
月

に
完

成
し

た
。

 


 

労
働

組
合

法
案

（労
働

省
）
：
20

1
0

年
10

月
、

労
働

省
よ

り
、

同
法

案
が

民
法

、
民

事
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訴
訟

法
と

齟
齬

が
な

い
か

に
つ

い
て

の
意

見
を

求
め

ら
れ

、
司

法
省

と
労

働
省

の
共

同
会

合
が

実
施

さ
れ

、
日

本
人

専
門

家
も

同
席

し
、

司
法

省
が

同
法

案
に

つ
き

意
見

を

提
出

し
た

。
共

同
会

合
前

に
は

、
現

地
専

門
家

と
、

次
官

お
よ

び
第

5
班

メ
ン

バ
ー

と

で
、

同
法

案
に

つ
き

、
逐

条
的

な
検

討
を

行
っ

た
。

ま
た

、
2
0
11

年
7

月
に

は
、

労
働

組

合
法

案
の

制
裁

に
関

す
る

規
定

に
関

し
て

、
刑

事
罰

と
す

る
か

否
か

、
制

裁
の

発
動

要

件
は

明
確

で
あ

る
の

か
等

に
つ

い
て

検
討

を
行

っ
た

。
 

2-
2-

4 
議

論
の

内
容

を
議

事
録

に

収
め

る
。

 

・
 議

事
録

作
成

状
況

 
・
 議

事
録

 


 
議

事
録

は
作

成
さ

れ
て

い
な

い
。

 

成
果

３
．

司
法

省
が

司
法

関
係

者
等

に
民

法
・
民

事
訴

訟
法

及
び

関
連

法
案

を
運

用
す

る
た

め
の

知
識

を
広

め
る

。
 

3-
1-

1 
新

法
理

解
研

修
の

体
制

（
講

師
・講

師
ア

シ
ス

タ
ン

ト
の

養

成
、

議
事

録
作

成
等

）
を

組
織

し
、

実
施

す
る

。
 

・
 新

法
理

解
研

修
の

体
制

構
築

状
況

 

・
 新

法
理

解
研

修
の

実
施

状
況

 

・
 講

師
、

講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト

養
成

状
況

 

・
 講

義
録

 

・
 講

義
実

績
表

 


 

法
教

育
･普

及
局

が
新

法
理

解
研

修
を

担
当

し
て

い
る

。
 


 

司
法

省
が

計
画

・実
施

し
た

民
法

・
民

事
訴

訟
法

の
普

及
活

動
は

、
カ

ン
ボ

ジ
ア

全
土

で
20

08
年

に
7

回
、

20
09

年
に

6
回

、
20

10
年

に
1

回
、

合
計

14
回

開
催

さ
れ

た
。

 


 

こ
の

ほ
か

、
司

法
省

及
び

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
共

同
セ

ミ
ナ

ー
と

し
て

、
書

記
官

向
け

の
裁

判
寄

託
省

令
セ

ミ
ナ

ー
（
20

10
年

9
月

）
、

人
事

訴
訟

法
・民

事
非

訴
訟

事
件

手
続

法

の
セ

ミ
ナ

ー
（2

01
1

年
3

月
）
、

民
訴

関
連

の
不

動
産

登
記

共
同

省
令

普
及

セ
ミ

ナ
ー

（
20

11
年

3
月

、
国

土
省

と
共

催
）
な

ど
が

実
施

さ
れ

た
。

 


 

20
11

年
8

月
、

20
12

年
12

月
の

民
法

適
用

に
向

け
て

、
裁

判
官

、
司

法
省

職
員

、
弁

護
士

向
け

の
民

法
現

地
セ

ミ
ナ

ー
（民

法
適

用
法

、
抵

当
権

、
相

続
、

登
記

）が
開

催
さ

れ
た

。
20

11
年

9
月

及
び

11
月

に
も

同
様

の
民

法
現

地
セ

ミ
ナ

ー
が

企
画

さ
れ

て
い

る
。

 


 
普

及
セ
ミ

ナ
ー
に

つ
い
て

は
、
司

法
省
は

実
施
内

容
に
つ

い
て
取

り
纏
め

、
希

望
者
に

は
閲
覧
可

能
と
な

っ
て
い

る
。

 

活
動

 

3-
1-

2 
法

令
・
逐

条
解

説
・教

科

書
の

配
布

体
制

を
組

織
す

る
。

（
担

当
・方

法
決

め
る

）
 

・
 法

令
、

逐
条

解
説

、
教

科

書
の

配
布

体
制

 

・
 配

布
担

当
者

 

・
 配

布
方

法
 

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 配

布
先

リ
ス

ト
 


 

条
文

お
よ

び
関

連
教

材
の

配
布

業
務

は
、

以
前

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
オ

フ
ィ

ス
が

担
当

し
て

い
た

が
、

現
在

は
司

法
省

に
移

管
さ

れ
て

い
る

。
但

し
、

実
際

の
配

布
作

業
は

未
だ

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
オ

フ
ィ

ス
が

行
っ

て
お

り
、

司
法

省
は

配
布

の
決

裁
を

行
っ

て
い

る
。
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3-
2-

1 
新

法
令

の
教

材
を

作
成

す

る
 

・
 新

法
令

教
材

作
成

状
況

 
・
 教

材
 

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 


 

民
法

逐
条

解
説

は
20

10
年

5
月

に
全

6
巻

が
揃

い
、

各
地

の
裁

判
所

、
弁

護
士

会
、

大
学

な
ど

に
配

布
さ

れ
た

。
な

お
、

20
11

年
1

月
に

は
全

土
の

裁
判

所
へ

の
配

布
が

完
了

し
て

い
る

。
 


 

民
法

教
科

書
は

、
日

本
側

で
一

部
を

作
成

し
、

民
法

起
草

に
携

わ
っ

た
カ

ン
ボ

ジ
ア

側

メ
ン

バ
ー

と
日

本
側

専
門

家
経

験
者

が
共

同
で

そ
の

他
の

部
分

を
担

当
し

て
い

る
が

、

原
稿

作
成

の
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
な

ど
が

大
き

く
遅

れ
て

い
る

。
こ

の
た

め
、

相
当

数
の

教

科
書

の
出

版
の

積
み

残
し

が
生

じ
る

こ
と

が
懸

念
さ

れ
る

。
 


 

20
11

年
3

月
、

人
事

訴
訟

法
、

民
事

非
訴

訟
事

件
手

続
法

、
民

事
過

料
手

続
法

の
条

文
お

よ
び

逐
条

解
説

書
を

1
冊

に
ま

と
め

、
発

行
し

た
。

 


 

20
11

年
4

月
、

日
本

の
民

法
典

で
あ

る
も

の
の

、
法

律
全

体
を

見
渡

せ
る

書
籍

で
あ

る
、

野
村

豊
弘

民
法

部
会

員
の

著
書

「民
事

法
入

門
」
の

ク
メ

ー
ル

語
訳

が
完

成
し

、

出
版

し
た

。
原

田
専

門
家

と
ナ

シ
ョ

ナ
ル

ス
タ

ッ
フ

が
一

語
一

語
入

念
に

チ
ェ

ッ
ク

を
行

っ
た

た
め

、
完

成
度

が
高

く
、

予
定

さ
れ

て
い

た
配

布
先

以
外

か
ら

も
寄

贈
依

頼
が

多

数
、

寄
せ

ら
れ

て
い

る
。

 


 

20
11

年
5

月
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
お

い
て

、
20

09
年

12
月

に
開

催
さ

れ
た

民
事

訴
訟

法

部
会

委
員

に
よ

る
、

控
訴

裁
・最

高
裁

向
け

セ
ミ

ナ
ー

の
議

事
録

の
反

訳
プ

ル
ー

フ
リ

ー
ド

を
終

え
、

レ
ジ

ュ
メ

等
と

共
に

1
冊

の
本

に
ま

と
め

、
出

版
し

た
。

 


 

な
お

、
作

成
さ

れ
た

教
材

の
詳

細
は

、
ミ

ニ
ッ

ツ
署

名
版

A
nn

ex
2 

(2
)に

示
し

た
通

り
で

あ
る

。
 

3-
2-

2 
新

法
令

及
び

教
材

を
迅

速
・
効

率
的

に
配

布
す

る
。

 

・
 新

法
令

、
教

材
の

配
布

状

況
 

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 配

布
先

リ
ス

ト
、

配
布

記
録

 

・
 新

法
令

の
掲

載
物

 


 

教
材

の
配

布
実

績
の

詳
細

は
、

ミ
ニ

ッ
ツ

署
名

版
A

nn
ex

2 
(2

)に
示

し
た

通
り

。
 


 

20
11

年
1

月
27

日
、

大
学

に
対

し
、

法
令

及
関

連
書

籍
の

配
布

式
が

行
わ

れ
、

カ
ン

ボ
ジ

ア
全

土
か

ら
、

多
数

の
大

学
が

参
加

し
、

書
籍

を
受

領
し

た
。
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3-
3-

1 
新

法
理

解
研

修
を

R
SJ

P

と
調

整
し

つ
つ

、
実

施
す

る
。

 

・
 R

SJ
P

と
の

調
整

状
況

 
・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 専

門
家

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

・
 R

SJ
P

 C
/P

イ
ン

タ
ビ

ュ

ー
 

・
 R

SJ
P

専
門

家
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 新

法
理

解
研

修
実

施

実
績

表
 


 

民
法

現
地

セ
ミ

ナ
ー

前
に

効
率

良
く
基

礎
知

識
を

習
得

す
る

目
的

で
、

20
11

年
6

月
か

ら
、

講
師

候
補

の
司

法
省

職
員

が
R

SJ
P

の
講

義
（
担

保
物

権
）に

参
加

さ
せ

て
も

ら
っ

て
い

る
。

 


 

20
11

年
8

月
の

民
法

現
地

セ
ミ

ナ
ー

に
は

、
R

SJ
P

の
教

官
候

補
生

も
参

加
し

た
。

20
11

年
9

月
、

11
月

の
現

地
セ

ミ
ナ

ー
も

同
様

の
予

定
で

あ
る

。
 

3-
3-

2 
新

法
理

解
研

修
の

議
事

録
を

作
成

し
、

教
材

と
し

て
関

係

組
織

に
配

布
す

る
。

 

・
 議

事
録

の
作

成
、

配
布

状

況
 

・
 議

事
録

 

・
 配

布
先

リ
ス

ト
 


 

議
事

録
は

作
成

さ
れ

て
お

ら
ず

、
教

材
と

し
て

関
係

組
織

に
配

布
さ

れ
た

実
績

は
な

い
。

 

3-
4-

1 
新

法
理

解
研

修
の

講
師

候
補

、
講

師
ア

シ
ス

タ
ン

ト
候

補
を

選
出

す
る

。
 

・
 講

師
、

講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト

の
選

出
状

況
 

・
 講

師
、

講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト

名
簿

 

・
 専

門
家

、
C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 


 

20
09

年
に

は
新

た
に

5
人

の
起

草
班

メ
ン

バ
ー

が
講

師
に

加
わ

っ
た

。
 


 

20
10

年
4

月
に

講
師

養
成

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

（
T

O
T
）
が

導
入

さ
れ

、
T

O
T

の
メ

ン
バ

ー
が

教
官

候
補

生
と

し
て

選
出

さ
れ

た
。

 

3-
4-

2 
講

師
候

補
、

講
師

ア
シ

ス

タ
ン

ト
に

対
す

る
研

修
を

実
施

す

る
。

 

・
 講

師
、

講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト

の
研

修
実

施
状

況
 

・
 研

修
実

績
表

 


 
20

10
年

4
月

、
講

師
候

補
者

が
選

出
さ

れ
、

6
月

か
ら

日
本

人
専

門
家

に
よ

る
週

1
回

の
民

法
講

義
が

開
始

さ
れ

た
。

20
11

年
1

月
か

ら
は

週
2

回
と

な
り

、
全

体
で

61
回

行
わ

れ
た

。
債

務
（第

4
編

）及
び

物
権

（第
3

編
）
、

抵
当

権
、

相
続

を
終

え
（
た

だ
し

、

基
本

事
項

の
み

）
、

次
回

民
法

現
地

セ
ミ

ナ
ー

に
向

け
て

契
約

の
講

義
を

行
っ

て
い

る
。

 

3-
4-

3 
講

師
候

補
、

講
師

ア
シ

ス

タ
ン

ト
が

普
及

セ
ミ

ナ
ー

で
講

義
を

行
う

。
 

・
 講

師
、

講
師

ア
シ

ス
タ

ン
ト

の
普

及
セ

ミ
ナ

ー
に

お
け

る
講

義
実

施
状

況
 

・
 研

修
実

績
表

 

・
 出

席
者

リ
ス

ト
 

・
 講

義
録

 


 

20
08

年
以

降
、

T
O

T
メ

ン
バ

ー
は

、
コ

ミ
ッ

テ
ィ

メ
ン

バ
ー

と
共

同
し

、
普

及
セ

ミ
ナ

ー
の

講
義

を
行

っ
て

い
る

。
 

3-
5-

1 
民

法
・
民

事
訴

訟
法

の
運

用
上

の
質

問
を

と
り

ま
と

め
、

回

答
を

送
付

す
る

担
当

を
決

定
す

る
。

 

・
 担

当
者

決
定

状
況

 
・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 専

門
家

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー


 

外
部

（裁
判

所
等

）か
ら

の
質

問
の

受
付

窓
口

と
回

答
送

付
は

、
民

事
局

が
担

当
し

て

い
る

（
以

前
は

、
日

本
人

専
門

家
に

対
し

て
民

事
訴

訟
法

の
運

用
上

の
質

問
が

直
接

寄
せ

ら
れ

て
い

た
）
。

現
在

は
、

司
法

省
の

自
主

性
の

基
、

質
問

受
付

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
確

立
さ

れ
つ

つ
あ

る
。
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3-
5-

2 
質

問
に

対
し

て
統

一
的

な

回
答

を
作

成
す

る
メ

カ
ニ

ズ
ム

を

組
織

す
る

。
 

・
 回

答
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
組

織

状
況

 

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 専

門
家

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー


 

外
部

か
ら

寄
せ

ら
れ

た
質

問
に

対
し

て
は

、
最

終
的

に
次

官
等

が
属

人
的

に
回

答
し

て
い

る
。

 


 

統
一

的
な

回
答

を
す

る
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
必

要
性

は
司

法
省

内
で

も
担

当
者

が
決

ま
っ

て
い

る
が

、
組

織
作

り
に

つ
い

て
の

進
捗

は
見

ら
れ

な
い

。
 


 

司
法

省
で

質
問

に
対

す
る

回
答

を
作

成
す

る
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
組

織
す

る
前

提
と

し
て

、

司
法

省
職

員
の

新
法

に
対

す
る

理
解

度
を

向
上

さ
せ

る
必

要
が

あ
る

。
 


 

裁
判

官
が

実
務

上
直

面
し

て
い

る
問

題
に

つ
い

て
、

現
地

専
門

家
に

対
し

、
直

接
、

質
問

が
寄

せ
ら

れ
る

こ
と

が
あ

る
。

し
か

し
、

具
体

的
事

件
に

対
す

る
法

令
の

解
釈

適

用
に

関
す

る
よ

う
な

質
問

に
現

地
専

門
家

が
回

答
す

る
と

、
司

法
権

の
独

立
、

裁
判

官
の

独
立

を
侵

害
す

る
お

そ
れ

も
あ

る
た

め
、

現
在

は
基

本
的

に
行

っ
て

い
な

い
。

 

3-
5-

3 
回

答
を

各
裁

判
所

に
迅

速

に
送

付
す

る
。

 

・
 回

答
送

付
状

況
 

・
 送

付
実

績
 

・
 回

答
書

 


 

活
動

3-
5-

1
お

よ
び

3-
5-

2
と

同
様

。
 

3-
5-

4 
Q

&
A

集
を

制
作

し
、

出
版

・

配
布

す
る

。
 

・
 Q

&
A

集
の

出
版

、
配

布

状
況

 

・
 Q

&
A

集
 

・
 配

布
先

リ
ス

ト
 


 

Q
＆

A
集

を
製

作
し

、
出

版
し

た
実

績
は

な
い

。
 

3-
5-

5 
質

問
・
回

答
の

中
か

ら
、

法
令

改
正

に
必

要
な

情
報

を
抽

出
し

、
次

の
立

法
作

業
に

つ
な

げ

る
。

  

・
 質

問
・
回

答
の

検
討

状
況

・
 C

/P
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

・
 専

門
家

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー


 

司
法

省
は

、
裁

判
所

か
ら

民
事

訴
訟

法
の

条
文

ミ
ス

に
関

す
る

質
問

を
契

機
に

民
事

訴
訟

法
の

改
正

の
是

非
に

つ
い

て
検

討
を

行
っ

た
（結

果
に

つ
い

て
は

活
動

1-
3-

1
の

と
お

り
）
。

 


 

司
法

省
は

、
20

10
年

9
月

の
寄

託
省

令
セ

ミ
ナ

ー
の

質
疑

応
答

を
契

機
に

、
供

託
法

案
に

関
す

る
問

題
点

を
発

見
し

、
こ

の
点

を
供

託
法

案
に

盛
り

込
ん

だ
。
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1.
 司

法
省

に
よ

る
付

属
法

令
・
運

用
指

針
の

起
草

実
績

及
び

日
本

側
の

関
与

の
変

化
 

・
 起

草
さ

れ
た

法
令

 


 
法

令
案

の
分

量
・複

雑
さ

や
関

係
省

庁
の

有
無

に
よ

り
、

起
草

班
ご

と
に

会
合

の
頻

度
、

起
草

の
進

捗
に

ば
ら

つ
き

が
見

ら
れ

る
が

、
起

草
が

予
定

し
て

い
た

法
令

案
は

上

述
の

と
お

り
概

ね
着

実
に

起
草

さ
れ

て
い

る
。

 


 

第
1

班
（
不

動
産

登
記

関
連

省
令

）
は

、
国

土
省

と
の

定
期

的
な

共
同

コ
ミ

ッ
テ

ィ
の

開

催
が

、
国

土
省

が
多

忙
で

あ
る

こ
と

お
よ

び
メ

ン
バ

ー
が

少
な

い
こ

と
に

よ
り

困
難

で
あ

っ
た

が
、

20
10

年
半

ば
ご

ろ
か

ら
、

積
極

的
な

協
力

が
得

ら
れ

る
よ

う
に

な
っ

た
。

そ
れ

で
も

な
お

、
民

法
関

連
の

共
同

省
令

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
内

に
お

け
る

起
草

完
了

は

困
難

で
あ

る
。

 


 

20
10

年
半

ば
こ

ろ
か

ら
次

官
・次

官
補

の
出

席
が

な
く
と

も
会

合
が

開
催

さ
れ

る
よ

う
に

な
り

、
司

法
省

側
の

自
主

性
が

高
ま

っ
て

き
た

。
 


 

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

の
司

法
省

職
員

は
法

案
の

起
草

作
業

に
お

い
て

さ
ら

に
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

と
自

主
性

を
示

し
て

い
る

。
各

起
草

班
に

お
い

て
、

特
に

昨
年

は
、

起
草

班
メ

ン
バ

ー

は
、

独
自

に
議

論
と

起
草

作
業

に
最

善
を

尽
く
し

た
後

、
日

本
人

専
門

家
の

助
言

を
仰

ぐ
よ

う
に

な
っ

た
。

 


 

た
だ

し
、

民
法

・
民

事
訴

訟
法

に
つ

い
て

の
理

解
度

の
低

さ
か

ら
、

日
本

人
専

門
家

の

助
言

が
必

要
と

思
わ

れ
る

場
面

は
依

然
と

し
て

多
い

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

 

司
法

省
が

、
民

法
・民

事
訴

訟
法

が
適

切
に

運
用

さ
れ

る
た

め
に

必

要
な

施
策

を
取

れ
る

よ
う

に
な

る
。

 

2.
 司

法
省

に
よ

る
民

法
・
民

事
訴

訟
法

関
連

法
案

の
立

法
プ

ロ
セ

ス
に

お
け

る
調

整

実
績

及
び

日
本

側
の

関
与

の
変

化
 

・
 専

門
家

、
司

法
省

へ

の
質

問
票

、
聞

き
取

り

調
査

 


 

司
法

省
か

ら
発

出
さ

れ
た

後
の

審
議

状
況

の
確

認
や

、
他

省
庁

管
轄

の
法

令
案

に
つ

い
て

の
確

認
な

ど
は

、
現

在
ま

で
の

と
こ

ろ
カ

ン
ボ

ジ
ア

側
が

主
体

と
な

っ
て

な
さ

れ
て

き
て

い
る

。
 


 

日
本

側
の

関
与

に
つ

い
て

は
、

以
前

に
比

べ
て

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

が
必

要
と

す
る

際
に

の

み
助

言
を

す
る

と
い

う
形

が
多

く
な

っ
た

。
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3.
 司

法
省

に
よ

る
普

及
活

動
の

実
績

及
び

日
本

側
の

関
与

の
変

化
 

・
 専

門
家

、
司

法
省

へ

の
質

問
票

、
聞

き
取

り

調
査

 


 

上
述

の
通

り
、

司
法

省
は

自
主

的
に

毎
年

年
間

の
セ

ミ
ナ

ー
計

画
を

立
て

、
セ

ミ
ナ

ー

を
実

施
し

て
い

る
。

教
材

配
布

に
関

し
て

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
支

援
の

基
、

着
実

に
行

わ
れ

て
い

る
。

 


 

司
法

省
及

び
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

共
同

し
て

普
及

セ
ミ

ナ
ー

を
行

う
場

合
、

司
法

省
は

共
同

し
、

準
備

作
業

に
取

り
組

ん
で

い
る

。
 


 

教
材

の
配

布
業

務
は

、
以

前
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

オ
フ

ィ
ス

が
担

当
し

て
い

た
が

、
現

在
は

司
法

省
に

移
管

さ
れ

て
い

る
。

但
し

、
実

際
の

配
布

作
業

は
未

だ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
オ

フ
ィ

ス
が

行
っ

て
お

り
、

司
法

省
は

配
布

の
決

裁
を

行
っ

て
い

る
。

 

1.
 民

法
適

用
後

の
民

事
紛

争
解

決
手

続
及

び
内

容
の

質
 

・
 司

法
関

係
者

へ
の

聞

き
取

り
調

査
 


 

民
法

が
20

11
年

12
月

か
ら

適
用

開
始

予
定

の
た

め
、

終
了

時
評

価
時

点
で

は
確

認

で
き

な
い

。
 


 

司
法

省
関

係
者

や
法

曹
関

係
者

に
お

い
て

、
起

草
作

業
や

研
修

を
通

じ
、

民
法

・民
事

訴
訟

法
に

対
す

る
理

解
は

深
ま

り
つ

つ
あ

る
。

か
か

る
点

は
、

上
位

目
標

の
達

成
に

つ

な
が

る
も

の
と

思
わ

れ
る

。
 

上
位

目

標
 

民
事

法
制

度
が

カ
ン

ボ
ジ

ア
に

お

い
て

適
切

に
機

能
す

る
。

 

2.
 日

常
生

活
に

お
け

る
民

法
の

浸
透

 

・
 司

法
関

係
者

へ
の

聞

き
取

り
調

査
 


 

教
材

配
布

依
頼

や
、

司
法

省
へ

の
質

問
か

ら
判

断
し

、
民

法
・民

事
訴

訟
法

は
カ

ン
ボ

ジ
ア

政
府

機
関

に
お

い
て

さ
ら

に
認

識
さ

れ
つ

つ
あ

る
。
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 評
価

グ
リ
ッ

ド
 

カ
ン

ボ
ジ
ア

国
 
法

制
度
整

備
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（
フ

ェ
ー
ズ

3）
 

 

評
価

設
問

 
5
項

目
そ

の
他

の
基
準

 
大

項
目

 
小

項
目

 
判

断
基

準
・

方
法

 
結

果
 

0
-
a
.実

績
 

 
 

 
 

 

 
0
-
a
-1

投
入

 
投

入
は
計

画
通
り

か
日

本
側
投

入
 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
（
大

幅
な
乖

離
は
な
い

か
）
。

 

・
 投

入
の
遅

れ
な
ど

に
よ
り

、
活
動

に
支
障
を

き
た
し

て
い
な

い
か
。


 
日

本
国
内

に
お
け

る
一
部

法
曹
人

材
の
リ

ク
ル
ー

ト
が
困

難
で
あ

っ
た

た
め
、
長

期
専
門

家
の
派

遣
が
遅

れ
た
ケ

ー
ス
が

あ
っ
た

。
 


 
し

か
し
、

概
ね
年

度
毎
の

計
画
に

沿
っ
て

、
適
切

な
質
・

量
の
投

入
が

行
わ
れ
た

。
投
入

の
詳
細

は
、
附

属
資
料

Ⅱ
.
1「

ミ
ニ
ッ

ツ
署
名

版
」

A
n
n
ex
2
に

記
載
し

た
。

 


 
フ

ェ
ー

ズ
2
に
引

き
続
き

長
期
専

門
家
と

日
本
に

お
け
る

支
援
体

制（
民

法
作
業
部

会
、
民

事
訴
訟

法
作
業

部
会
、

不
動
産

登
記
に

か
か
る

実
務

ア
ド
バ
イ

ザ
ー
グ

ル
ー
プ

、
及
び

日
本
国

法
務
省

）
の
組

み
合
わ

せ
、

ま
た
、
短

期
専
門

家
に
よ

る
現
地

セ
ミ
ナ

ー
や
本

邦
研
修

な
ど
複

数
の

ス
キ
ー
ム

を
活
用

し
た
。

 


 
日

本
側
支

援
体
制

に
つ
い

て
は
、

普
及
に

必
要
な

教
科
書

・
開
設

の
出

版
に
一
部

遅
延
が

生
じ
た

。
し
か

し
そ
の

他
の
法

令
ド
ラ

フ
ト
に

対
す

る
コ
メ
ン

ト
や
本

邦
研
修

を
通
じ

た
イ
ン

プ
ッ
ト

に
つ
い

て
は
適

切
に

行
わ
れ
た

。
 

附属資料Ⅱ３ 
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カ

ン
ボ
ジ

ア
側
投

入
・
 （

同
上
）

 


 
以

下
に
示

す
よ
う

に
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
責
任

者
な
ど

カ
ウ
ン

タ
ー
パ

ー
ト

配
置
、
そ

の
他
事

項
に
つ

い
て
も

適
切
に

投
入
が

行
わ
れ

た
。
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
責

任
者
：

司
法
大

臣
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
・

マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

：
司
法

省
次
官

 

第
一
審
裁

判
所
判

事
、
控

訴
裁
判

所
判
事

、
最
高

裁
判
所

判
事
、

司
法

省
職
員
で

構
成
さ

れ
る
コ

ミ
ッ
テ

ィ
、
司

法
省
職

員
で
構

成
さ
れ

る
サ

ブ
コ
ミ
ッ

テ
ィ
お

よ
び
起

草
班
 


 
施

設
・
機

材
 

司
法
省
内

に
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
用
の

常
設
事

務
所
、

会
議
室

を
確
保

。
 


 
ロ

ー
カ
ル

コ
ス
ト

 

運
営
経
費

の
自
己

負
担
。

 

 
0
-
a
-2
 
成
果

成
果

は
計

画
通

り
産

出
さ
れ
て

い
る
か

。

 
・
 目

標
と
実

績
の
比

較
（
大

幅
な
乖

離
は
な
い

か
）
。

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は
、

P
DM

の
計
画
に

沿
っ
て

概
ね
円

滑
に
行

わ
れ

、

成
果
が
達

成
さ
れ

つ
つ
あ

る
こ
と

が
確
認

さ
れ
た

（
詳
細

は
達
成

度
グ

リ
ッ
ド
に

記
載

）。
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0
-
a
-3

 
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

目

標
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
見

込
み

は
あ

る
か
。

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
は
以

下
に
示

す
通
り

一
部
の

活
動
に

遅
延

が
あ
る
が

、
ほ
ぼ

達
成
さ

れ
る
見

込
み
で

あ
る
。

 

・
 

予
定
さ
れ

て
い
た

法
令
は

、
一
部

を
除
き

ほ
ぼ
起

草
さ
れ

た
。
こ

れ
ら

の
起
草
作

業
は
前

フ
ェ
ー

ズ
で
は

、
日
本

人
専
門

家
が
中

心
と
な

り
実

施
さ
れ
て

い
た
。
し
か
し

終
了
時

調
査
時

点
で
は

C
/P

に
よ
り
自

主
的

に
行
わ
れ

て
い
る

。
日
本

人
専
門

家
の
関

与
は

C/
P
か
ら

質
問
が

あ
っ

た
際
の
助

言
を
行

う
な
ど

自
主
性

を
高
め

る
取
り

組
み
が

な
さ
れ

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
主

旨
で
あ

る
C
/P

の
自

主
性
の

向
上
に

つ
い
て
も

成
果

が
確
認
さ

れ
て
い

る
。

 

・
 

普
及
セ
ミ

ナ
ー
に

つ
い
て

は
、
司

法
省
は

実
施
内

容
に
つ

い
て
取

り
纏

め
、
希
望

者
に
は

閲
覧
可

能
と
な

っ
て
い

る
。

 

・
 

一
方
、
講
義

に
つ
い

て
は
、
逐
条

的
に
実

施
さ
れ

て
お
り
、
体
系

的
な

理
解
の
不

足
、
そ

れ
に
起

因
し
、
作
業
の

遅
延
と

い
う
問

題
が
生

じ
て

い
る
。

 

・
 

ま
た
、
か

か
る
作

業
に
お

け
る
関

係
者
間

で
の
情

報
の
共

有
化
、
デ
ー

タ
の
管
理

は
部
分

的
に
は

実
施
さ

れ
て
い

る
も
の

の
、
組

織
と
し

て
は

ま
だ
十
分

に
機
能

し
て
い

な
い
。

 

・
 

普
及
活
動

に
つ
い

て
は
、
関
連
教

材
の
配

布
は
適

切
に
実

施
さ
れ

て
い

る
が
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
が

主
体
と

な
っ
て

行
わ
れ

て
い
る

た
め
、
配
布

体
制
の
組

織
化
は

十
分
で

は
な
い

。
 

（
各
指
標

に
つ
い

て
の
現

状
と
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

残
り
期

間
で
の

課

題
に
つ
い

て
は
達

成
度
グ

リ
ッ
ド

に
記
載

。）
 

0
-
b
.実

施
プ
ロ
セ

ス
 

 
 

 
 

 
0
-
b
-1
 
活
動

活
動

は
計

画
通

り
に

実
施

さ
れ

て
い

る

か
。

 

進
捗

に
問

題
は

な
い

か
。

 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
 


 
2
0
0
8
年
に

長
期
専

門
家
の

派
遣
に

遅
れ
が

生
じ
た

。
ま
た

専
門
家

間
の

業
務
分
担

が
適
切

に
行
わ

れ
な
い

時
期
も

あ
っ
た

が
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

活
動
は
概

ね
に
行

わ
れ
、
成

果
を

創
出
し

て
い
る

こ
と
を

確
認
し

た
（
詳

細
は
評
価

グ
リ
ッ

ド
を
参

照
）。
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0
-
b
-2

 
技

術

移
転
の
方

法
 

技
術

移
転

の
方

法
に

問
題
は
な

い
か
。

 

あ
る

場
合

、
ど

の
分

野
に

お
い

て
、

ど
の

よ
う

な
技

術
移

転
に

問
題

が
あ

る
の

か
、

そ
の

解
決

方
法

は
何

か
。

 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
（
進

捗
の
大

幅
な
遅
れ

が
な
い

か
）
。

 

・
 C
/
P
の

理
解
度

・
能
力

の
高
ま
り

。


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

ア
プ
ロ

ー
チ
と

し
て
、

C
/P

側
の
自

主
性
を
高

め
る

、

と
い
う
取

り
組
み

が
行
わ

れ
て
き

た
。
そ

の
結
果

以
下
の

よ
う
な

変
化

が
確
認
さ

れ
て
い

る
。

 

 
起

草
作
業

は
C
/P

が
自
主

的
に
行

っ
て
い

る
。

 

 
起

草
班
メ

ン
バ
ー

が
自
ら

会
合
を

行
う
よ

う
に
な

り
、
会

合
の
回

数
は

増
加
傾
向

に
あ
る

ケ
ー
ス

も
あ
る

。
 

 
以

前
、

C/
P
は

全
て
次

官
の
決
裁

の
上
で

業
務
を

行
っ
て

い
た
。

し
か

し
終
了
時

評
価
調

査
時
点

で
は
、

C
/P

の
中
で

、
次
官

の
決
裁
事

項
と

分
け
て
、

自
ら
判

断
を
行

い
、
業

務
を
行

う
よ
う

に
な
っ

た
。
 


 
一

方
、
活

動
遂
行

に
お
い

て
は
、

逐
条
的

な
作
業

、
学
習

を
優
先

し
た

い
C
/P

側
と
、
民

法
の
体

系
的
な

指
導
を

優
先
し

た
い
日

本
人
専

門
家

と
の
間
で

意
識
の

差
異
が

あ
る
。

体
系
的

な
学
習

が
十
分

で
は
な

い
た

め
、
終
了

時
評
価

調
査
時

点
に
お

い
て

C/
P
の
民

法
理
解

が
不
十

分
で

あ
る
。
そ

の
た
め

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
残

り
期
間

で
よ
り

高
い
効

果
的

な
指
導
方

法
に
つ

い
て

、
C
/P

と
日
本
人

専
門
家

の
間
で

調
整
が

行
わ
れ

る
必
要
が

あ
る
。

 

 
0
-
b
-3

 
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

体
制

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
仕

組
み

が
構

築
さ

れ
て

い
る

か
。

 

 
・
 各

活
動
の

モ
ニ
タ

リ
ン
グ

担
当
者

配
置
状
況

 

・
 モ

ニ
タ
リ

ン
グ
の

方
式
及

び
結
果

の
処
理
方

法
の
合

意
と
実

施
 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
は
、
以

前
は
定

期
的

に
行
わ

れ
て
い

た
。
し
か

し
現

在
は

、

次
官
の
都

合
に
合

わ
せ
、

随
時
行

わ
れ
、

司
法
省

と
の
情

報
共
有

が
行

わ
れ
て
い

る
。

 


 
但

し
、
C
/P

が
多
忙
で

あ
る
た
め

等
の
理

由
に
よ

り
議
事

録
が
作

成
さ
れ

て
お
ら
ず

、
①
関

係
者
に

の
み
情

報
が
提

供
さ
れ

る
、
②

決
定
事

項
が

覆
る
ケ
ー

ス
が
散

見
さ
れ

る
、
な

ど
の
問

題
が
生

じ
て
い

る
。
 

 
 

意
思

決
定

は
円

滑
に

行
わ
れ
て

い
る
か

。

 
・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
機
関

に
お
け

る
迅
速
な

意
思
決

定
 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
の
メ

ン
バ
ー

に
は
、

裁
判
所

の
業
務

に
従
事

し
て
い

る
者

も
お
り
、

ま
た
他

の
メ
ン

バ
ー
も

多
忙
の

た
め
、

定
期
的

な
会
合

の
開

催
が
困
難

な
ケ
ー

ス
が
あ

る
。
上

記
の
と

お
り
情

報
共
有

が
十
分

に
行

わ
れ
て
い

な
い
が

、
決
定

事
項
に

つ
い
て

司
法
省

は
迅
速

に
対
応

し
て

い
る
。
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カ
ン

ボ
ジ

ア
側

C
/
P

機
関

と
の

連
絡

・
協

力
体

制
は

整
備

さ
れ

て
い
る
か

。
 

 
・
 連

携
・
協

力
不
足

に
起
因

す
る
活

動
遅
延
等

の
有
無

 


 
上

記
の
と

お
り
、

コ
ミ
ッ

テ
ィ
に

お
け
る

決
定
事

項
が
司

法
省
内

に
十

分
に
共
有

さ
れ
な

い
状
況

で
は
あ

る
が
、

活
動
の

遅
延
は

な
い
。

 


 
司

法
省
の

活
動
計

画
が
十

分
に
策

定
さ
れ

な
い
た

め
、
セ

ミ
ナ
ー

開
催

、

教
材
配
布

な
ど
司

法
省
が

活
動
を

主
体
的

に
行
わ

な
い
ケ

ー
ス
が

散
見

さ
れ
る
。

 

 
0
-
b
-4

 
実

施

機
関

や
C
/P

の
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

に
対

す

る
認

識
の

高

さ
 
 

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

実
施

機
関

は
高

い
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

を
持

っ
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
取

り
組

ん
で

い
る

か

（
C
/P

の
配
置

 

状
況

、
外

部
関

係
機

関
と

の
連

絡
・

調
整

な
ど
）
。

 

 
・
 C
/
P
配

置
に
対

す
る
配

慮
 

・
 活

動
内
容

へ
の
高

い
関
心

表
明
 

・
 的

確
か
つ

迅
速
な

連
絡
・

調
整
 


 
起

草
班
な

ど
C
/P

は
適
切

に
配
置

さ
れ
、

人
員
の

追
加
、

削
除
が

適
切

に
行
わ
れ

て
い
る

。
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

活
動
を

通
じ
、
C
/P

の
自
主

性
は
高

ま
り
、
オ

ー
ナ
ー

シ
ッ
プ
が

確
認
さ

れ
た
。

起
草
作

業
に
つ

い
て
、

前
フ
ェ

ー
ズ
で

は
日

本
人
専
門

家
が
主

体
で
あ

っ
た
が

、
今
フ

ェ
ー
ズ

で
は

C/
P
が
自

主
的

に
進
め
て

お
り
、

解
決
で

き
な
い

問
題
に

つ
い
て

日
本
人

専
門
家

に
助

言
を
求
め

る
と
い

う
ア
プ

ロ
ー
チ

が
取
ら

れ
て
い

る
。
終

了
時
評

価
調

査
で
は
こ

の
ア
プ

ロ
ー
チ

が
機
能

し
て
い

る
こ
と

を
確
認

し
た
。
ま
た

、

起
草
作
業

が
進
ん

だ
こ
と

に
よ
り

、
活
動

が
活
発

化
し
、

起
草
班

会
合

回
数
が
増

加
し
た

ケ
ー
ス

も
報
告

さ
れ
て

い
る
。

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

、
各
省

庁
が
単

独
で
法

案
を
作

成
し
て

い
る
。

司
法

省
は
、
そ

れ
ら
法

案
の
確

認
を
す

る
役
割

を
有
し

な
が
ら

も
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
当

初
、
機

能
し
て

い
な
か

っ
た
。

し
か
し

近
年
は

、
労
働

省
・

職
業
訓
練

省
が
法

案
に
関

す
る
コ

メ
ン
ト

を
求
め

て
く
る

ケ
ー
ス

が
で

て
き
た
。

そ
の
た

め
、
他

省
庁
と

の
連
携

が
強
化

さ
れ
る

と
と
も

に
、

司
法
に
お

け
る
司

法
省
の

重
要
性

が
増
し

て
き
て

い
る
。

 

 
0
-
b
-5

 
適

切

な
C
/P

配
置

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
業

務
量

及
び

業
務

内
容

に
見

合
っ

た
能

力
の

あ
る

C/
P
が
十
分

な

人
数

配
置

さ
れ

て
い

る
か
。

 

 
・
 C
/
P
配

置
人
数

の
計
画

と
の
対
比

・
 C
/
P
配

置
に
起

因
す
る

活
動
遅
延

そ
の
他
の

支
障

 


 
起

草
班
な

ど
C
/P

は
計
画

通
り
配

置
さ
れ

て
い
る

。
 


 
前

述
の
と

お
り

C/
P
の
自

主
性
の

高
ま
り

は
確
認

さ
れ
て

い
る
。

し
か

し
、
一
部

の
職
員

に
業
務

が
集
中

し
て
し

ま
っ
て

い
る
。

こ
れ
は

十
分

な
知
識
を

持
つ
十

分
数

の
C
/
P
数

が
確
保

さ
れ
て

い
な
い

た
め
で

あ
る

。

か
か
る
課

題
の
解

決
の
た

め
司
法

省
は
今

後
若
手

の
起
用

な
ど
を

検
討

す
べ
き
で

あ
る
。
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0
-
b
-6

 
そ

の

他
の
問
題

 
 

そ
の

他
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
過

程
で

生
じ

て
い

る
問

題
は

あ
る
か
。

 

あ
る

場
合

、
そ

の
原

因
は
何
か

。
 

 


 
特

に
問
題

は
な
い

。
 

 

- 100 -



  
 

1
．
妥

当
性

 
 

 
 

・
  

 

 
1
-
1 

必
要
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

対
象

国
の

地
域

・
社

会
の

状
況

や
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る

か
。

 

 
・
  


 
以

下
の
事

項
か
ら

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
は
、

対
象
国

の
地
域

・
社
会

の
状

況
や
ニ
ー

ズ
に
合

致
し
て

い
る
。

 

 
カ

ン
ボ
ジ

ア
政
府

は
、
司

法
分
野

に
お
け

る
人
材

育
成
を

重
視
し

て
い

る
。
2
00
4
年

7
月
に
発

表
さ
れ
た

国
家
開

発
戦
略

で
あ
る
「

四
方

形
戦

略
」
で
示

さ
れ
た

と
お
り

、
司
法

改
革
は

引
き
続

き
高
い

優
先
順

位
を

与
え
ら
れ

て
お
り
、
2
00
8
年
に
発

足
し
た

内
閣
で

は
、
こ
れ

ま
で

の
四

方
形
戦
略

の
枠
組

み
を
そ

の
ま
ま

引
き
継

い
だ
「

第
二
次

四
方
形

戦

略
」
を
策

定
し
て

い
る
。

 

 
2
0
0
3
年
に

発
表
さ

れ
た
「

法
・
司

法
制
度

改
革
戦

略
」
や

2
00
5
年
に

発
表
さ
れ

た
「
法
・
司
法

制
度
改

革
短
期
・
中
期
行

動
計
画
」
に

お
い

て
、「

立
法
の

枠
組
み

の
近
代
化

」
が
司

法
分
野

の
7
重

点
分
野

の
1

つ
と
位
置

付
け
ら

れ
て
い

る
。
 

 
こ

れ
ら
の

政
策
動

向
に
関

し
て
は

、
終
了

時
評
価

調
査
に

お
い
て

も
変

更
が
無
い

旨
を
司

法
省
に

確
認
し

た
。
な

お
、
「
法
・

司
法
制
度

改
革

短
期
・
中

期
行
動

計
画
」

に
つ
い

て
2
0
10

年
に
実
施

さ
れ
た
法

・
司

法
改
革
評

議
会
に

よ
る
レ

ビ
ュ
ー

で
も
そ

の
点
が

確
認
さ

れ
て
い

る
。
 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

状
況

や
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る

か
。

 

 
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て
民

事
法
制

度
を
適

切
に
機

能
さ
せ

る
た
め

に
最

も
重
要
な

政
府
機

関
の
一

つ
が
司

法
省
で

あ
る
。

司
法
省

で
は
民

法
・

民
事
訴
訟

法
の
関

連
法
規

の
起
草

や
普
及

活
動
を

進
め
ら

れ
る
人

材
の

不
足
が
課

題
と
な

っ
て
い

る
。
人

材
の
育

成
及
び

組
織
の

強
化
が

、
民

法
・
民
事

訴
訟
法

の
関
連

法
令
の

起
草
や

普
及
活

動
を
効

率
的
・

効
果

的
に
運
営

す
る
う

え
で
不

可
欠
で

あ
る
。
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1
-
2 

優
先
度

上
位

目
標

は
カ

ン
ボ

ジ
ア

国
の

開
発

政
策

と
の

整
合

性
が

高
い

か
。

 

 
 


 
「

第
二
次

四
辺
形

戦
略
」

で
も
司

法
改
革

が
引
き

続
き
高

い
優
先

順
位

を
与
え
ら

れ
て
い

る
。
ま
た

、
そ

の
司
法

改
革
の

戦
略
・
計
画
で

も
「

立

法
の
枠
組

み
の
近

代
化
」

を
進
め

る
こ
と

が
重
点

分
野
の

一
つ
と

な
っ

て
い
る
こ

と
か
ら

、
上
位

目
標
と

の
整
合

性
は
高

い
。

 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

日
本

の
援

助
政

策
・

J
I
C
A
国
別

事
業
実

施

計
画

と
の

整
合

性
は

高
い
か
。

 

 
 


 
2
0
0
2
年
に

策
定
さ

れ
た
日

本
の
「

カ
ン
ボ

ジ
ア
国

別
援
助

計
画
」

に
お

い
て
、
民

事
法
制

度
の
構

築
と
向

上
は
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
対

す
る
重

要
政

策
中
枢
支

援
と
位

置
付
け

ら
れ
て

い
る
。

 


 
2
0
0
9
年
に

開
催
さ

れ
た
第

21
回

経
済
海

外
協
力

会
議
で

は
、「

法
制
度

整
備
支
援

に
関
す

る
基
本

方
針
」

が
策
定

さ
れ
、

民
法
・

民
事
訴

訟
法

関
連
法
令

の
起
草

や
司
法

関
係
機

関
の
組

織
強
化

に
対
す

る
更
な

る
支

援
の
必
要

性
が
確

認
さ
れ

た
。
 


 
J
I
C
A
の
「
カ

ン
ボ
ジ

ア
国
別

援
助

計
画
実

施
方
針

」（
20
0
9
年
）
で

は
、

民
法
・
民

事
訴
訟

法
の
運

用
・
普

及
支
援

の
継
続

に
よ
り

、
法
司

法
制

度
改
革
の

推
進
に

貢
献
す

る
方
針

が
定
め

ら
れ
て

い
る
。

よ
っ
て

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
は
日

本
の
援

助
政
策

・
J
I
CA

国
別
事

業
実
施

計
画
と

の
整

合
性
が
高

い
。
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1
-
3
 

手
段

と

し
て

の
適

切

性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

及
び

対
象

地
域
は
適

切
か
。

 

近
隣

地
域

で
実

施
さ

れ
て

い
る

JI
C
A

の

他
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

協
力

・
連

携
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か
。

 

・
 本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
ア
プ

ロ
ー
チ

の
他
地
域

へ
の
適

用
の
可

能
性
 

・
 対

象
地
域

の
ニ
ー

ズ
適
合

性
 

・
 J
I
C
A
の
他

の
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
の

活
動
内
容

の
重
複

の
有
無

 

・
 他

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

と
の
協

力
・
交

流
 


 
フ

ェ
ー
ズ

3
で
は

、
民
法

・
民
事

訴
訟
法

関
連
法

令
の
起

草
・
普

及
活

動
に
お
い

て
、
司

法
省
職

員
が
、

よ
り
主

体
性
を

発
揮
し

、
自
立

的
に

民
法
・
民

事
訴
訟

法
の
適

切
な
運

用
の
た

め
に
必

要
な
施

策
を
取

れ
る

よ
う
に
な

る
こ
と

を
目
指

し
て
い

る
。
起

草
作
業

に
お
い

て
は
、

ま
ず

カ
ン
ボ
ジ

ア
側
が

起
草
を

行
い
、

日
本
人

専
門
家

に
よ
る

コ
メ
ン

ト
を

踏
ま
え
、

草
案
を

完
成
さ

せ
る
ア

プ
ロ
ー

チ
が
採

ら
れ
て

い
る
。

こ
の

ア
プ
ロ
ー

チ
に
よ

り
、
日

本
側
が

起
草
作

業
の
大

部
分
を

担
当
し

て
い

た
前
フ
ェ

ー
ズ
よ

り
、
C
/P

側
の

主
体
性

が
着
実

に
高
ま

っ
た
こ

と
が
確

認
さ
れ
て

い
る
。

 


 
こ

の
ア
プ

ロ
ー
チ

は
人
材

不
足
に

悩
む
他

の
開
発

途
上
国

支
援
に

お
い

て
も
有
用

で
あ
る

と
思
わ

れ
る
。

ま
た
日

本
人
専

門
家
の

、
C
/P
 
に
主

導
権
を
徐

々
に
渡

し
て
い

く
方
針

も
キ
ャ

パ
シ
テ

ィ
・
デ

ィ
ベ
ロ

ッ
プ

メ
ン
ト
を

目
的
と

し
た
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

広
く
応

用
が
可

能
で
あ

ろ

う
。

 


 
J
I
C
A
の
他

の
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
の

活
動
内

容
と
の

重
複
は

無
い
。

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
実

施
さ
れ

て
い
る

裁
判
官

・
検
察

官
養
成

校
民
事

教
育

改
善
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
は

情
報
や

成
果
物

（
教
材

等
）
を

相
互
に

共
有

し
、
相
乗

効
果
の

発
現
に

努
め
て

い
る
。

 

 
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

は
適

切
か

（
対
象
・

規
模
等

）
。

 
・
 技

術
的
・

物
理
的

優
位
性

の
有
無

・
 技

術
普
及

で
き
る

仕
組
み

・
規

模
・
行
政

的
ま
た

は
法
的

地
位
の

位
置
付
け

の
有
無

 

・
 活

動
実
施

に
過
不

足
の
な

い
人
員

配
置

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て
民

事
法
制

度
を
適

切
に
機

能
さ
せ

る
た
め

に
最

も
重
要
な

政
府
機

関
の
一

つ
が
司

法
省
で

あ
り
、

タ
ー
ゲ

ッ
ト
グ

ル
ー

プ
と
し
て

適
切
で

あ
る
。
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タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
以

外
へ

波
及

性
は

あ
る
か
。

 

 
・
 普

及
の
仕

組
み
の

整
備

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
へ

の
評
価

・
関
心

の
高
さ

 

・
 カ

ン
ボ
ジ

ア
国
全

土
へ
の

技
術
の

普
及
の
可

能
性

 


 
司

法
省
は

新
法
の

カ
ン
ボ

ジ
ア
国

全
土
の

普
及
を

担
当
す

る
政
府

機
関

で
あ
り
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

に
お
い

て
も
新

法
の
普

及
活
動

を
支
援

し
て

い
る
。

 


 
外

部
（
裁

判
所
等

）
か
ら

の
質
問

受
付
、

回
答
送

付
は
暫

定
的
に

民
事

局
が
担
当

し
て
い

る
。

 


 
質

問
に
対

す
る
回

答
の
作

成
、
情

報
共
有

に
関
す

る
シ
ス

テ
ム
は

組
織

と
し
て
未

構
築
の

状
況
に

あ
る
。

技
術
の

普
及
の

た
め
に

は
、
係

る
体

制
の
強
化

が
行
わ

れ
る
必

要
が
あ

る
。

 

 
 

効
果

の
受

益
や

費
用

負
担

が
公

平
に

分
配

さ
れ
る
か

。
 

 
・
 受

益
者
設

定
の
偏

り
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
成

果
の
実

用
に
関

す
る
制
限

の
有
無

 


 
特

に
な
し

。
 

 
1
-
4
 

援
助

協

調
 

他
の

ド
ナ

ー
と

の
援

助
協

調
及

び
相

乗
効

果
が

期
待

で
き

る

か
。

 

 
・
  


 
D
A
N
ID
A
が

実
施
を

計
画
し

て
い
た

モ
デ
ル

裁
判
所

が
実
施

さ
れ
て

い
た

場
合
、
協

調
が
考

え
ら
れ

た
が
、

2
01
1
年

3
月
に

終
了
し

た
た
め

、
強

調
は
不
可

能
で
あ

る
。

 


 
し

か
し
、

日
本
が

実
施
し

て
き
た

民
法
関

連
支
援

に
関
し

て
は
、

他
ド

ナ
ー
も
非

常
に
注

目
し
て

い
る
。

 

 
1
-
5
 

日
本

の

技
術

の
優

位

性
 

 
 

・
 類

似
の
協

力
事
例

 

・
 国

内
に
お

け
る
技

術
的
蓄

積
 


 
フ

ェ
ー
ズ

1、
2
に
お
い

て
民
法
・
民
事
訴

訟
法
の

起
草
・
立
法

化
支
援

を
日
本
が

実
施
し

て
お
り

、
他
ド

ナ
ー
に

比
し
て

日
本
に

技
術
的

な
優

位
性
が
あ

る
。
日

本
が
関

連
法
令

の
起
草

や
新
法

普
及
活

動
お
よ

び
人

材
育
成
に

協
力
す

る
こ
と

は
、
従

来
の
協

力
の
成

果
を
高

め
る
こ

と
に

資
す
る
も

の
で
あ

る
。
終

了
時
評

価
調
査

に
お
い

て
も
司

法
省
か

ら
は

そ
の
点
が

強
調
さ

れ
た
。
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1
-
6 

そ
の
他

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

以
降

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

取
り

巻
く

環
境

（
政

策
、

経
済

、
社

会
な

ど
）

の
変

化
は

な
い
か
。

 

 
 


 
「

法
・
司

法
制
度

改
革
短

期
・
中

期
行
動

計
画
」
の

レ
ビ

ュ
ー

は
、
法

・

司
法
改
革

評
議
会

に
よ
り

2
01
0
年
に

行
わ
れ

、
カ
ン

ボ
ジ
ア
に

政
策
の

変
化
は
無

い
こ
と

を
確
認

し
た
。

 


 
ま

た
、

20
年
に
わ

た
る
内

戦
に
よ

っ
て
、

日
本
の

支
援
の

開
始
当

初
は

既
存
の
司

法
制
度

が
壊
滅

状
態
に

あ
り
、

法
曹
人

材
も
一

桁
に
近

い
状

況
に
あ
っ

た
。
か

か
る
状

況
を
踏

ま
え
、

1
99
9
年

か
ら
継

続
的
に

長
期

的
な
ス
パ

ン
で
、

起
草
に

よ
る
民

事
法
体

制
整
備

と
人
材

育
成
を

支
援

し
た
本
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

カ
ン
ボ

ジ
ア
社

会
の
ニ

ー
ズ
に

合
致
し

て
い

る
。

 

2
．
有

効
性
（

見
込
み

）
 

 
 

 
 

 
2
-
1

成
果

の

達
成

 

成
果

は
達

成
さ

れ
て

い
る
か
。

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は
概

ね
P
DM

上
の

計
画
に

沿
っ
て

円
滑
に
実

施
さ

れ
て
い
る

が
、
一

部
成
果

の
創
出

に
遅
延

が
生
じ

て
い
る

（
詳
細

は
達

成
度
グ
リ

ッ
ド
に

記
載

）。
 

 
 

 
 

1
. 

司
法
省
に

て
、
民
法
・
民
事
訴

訟
法
関
連

法
案
の

起
草
・
立
法

化
に
向
け

て
必
要

な
作
業

が

行
わ
れ
る

。
 


 
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
は
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
の

オ
ー
ナ

ー
シ
ッ

プ
を
高

め
る

た
め
、
日

本
人
専

門
家
の

関
与
は

助
言
程

度
と
し

、
法
案

の
起
草

作
業

準
備
を
司

法
省
職

員
に
移

行
す
る

ア
プ
ロ

ー
チ
を

採
っ
て

い
る
。

現
在

ま
で
か
か

る
ア
プ

ロ
ー
チ

は
機
能

し
て
お

り
、
そ
の
結

果
、
C/
P
が
自

主

的
に
活
動

を
遂
行

し
て
お

り
、
概

ね
着
実

に
起
草

作
業
は

遂
行
さ

れ
た

。 


 
一

部
の
起

草
・
立

法
作
業

に
遅
れ

が
生
じ

て
い
る

が
、
一

部
の
起

草
班

メ
ン
バ
ー

は
多
忙

な
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
を
調

整
し
、

積
極
的

、
か
つ

熱
心

に
起
草
作

業
に
従

事
し
た

。
 


 
起

草
作
業

を
通
じ

、
起
草

班
メ
ン

バ
ー
は

、
民
法

関
連
の

理
解
を

深
め

て
い
っ
た

。
一
方

、
一
部

の
起
草

班
メ
ン

バ
ー
の

民
法
・

民
事
訴

訟
法

の
逐
条
的

な
理
解

は
高
ま

っ
て
い

る
も
の

の
、
全

体
構
造

、
実
用

的
な

意
味
が
十

分
に
理

解
し
て

い
な
い

点
が
見

受
け
ら

れ
た
。

起
草
作

業
、

お
よ
び
民

法
・
民

事
訴
訟

法
の
運

用
能
力

を
高
め

て
い
く

た
め
に

は
、

司
法
省
職

員
の
民

法
・
民

事
訴
訟

法
の
全

体
の
構

造
と
機

能
の
理

解
を
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広
げ
て
い

く
こ
と

が
必
要

で
あ
る

。
 


 
4
年
間

の
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
期
間
の

中
に
は

、
一

時
期
、
カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
の
自
主

性
を
引

き
出
そ

う
と
す

る
あ
ま

り
、
資

料
の
提

供
も
控

え
て

カ
ン
ボ
ジ

ア
側
か

ら
不
満

が
出
た

り
、
逆

に
カ
ン

ボ
ジ
ア

側
か
ら

頼
ら

れ
て
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
関

連
の
薄

い
事
項

ま
で
質

問
や
相

談
を
受

け
た

り
す
る
な

ど
、
日

本
側
の

支
援
姿

勢
に
も

、
時
期

と
対
象

に
よ
っ

て
違

い
が
あ
っ

た
が
、

起
草
作

業
は
概

ね
、
日

本
人
専

門
家
か

ら
の
民

法
・

民
事
訴
訟

法
の
イ

ン
プ
ッ

ト
を
伴

い
な
が

ら
進
め

ら
れ
、

執
行
手

続
、

物
権
、
法

人
制
度

な
ど
、

特
に
起

草
作
業

と
関
連

す
る
部

分
に
つ

い
て

の
理
解
は

大
き
く

促
進
さ

れ
た
。

 


 
他

方
、
司

法
省
の

担
う
起

草
と
い

う
作
業

の
性
質

上
、
実

務
的
に

は
さ

ほ
ど
利
用

頻
度
の

高
く
な

い
制
度

に
つ
い

て
も
条

文
を
整

備
す
る

必
要

が
あ
る
た

め
に
、

若
手
職

員
は
、

民
法
・

民
事
訴

訟
法
の

基
本
的

な
構

造
に
対
す

る
理
解

が
乏
し

い
状
態

の
ま
ま

、
各
制

度
の
重

要
性
の

軽
重

に
か
か
わ

ら
ず
、

詳
細
に

理
解
す

る
こ
と

が
要
求

さ
れ
た

た
め
、

結
果

的
に
、
か

え
っ
て

両
法
の

全
体
構

造
や
制

度
の
機

能
に
対

す
る
理

解
が

十
分
で
は

な
い
面

が
あ
る

も
の
と

考
え
ら

れ
る
。

 


 
ま

た
、
議

事
録
の

作
成
、

デ
ー
タ

管
理
体

制
が
未

整
備
で

あ
り
、

司
法

省
内
の
情

報
の
共

有
、
蓄

積
が
十

分
に
行

わ
れ
て

い
な
い

。
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2
. 

司
法
省
に

て
、
司
法
省

か
ら
提

出
さ
れ
た

民
法
・
民
事

訴
訟
法

関
連
法
案

の
フ
ォ

ロ
ー
及

び

他
省
庁
か

ら
提
出

さ
れ
た

法

令
と
の
調

整
が
行

わ
れ
る

。
 


 
国

土
省
を

は
じ
め

と
し
た

他
省
庁

と
法
令

に
関
す

る
議
論

を
通
じ

、
調

整
は
概
ね

行
わ
れ

て
い
る

。
ま
た

、
カ
ン

ボ
ジ
ア

で
は
省

令
は
各

省
庁

が
単
独
で

作
成
で

き
る
が

、
他
省

庁
か
ら

受
け
た

問
い
合

わ
せ
が

有
る

よ
う
に
な

り
、
そ

れ
に
対

し
司
法

省
が
適

切
に
コ

メ
ン
ト

、
省
令

の
チ

ェ
ッ
ク
を

行
う
こ

と
に
よ

り
、
他

省
庁
か

ら
の
司

法
省
に

対
す
る

信
頼

が
向
上
し

て
い
る

こ
と
が

わ
か
る

。
 


 
留

意
す
べ

き
法
令

案
に
関

す
る
コ

ミ
ッ
テ

ィ
内
の

担
当
者

は
必
要

に
応

じ
担
当
者

が
決
定

さ
れ
て

い
る
。

 


 
コ

ミ
ッ
テ

ィ
会
合

の
情
報

は
次
官

の
責
任

の
下
、

一
元
的

な
管
理

は
な

さ
れ
て
い

な
い
も

の
の
必

要
に
応

じ
そ
れ

ぞ
れ
の

司
法
省

職
員
間

で
共

有
さ
れ
て

い
る
。

 

 
 

 
 

3
. 

司
法
省
が

司
法
関

係
者
等

に
民

法
・
民
事

訴
訟
法

及
び
関

連
法

案
を
運
用

す
る
た

め
の
知

識
を

広
め
る
。

 


 
教

材
作
成

に
関
し

、
民
法

教
科
書

に
つ
い

て
は
終

了
時
評

価
調
査

時
点

で
も
作
成

中
で
あ

る
が
、
そ
の
他

に
つ
い

て
は
作

成
が
完

了
し
て

い
る

。 


 
条

文
お
よ

び
関
連

教
材
、

民
法
逐

条
解
説

の
配
布

作
業
は

受
付
窓

口
が

明
確
に
な

る
等
体

制
が
強

化
さ
れ

て
き
た

。
 


 
条

文
お
よ

び
関
連

教
材
配

布
作
業

は
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
が

実
施
し

て
い

る
作
業
も

あ
る
が

、
関
係

諸
機
関

へ
の
配

布
作
業

は
円
滑

に
行
わ

れ
て

い
る
。

 


 
講

師
候
補

、
講
師

ア
シ
ス

タ
ン
ト

の
養
成

は
行
わ

れ
て
い

る
が
、

セ
ミ

ナ
ー
等
実

際
に
知

識
広
報

に
係
る

活
動
も

コ
ミ
ッ

テ
ィ
お

よ
び
起

草
班

メ
ン
バ
ー

が
講
師

を
務
め

る
体
制

が
構
築

さ
れ
つ

つ
あ
る

。
 


 
Q
&
A
は

作
成
さ

れ
て
い

な
い
が
、

裁
判
所

な
ど
外

部
か
ら

の
質
問

の
受

付
、
回
答

送
付
は

民
事
局

が
担
当

し
、
司

法
省
の

自
主
性

の
基
、

組
織

化
が
な
さ

れ
て
い

る
。
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2
-
2
 

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
目

標

達
成

の
見

込

み
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
達

成
さ

れ
る

見
込

み
か
。

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
は
一

部
の
活

動
に
遅

延
が
あ

る
が
、

ほ
ぼ

達
成
さ
れ

る
見
込

み
で
あ

る
。
 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

促
進

・
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
。

 

促
進

す
る

要
因

は
あ

る
か
。

 

 


 
日

本
が
長

期
に
わ

た
り
、
本
分
野

へ
の
支

援
を
行

っ
て
い

る
こ
と

か
ら

、

C
/
P
が

、「
C
/
P
の
自

主
性
を

高
め

る
こ
と

を
目
指

す
」、

と
い
う

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の

主
旨
を

十
分
に

理
解
し

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

へ
参
加

を
行
い

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
目

的
に
沿

っ
た
活

動
を
行

っ
て
い

る
こ
と

が
促
進

要
因

と
し
て
挙

げ
ら
れ

る
。

 

 
 

 
阻

害
す

る
要

因
は

あ

る
か
。

 

 


 
民

法
の
理

解
度
向

上
の
た

め
、
概

論
的
な

学
習
の

必
要
性

が
指
摘

さ
れ

て
い
な
が

ら
も

、
C
/P

の
ニ
ー
ズ

が
逐
条

的
な
作

業
、
学
習
と
い

う
点
に

あ
る
。
こ

の
こ
と

が
、
起

草
・
立

法
作
業

の
遅
延

な
ど
の

問
題
の

一
要

因
と
な
っ

て
い
る

。
 

 
2
-
3
 

因
果

関

係
 

成
果

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
た
め
に

十
分
か

。

 
 


 
十

分
で
あ

る
。

 

 
 

外
部

条
件

は
現

時
点

に
お

い
て

も
正

し
い

か
。

外
部

条
件

が
満

た
さ

れ
る

可
能

性
は

あ
る
か
。

 

 
 


 
人

員
配
置

に
つ
い

て
は

、
C
/P

数
が
不
足

し
、
一
部
の

人
材
に
業

務
が
集

中
し
て
い

る
。
こ

れ
が
一

要
因
と

な
り
一

部
活
動

に
支
障

が
生
じ

て
い

る
。

 


 
共

同
所
管

の
法
令

の
起
草

に
際
し

て
の
他

省
庁
か

ら
の
協

力
は
、

国
土

省
を
は
じ

め
と
し

た
他
省

庁
と
法

令
に
関

す
る
議

論
を
通

じ
、
概

ね
得

ら
れ
て
お

り
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
の
達

成
の
支

障
は
生

じ
て
い

な
い

。 

3
．
効

率
性

 
 

 
 

 
 

 
3
-
1
 

成
果

の

産
出
度

 

成
果

の
産

出
度

は
適

切
か
。

 

 
・
 目

標
と
実

績
の
比

較
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は
一

部
成
果

の
創
出

に
遅
延

が
生
じ

て
い
る

が
、

概
ね

P
DM

上
の
計

画
に
沿

っ
て
円

滑
に
実

施
さ
れ

て
い
る

。（
詳

細
は
達

成
度
グ
リ

ッ
ド
に

記
載

）。
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成
果

の
産

出
を

促

進
・

阻
害

す
る

要
因

は
あ
る
か

。
 

促
進

す
る

要
因

は
あ

る
か
。

 

 

 


 
「

2
-2

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
達
成
見

込
み
」

と
同
様

。
 


 
実

施
中
の

「
裁
判

官
・
検

察
官
養

成
校
民

事
教
育

改
善
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

（
フ
ェ
ー

ズ
2
）」

や
、
「
弁
護
士

会
司
法

支
援
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
（

20
1
0

年
6
月
終

了
）
と

の
間
で

条
文
や

法
令
解

説
等
の

出
版
物

が
共
有

さ
れ

て
い
る
。

 


 
ま

た
、
長

期
専
門

家
と
日

本
の
支

援
体
制

（
民
法

作
業
部

会
、
民

事
訴

訟
法
作
業

部
会
、

不
動
産

登
記
に

か
か
る

実
務
ア

ド
バ
イ

ザ
ー
グ

ル
ー

プ
、
日
本

国
法
務

省
）
の

組
み
合

わ
せ
、

ま
た
短

期
専
門

家
に
よ

る
現

地
セ
ミ
ナ

ー
、

JI
C
A-
N
et

セ
ミ
ナ

ー
や
本

邦
研
修

な
ど
複

数
の
支

援
ス

キ
ー
ム
の

活
用
に

よ
り
、

非
常
に

効
率
的

に
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
は
実

施
さ

れ
て
い
た

。
し
か

し
、
前

フ
ェ
ー

ズ
に
引

き
続
き

、
長
期

専
門
家

と
日

本
の
支
援

体
制
（

民
法
作

業
部
会

、
民
事

訴
訟
法

作
業
部

会
、
不

動
産

登
記
に
か

か
る
実

務
ア
ド

バ
イ
ザ

ー
グ
ル

ー
プ
、

日
本
国

法
務
省

）
の

組
み
合
わ

せ
、
ま

た
短
期

専
門
家

に
よ
る

現
地
セ

ミ
ナ
ー

、
J
IC
A
-
Ne
t

セ
ミ
ナ
ー

や
本
邦

研
修
な

ど
複
数

の
支
援

ス
キ
ー

ム
の
活

用
に
よ

り
、

カ
ウ
ン
タ

ー
パ
ー

ト
が
適

時
に
広

が
り
や

深
み
の

あ
る
得

る
こ
と

が
で

き
た
。

 


 
現

地
に
て

不
動
産

登
記
共

同
省
令

起
草
の

た
め
の

体
制
が

整
っ
た

こ
と

を
受
け
て

、
そ
の

作
業
ニ

ー
ズ
に

対
し
、

実
務
的

な
観
点

か
ら
の

助
言

や
情
報
の

提
供
を

通
じ
た

起
草
支

援
を
す

る
こ
と

を
目
的

に
、
不

動
産

登
記
実
務

ア
ド
バ

イ
ザ
リ

ー
グ
ル

ー
プ
が

20
09

年
7
月
に
新
た

に
設
置

さ
れ
た
。

 


 
こ

の
よ
う

な
支
援

体
制
は

実
務
上

の
ニ
ー

ズ
に
即

し
た
情

報
提
供

を
可

能
に
し
、

効
率
性

の
促
進

要
因
と

な
っ
て

い
る
旨

が
確
認

さ
れ
た

。
 


 
日

本
側
支

援
体
制

に
つ
い

て
は
、

普
及
に

必
要
な

教
科
書

・
解
説

の
出

版
に
一
部

遅
延
が

あ
っ
た

が
、
そ

の
他
の

法
令
起

草
に
対

す
る
コ

メ
ン

ト
や
本
邦

研
修
を

通
じ
た

イ
ン
プ

ッ
ト
に

つ
い
て

は
適
切

に
実
施

さ
れ
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た
。

 

 
 

 
阻

害
す

る
要

因
は

あ

る
か
。

 

 


 
「

2
-2

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
達
成
見

込
み
」

と
同
様

。
 


 
C
/
P
が

多
忙
の

た
め
、
他
業
務
に

従
事
す

る
こ
と

が
あ
る

。
こ
れ

は
一
部

の
職
員
に

業
務
が

集
中
し

て
い
る

こ
と
が

主
因
と

し
て
考

え
ら
れ

る
。

現
在
の
と

こ
ろ
、

職
員
は

業
務
の

調
整
を

行
い
、

起
草
作

業
、
会

合
に

参
加
す
る

等
に
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
に
熱

心
に
関

わ
っ
て

い
る
が

、
今

後
は
効
率

的
な
業

務
の
推

進
の
た

め
、
業

務
が
分

散
す
る

よ
う
な

仕
組

み
作
り
が

必
要
で

あ
る
。

 

 
3
-
2
 

因
果

関

係
 

成
果

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
投

入
で

あ
っ
た
か

。
 

 
・
 投

入
の
不

足
あ
る

い
は
不

適
切
性

に
起
因
す

る
遅
延

、
そ
の

他
の
支

障
の
発
生

 


 
投

入
に
つ

い
て
、

以
下
の

よ
う
な

問
題
が

あ
っ
た

。
 

・
 

2
0
0
8
年
、

長
期
専

門
家
の

派
遣
に

遅
れ
が

生
じ
た

こ
と
が

あ
っ
た

。
 

・
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

趣
旨
か

ら
求
め

ら
れ
る

活
動
に

比
し
て

、
長
期

専
門

家
の
業
務

量
が
過

多
と
な

っ
た
場

面
や
、
複
数
の

専
門
家

を
派
遣

し
て

い
る
が
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ

ー
ト
か

ら
全
専

門
家
そ

れ
ぞ
れ

の
意
見

を
求

め
ら
れ
る

な
ど
し

て
、
専

門
家
間

の
適
切

な
業
務

の
分
担

が
困
難

と
な

っ
た
場
面

も
一
時

期
見
ら

れ
た
。

 

 
3
-
3
 

タ
イ

ミ

ン
グ

 

計
画

に
沿

っ
て

活
動

を
行

う
た

め
に

、
過

不
足

の
な

い
質

・
量

の
投

入
が

タ
イ

ミ
ン

グ
よ

く
行

わ
れ

た

か
。

 

 
・
 計

画
に
沿

っ
た
タ

イ
ミ
ン

グ
で
の

投
入
実
施

 

・
 タ

イ
ミ
ン

グ
に
起

因
す
る

活
動
の

遅
延
、
そ

の
他
支

障
の
発

生
 


 
（

同
上
）

 

 
3
-
4 

コ
ス
ト

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
比

較
し

て
、

総
投

入
コ

ス
ト

は
妥

当
で

あ
る
か
。

 

 
・
 類

似
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
総

投
入
コ

ス
ト
と
の

比
較

 


 
比

較
可
能

な
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
は
な

い
。

 

4
．
イ

ン
パ
ク

ト
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4
-
1
 

上
位

目

標
達

成
の

見

込
み

 

上
位

目
標

は
達

成
す

る
見
込
み

か
。

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
を

通
じ
、
司
法
関

係
者
の

自
主
的

な
行
動

が
高
め

ら
れ

、

ま
た
知
識

に
つ
い

て
も
起

草
作
業

を
通
じ

高
ま
り

つ
つ
あ

る
。
 


 
具

体
的
に

は
、
起

草
班
メ

ン
バ
ー

で
あ
る

民
事
局

・
立
法

局
の
若

手
職

員
が
司
法

省
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
で
の

起
草
班

で
の
作

業
で
習

得
し
た

法
案

起
草
技
術

や
、
法
律

に
対
す

る
理

解
・
解
釈

な
ど
の

実
際
的

な
能

力
が

、

司
法
省
が

他
の
法

令
を
起

草
す
る

際
に
有

益
な
技

術
と
し

て
活
用

さ
れ

て
い
る
。

 


 
特

に
不
動

産
登
記

に
関
す

る
共
同

省
令
を
、
国
土
省

も
ま
じ

え
た

共
同
コ
ミ

ッ
テ
ィ

で
検
討

し
た
こ

と
に
よ

り
、
不

動
産
登

記
を
扱

う
国

土
省
職
員

に
も
、

民
法
・

民
事
訴

訟
法
の

理
解
が

浸
透
し

つ
つ
あ

り
、

こ
の
こ
と

は
、
上

位
目
標

の
達
成

に
も
大

き
く
貢

献
す
る

も
の
と

い
え

る
。

 


 
最

近
で
は

、
一
部

の
省
庁

が
、
そ

の
管
轄

す
る
法

案
に
つ

い
て
、

自
発

的
に
司
法

省
に
、

民
法
・

民
事
訴

訟
法
と

の
整
合

性
に
つ

い
て
、

具
体

的
な
ポ
イ

ン
ト
を

挙
げ
て

問
い
合

わ
せ
を

し
て
く

る
例
も

出
て
き

て
お

り
、
民
法

・
民
事

訴
訟
法

が
徐
々

に
カ
ン

ボ
ジ
ア

の
社
会

に
も
広

ま
っ

て
い
る
こ

と
が
う

か
が
え

る
。
 


 
民

法
・
民

事
訴
訟

法
関
連

法
制
度

の
整
備

、
他
の

法
令
と

の
調
整

、
民

法
・
民
事

訴
訟
法

及
び
関

連
法
の

普
及
活

動
が
適

切
に
実

施
さ
れ

、
裁

判
所
、
国

土
省
、

地
方
行

政
機
関

、
ま
た

民
法
に

係
る
社

会
全
般

（
弁

護
士
、
市

民
、
企

業
等
）

が
き
ち

ん
と
法

令
を
理

解
し
、

活
用
す

る
こ

と
に
よ
り

、
将
来

的
に
は

上
位
目

標
は
達

成
す
る

と
見
込

ま
れ
る

。
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上
位

目
標

の
達

成
を

促
進

・
阻

害
す

る
要

因
は
あ
る

か
。

 

促
進

す
る

要
因

は
あ

る
か
。

 

 

 


 
長

期
に
わ

た
り
日

本
側
が

支
援
を

行
っ
て

い
る
こ

と
に
よ

り
、
各

C
/P

が
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
主
旨

を
理
解

し
、
ま

た
日
本

側
も
カ

ン
ボ
ジ

ア
の

法
曹
界
が

抱
え
る

課
題
、

解
決
策

を
十
分

に
理
解

し
、
活

動
ア
プ

ロ
ー

チ
を
策
定

し
た
。

こ
の
結

果
に
基

づ
き
、

主
体
的

に
活
動

を
実
施

し
て

い
る
。
そ

の
ア

プ
ロ
ー

チ
に
よ
り

、
C
/
P
の
オ

ー
ナ
ー

シ
ッ
プ
は

醸
成
さ

れ
、
か
か

る
C
/P

の
姿
勢

は
今
後

法
令
起

草
・
普

及
作
業

の
促
進

に
寄

与
す
る
と

見
込
ま

れ
る
。

 

 
 

 
阻

害
す

る
要

因
は

あ

る
か
。

 

 


 
民

法
に
つ

い
て
は

ま
だ
適

用
が
始

ま
っ
て

お
ら
ず

、
民
事

法
制
度

が
適

切
に
機
能

す
る
か

否
か
に

つ
い
て

は
、
今

後
の
適

用
を
待

つ
必
要

が
あ

る
。
限
定

的
で
は

あ
る
も

の
の
各

種
普
及

活
動
を

通
じ
て

新
法
理

解
は

促
進
し
て

お
り
、

民
法
適

用
後
の

適
切
な

運
用
と

そ
れ
に

よ
る
民

事
サ

ー
ビ
ス
の

向
上
が

期
待
さ

れ
る
。

 


 
議

事
録
、

デ
ー
タ

等
の
管

理
が
司

法
省
と

し
て
一

元
管
理

さ
れ
て

い
な

い
状
況
下

、
今
後

も
司
法

省
内
に

技
術
、

知
識
が

継
続
し

て
い
く

た
め

に
は
、
起

草
作
業

等
に
関

わ
っ
た

C
/P

が
現
在
の

業
務
に

定
着
し

続
け

る
こ
と
が

必
要
で

あ
る
。

 

 
4
-
2
 

因
果

関

係
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て
い
な

い
か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
結

果
が

ど
の

程
度

上
位

目
標

の
達

成
に

貢
献
す
る

か
。

 

 


 
上

位
目
標

で
あ
る

、
カ
ン

ボ
ジ
ア

に
お
い

て
民
事

法
制
度

が
適
切

に
機

能
す
る
た

め
に
は

、
司
法

省
に
よ

り
、
必

要
な
施

策
が
取

ら
れ
る

こ
と

が
必
要
で

あ
る
。

そ
の
た

め
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
が
達

成
さ
れ

る
こ

と
は
、
上

位
目
標

の
達
成

に
大
き

く
寄
与

す
る
と

判
断
さ

れ
る
。

 

 
 

外
部

条
件

は
、

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。
外

部
条

件
が

満
た

さ
れ

る
可

能
性

は
高
い
か

。
 

 
 


 
特

に
な
し

。
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4
-
3
 

波
及

効

果
 

上
位

目
標

以
外

の
効

果
・

影
響

が
想

定
さ

れ
る
か
。

 

マ
イ

ナ
ス

の
イ

ン
パ

ク
ト

を
軽

減
す

る
た

め
の

対
策

は
採

ら
れ

て
い
る
か

。
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
前
後

の
変
化


 
立

法
局
は

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
の
活

動
を
通

じ
P
DM

手
法
に

関
す
る

知
識

を
習
得
し

、
同
局

の
5
カ

年
計
画

の
策
定

に
活
用

し
た
。

 

 
 

ジ
ェ
ン
ダ

ー
、
民
族

、

社
会

的
階

層
の

違
い

に
よ

り
、

異
な

っ
た

影
響
は
あ

る
か
。

 

 
・
 同

上
 


 
特

に
な
し

。
 

 
 

そ
の

他
の

マ
イ

ナ
ス

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
あ

る
か

。
そ

れ
を

取
り

除
く

た
め

の
方

策
は

何
か
。

 

 
 


 
特

に
な
し

。
 

5
．
自

立
発
展

性
（
見

込
み
）
 

 
 

 
 

 
5
-
1
 

政
策

・

制
度
面

 

政
策

支
援

は
協

力
終

了
後

も
継

続
す

る

か
。

 

 
 


 
2
0
1
0
年
に

法
・
司

法
改
革

評
議
会

が
実
施

し
た
「

法
・
司

法
制
度

改
革

短
期
・
中

期
行
動

計
画
」

レ
ビ
ュ

ー
に
お

い
て
も

カ
ン
ボ

ジ
ア
の

政
策

支
援
に
変

更
は
無

い
。
ま

た
政
策

動
向
に

関
し
て

も
、
終

了
時
評

価
調

査
で
の
聴

取
調
査

の
結
果

に
お
い

て
も
変

更
が
無

い
旨
、

司
法
省

に
確

認
を
し
た

。
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5
-
2
 

組
織

・

財
政
面

 

協
力

終
了

後
も

、
効

果
を

上
げ

て
い

く
た

め
の

活
動

を
実

施
す

る
に

足
る

組
織

能
力

は
あ
る
か

。
 

 
 


 
起

草
作
業

、
ま
た

共
同
コ

ミ
ッ
テ

ィ
に
お

い
て
は

起
草
班

会
合
に

お
け

る
作
業
の

進
め
方

に
つ
い

て
、
日

本
人
専

門
家
の

関
与
の

度
合
い

を

徐
々
に
薄

め
て
き

た
結
果

、
作
業

に
携
わ

る
民
事

局
・
立

法
局
職

員
へ

の
キ
ャ
パ

シ
テ
ィ

・
デ
ィ

ベ
ロ
ッ

プ
メ
ン

ト
を
通

じ
て
、

少
し
ず

つ
司

法
省
の
オ

ー
ナ
ー

シ
ッ
プ

が
涵
養

さ
れ
、

起
草
作

業
に
主

体
的
に

関
わ

る
形
に
変

化
し
て

き
た
な

ど
C
/P

の
自

主
的
な

業
務
へ

の
取
り
組

み
が

確
認
さ
れ

、
協
力

終
了
後

も
継
続

し
、
作

業
が
実

施
さ
れ

る
こ
と

が
期

待
さ
れ
る

。
 


 
し

か
し
、

一
部
の

人
材
に

業
務
が

集
中
し

て
お
り

、
司
法

省
内
の

技
術

の
伝
承
は

危
う
い

状
況
に

あ
る
。

今
後
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

終
了
後

も
組

織
に
移
転

さ
れ
た

技
術
、

情
報
が

蓄
積
さ

れ
る
よ

う
な
仕

組
み
作

り
が

必
要
と
な

る
。

 


 
ク

メ
ー
ル

ル
ー
ジ

ュ
特
別

法
廷
で

の
裁
判

業
務
等

、
他
の

業
務
に

人
材

の
流
動
性

に
つ
い

て
は
、

不
透
明

な
面
も

否
め
な

い
も
の

の
、
少

な
く

と
も
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
期
間

中
に
起

草
に
携

わ
っ
た

若
手
司

法
職
員

の
多

く
は
定
着

し
て
お

り
、
人

的
な
面

で
の
継

続
性
に

つ
い
て

は
最
低

限
確

保
さ
れ
て

い
る
。

 

 
 

必
要

な
事

業
計

画

（
短

期
・

長
期

）
を

整
備
し
て

い
る
か

。

 
 


 
セ

ミ
ナ
ー

は
司
法

省
が
自

ら
計
画

し
実
施

し
て
い

る
。
ま

た
講
師

候
補

、

講
師
ア
シ

ス
タ
ン

ト
の
採

用
、
育

成
に
つ

い
て
も

具
体
的

な
数
値

の
提

示
は
無
か

っ
た
が

、
司
法

省
に
て

検
討
を

行
っ
て

い
る
。

 

 
 

実
施

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
、

十
分

に
確

保
さ

れ
て

い
る
か
。

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
を

通
じ

、
C
/P

の
自
主
的

な
活
動

推
進
が

確
認
さ

れ
て
お

り
、
司
法

省
の
オ

ー
ナ
ー

シ
ッ
プ

は
確
保

さ
れ
て

い
る
。
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経
常

経
費

を
含

む
予

算
の

確
保

は
行

わ
れ

て
い

る
か

。
予

算
措

置
は

十
分

に
講

じ
ら

れ
て
い
る

か
。

 

 
 


 
司

法
省
に

限
ら
ず

、
カ
ン

ボ
ジ
ア

政
府
は

慢
性
的

な
財
政

不
足
の

状
況

に
あ
り
、

カ
ン
ボ

ジ
ア
政

府
財
政

に
よ
る

予
算
の

確
保
は

困
難
な

状
況

に
あ
る
。
し
か

し
普
及

活
動
の
た

め
、
1
百
万

米
ド
ル

カ
ン
ボ
ジ

ア
政
府

か
ら
提
供

さ
れ
る

な
ど
の

予
算
措

置
が
取

ら
れ
て

い
る
。

 

 
5
-
3 

技
術
面

カ
ン

ボ
ジ

ア
に

お
い

て
適

用
可

能
且

つ
実

用
的

な
技

術
が

移
転

さ
れ
て
い

る
か
。

 

 
 


 
「

1
-3
 
手
段

と
し
て

の
適
切
性
」
で
言
及

し
た
通

り
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
は
カ
ン

ボ
ジ
ア

側
C
/P

が
、
よ

り
主
体

性
を
発

揮
し
、

自
立
的

に
起

草
作
業
・

普
及
作

業
行
う

体
制
の

構
築
を

目
指
し

た
技
術

的
な
ア

プ
ロ

ー
チ
が
採

用
さ
れ

て
き
た
。
か
か

る
ア
プ

ロ
ー
チ

を
通
じ

、「
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
の
主

体
的
な

活
動
遂

行
を
行

う
」
意

識
が
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

活
動

を
通
じ
、

醸
成
さ

れ
て
き

た
。
 


 
一

方
、
民
法
・
民
事

訴
訟
法

の
理

解
度
に

つ
い
て

は
、
C
/
P
の
要

望
に
よ

り
逐
条
的

に
作
業

、
学
習

が
行
わ

れ
て
い

る
こ
と

か
ら
、

体
系
的

な
理

解
が
不
十

分
で
あ

る
。

 

 
 

普
及

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

取
り

込
ま

れ
て

い
る

か
。

 

 
・
 関

係
者
を

対
象
と

し
た
研

修
実
施

の
仕
組
み

 

・
 技

術
移
転

の
仕
組

み
や
教

材
の
準

備
 


 
同

上
 

 
 

関
連

機
関

と
の

業
務

提
携

・
連

携
関

係
が

良
好

に
維

持
さ

れ
、

発
展

し
て

い
く

見
通

し
は
あ
る

か
。

 

 
 


 
R
A
J
P
の

5
カ
年
計

画
（
2
0
08
-
20
1
0
年
）
策
定
に

お
い
て

は
、
司

法
省

、

司
法
官
職

高
等
評

議
会
と

の
間
で

協
議
が

行
わ
れ

る
等
関

連
各
機

関
と

の
良
好
な

関
係
が

構
築
さ

れ
て
い

る
。

 


 
特

に
、

RS
J
P
と
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン

に
つ
い

て
、
問

題
は
な

い
。

前
フ
ェ
ー

ズ
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
か
ら

培
わ
れ

た
関
係

を
通
じ

、
情
報

が
共

有
さ
れ
る

体
制
と

な
っ
て

い
る
。
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C
/
P

の
多

く
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
実

施
機

関
に

継
続

し
勤

務
す

る
見

通
し

か
。

 

 
 


 
C
/
P
へ

の
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
調
査
を

通
じ
、
C
/P

は
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

終
了
後

も
実
施
機

関
に
継

続
し
勤

務
す
る

見
通
し

で
あ
る

。（
現
地
調
査

に
て
要

確
認
）

 

 
 

資
機

材
の

維
持

管
理

は
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る
か
。

 

 
 


 
適

切
に
行

わ
れ
て

い
る
。

 

 
5
-
4
 

社
会

・

文
化
・
環
境
面

女
性

、
貧

困
層

へ
の

配
慮

不
足

に
よ

り
持

続
性

を
妨

げ
る

可
能

性
は
な
い

か
。

 

 
 


 
特

に
な
し

。
 

 
 

環
境

へ
の

配
慮

不
足

に
よ

り
持

続
性

を
妨

げ
る

可
能

性
は

な
い

か
。

 

 
 


 
特

に
な
し

。
 

 
5
-
5 

そ
の
他

自
立

発
展

性
を

阻
害

す
る

そ
の

他
の

要
因

は
あ
る
か

。
 

 
 


 
特

に
な
し

。
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附属資料Ⅱ４ 
 

４．日本・カンボジア双方の投入実績 

 

Ⅰ．カンボジア側投入 

１． カウンターパート 

２． 運営経費自己負担 

 

Ⅱ．日本側投入 

１． 専門家派遣 

（１） ８名の長期専門家 

（２） １６名（述べ）の短期専門家 

番号 氏名 指導科目 派遣期間 

＜長期専門家＞ 

１ 神木 篤 附属法令起草支援 2008/4/9～2008/4/30 

２ 眞鍋 佳奈 附属法令起草支援／援助

協調 

2008/4/9～2008/9/28 

３ 坂野 一生 法制度整備 2008/4/9～2010/4/8 

４ 寺内 こずえ 業務調整 2008/5/19～2010/5/18 

５ 清原 博 附属法令起草支援／援助

協調 

2009/3/30～2011/3/29 

６ 原田 政佳 附属法令起草支援 2010/3/18～2012/3/17 

７ 金武 絵美子 附属法令起草支援／業務

調整 

2010/4/11～2012/4/10 

８ 田宮 彩子 人材育成／附属法令起草

支援 

2011/3/17～2012/3/31 

＜短期専門家＞ 

１ 松本 恒雄 民法と土地法 2008/12/28～2008/12/31

２ 眞鍋 佳奈 土地法と民法の調整等に

関するセミナー講師 

2008/12/28～2008/12/31

３ 飯塚 美葉 不動産登記 2009/1/11～2009/1/31 

４ 竹下 守夫 民事訴訟法 2009/12/22～2009/12/27

５ 三木 浩一 民事訴訟法 2009/12/23～2009/12/27

６ 松下 淳一 民事訴訟法 2009/12/23～2009/12/27

７ 山本 和彦 民事訴訟法 2009/12/23～2009/12/27

８ 澤村 智子 不動産登記 2010/1/11～2010/1/15 

９ 飯野 寛 不動産登記 2010/1/11～2010/1/16 
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附属資料Ⅱ４ 
 

１０ 磯井 美葉 不動産登記 2010/1/11～2010/1/16 

１１ 南 敏文 民法（相続・担保物件） 2011/8/1～2011/8/11 

１２ 野村 豊弘 民法（相続・担保物件） 2011/8/1～2011/8/11 

１３ 森嶌 昭夫 民法（債権総論・各論） 2011/9/8～2011/9/16 

１４ 松本 恒雄 民法（債権譲渡） 2011/11/13～2011/11/19

１５ 新美 育文 民法（代理） 2011/13～2011/11/23 

１６ 浦川 道太郎 民法（人的担保） 2011/11/20～2011/11/23

２．調査団派遣 

番号 調査団名 派遣期間 

１ 現地モニタリング調査 2008/6/16～2008/6/19 

２ 運営指導調査１ 2008/8/24～2008/8/31 

３ 運営指導調査２ 2008/12/10～2008/12/17

４ 研究調査１ 2009/2/24～2009/3/7 

５ 中間評価調査 2010/2/17～2010/3/5 

６ 研究調査２ 2010/11/1～2010/11/14 

７ 運営指導調査３ 2011/7/3～2011/7/8 

８  終了時評価調査 2011/8/21～2011/9/7 

 

３．供与機材 

番号 品目 数量 

１ IC レコーダー 1 

２ プロジェクトオフィス用サーバー 2

３ プロジェクトオフィス用 UPS 1 

４ プロジェクトオフィス用本棚 4 

５ プロジェクトオフィス用キャビネ 2

６ プロジェクトオフィス用エアコン 4

７ プロジェクトオフィス用バックアップサーバー 1 

８ プロジェクトオフィス用コンピューター 1 

９ プロジェクトオフィス用コピー機 2

１０ プロジェクター 1 

１１ コンピューター（ラップトップ） 8 

 

４．本邦研修 

番号 研修名 参加研修員人数 派遣期間 

１ 不動産登記研修１ 14 2009/2/9 ～ 2009/2/21
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２ 供託法研修 8 2009/9/8 ～ 2009/9/18

３ 不動産登記研修２ 14 2011/2/1 ～ 2011/2/11

 

５．日本側部会活動 

 （１）民法作業部会 

    第１０５回～第１２０回まで計１６回開催 

 （２）民事訴訟法作業部会 

    第８８回～第９８回まで計１１回開催 

 （３）不動産登記にかかる実務アドバイザリーグループ 

    第１回～第６回まで計６回開催 

 

６．現地セミナー 

 （１）短期専門家派遣によるセミナー実績     

番号 セミナー名 開催日程 

１ 裁判寄託省令草案に関するワークショップ 2008/12/18-19 

２ 民法と土地法の調整等に関するセミナー 2008/12/29-30 

３ 最高裁・控訴裁向け民訴法セミナー 2009/12/24-26 

４ 民法適用法，担保物権法，相続 2011/8/2-5 

 （２）司法省及び現地専門家によるセミナー実績   

番号 セミナー名 開催日程 

１ 民事訴訟法普及（コンポンチュナン） 2008/4/1-3 

２ 民訴法普及セミナー（バンティアイミエンチ

ャイ州シソポン市） 

2008/5/5-7 

３ 民訴法普及セミナー（カンポート） 2008/5/20-22 

４ 民事訴訟法セミナー（コンポントム） 2008/6/3-5 

５ 民訴法新法理解研修（スヴァイリエン） 2008/6/24-26 

６ 民訴法新法理解研修（コッコン） 2008/7/27-29 

７ 民訴法普及セミナー（コンポンチャム） 2009/3/11-13 

８ 裁判寄託省令セミナー 2009/3/19-20 

９ 民訴法普及セミナー（コンポンチャム） 2009/04/01-03 

１０ 民訴法新法理解研修（コッコン） 2009/07/27-29 

１１ 民法理解研修（プレアシハヌーク） 2010/2/3-5 

１２ 民法理解研修（タケオ） 2010/2/24-26 

１３ 地方行政官向け民法セミナー（民法概論、契

約、不法行為、人）（コンポート） 

2010/3/3-5 
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１４ 民法セミナー（契約、不法行為） 2010/3/22 

１５ 法人登記セミナー 2010/08/12-13 

１６ 親族・家族法セミナー 2010/09/15-21 

１７ 寄託省令セミナー 2010/09/30 

１８ 民訴法関連の不動産登記共同登記省令セミ

ナー（ラタナキリ） 

2011/03/21-23 

１９ 人事訴訟法・民事非訴訟事件手続法に関する

普及セミナー 

2011/03/21-22 

 （３）JICA-NET セミナー     

番号 セミナー名 開催日程 

１ 民法 JICA-NET セミナー（１） 2008/12/18-19 

２ 民法 JICA-NET セミナー（２） 2009/1/5 

３ 法人登記 JICA-NET セミナー（１） 2010/12/3 

４ 法人登記 JICA-NET セミナー（２） 2010/12/17 
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達
成

度
グ
リ

ッ
ド

 

裁
判

官
・
検

察
官
養

成
校
民

事
教

育
改

善
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
（

フ
ェ

ー
ズ

２
）

 

 
 

活
動
内
容

 
確

認
事
項

 
情

報
源

 
実

績
・
達

成
度

 

成
果

1
：
組
織

的
に
学

校
運
営
（

教
官
確

保
・
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
策

定
）
を

行
う
ノ

ウ
ハ
ウ

が
R
SJ
P
に
蓄
積

さ
れ
る

。
 

 

1
-
1
 R
S
JP

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

層
と
日

本

人
専
門
家

に
よ
り

民
事
教

育
に
関

す
る
定
例

ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

を
開
催

す
る
。
（

学
校
運

営
の
方

針
に
関

す

る
ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

）
（
必

要
に
応

じ

て
若
手
職

員
を
入

れ
る
）

 

・
 学

校
運
営

に
関
す

る
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

層
と
の

M
TG

開

催
状
況

 

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 会

合
議
事

録
 


 
日

本
人
専

門
家
と

R
SJ
P
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

層
は
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

運
営
上

の
必
要

に
応
じ
て

適
宜
協

議
を
重

ね
て
き

た
（
記

録
に
残

っ
て
い

る
会
合

だ
け
で

も

2
0
0
8
年
度

17
回
、
2
00
9
年
度

9
回

、
2
0
10

年
度

8
回
、
2
01
1
年

度
（

終
了

時

評
価
調
査

時
ま
で

）
2
回
実
施
し

て
お
り

、
ま
た

こ
れ
ら

以
外
に

も
日
常

的
に

議
論
を
し

て
い
る

)。
 


 
主

な
協
議

内
容
は

、
以
下

の
と
お

り
、

 

1
)
 
教
官

ア
シ
ス

タ
ン
ト

制
の
導

入
 

2
)
 
継
続

教
育
の

計
画

 

3
)
 
模
擬

裁
判
の

準
備
等

、
で
あ

っ
た
。

 


 
ミ

ー
テ
ィ

ン
グ
に

は
教
官

候
補
生

お
よ
び

R
AJ
P
/R
S
JP

職
員
も
適

宜
参
加

し
て

い
る
。

 

 

1
-
2
 教

官
の
条
件

及
び
必

要
な
教

官
数
を
検

討
す
る

。
 

・
 教

官
の
条

件
、
必

要
数
に

関
す
る
基

準
の
有

無
 

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 学

校
の
公

式
基
準

 


 
教

官
の
条

件
、
必

要
数
に

関
す
る

基
準
は

特
に
な

い
。
但

し
、
フ

ェ
ー
ズ

1
に

引
き
続
き

教
官
候

補
生
の

養
成
が

進
め
ら

れ
、
今

フ
ェ
ー

ズ
初
年

度
か
ら

教
官

ア
シ
ス
タ

ン
ト
制

が
導
入

さ
れ
た

。
 


 
教

官
候
補

生
の
採

用
基
準

は
、
（

1）
成
績
、
（

2）
本
人
の

希
望

、
（

3）
適
性

、

（
4）

裁
判
官

で
あ
る

こ
と

(民
事

教
育
を

担
当
す

る
た
め

)で
あ

る
。
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1
-
3
 教

官
確
保
の

計
画
（

い
つ
ま

で

に
何
人
、
ど

こ
か
ら
、
ど
の
よ
う

に
）

を
策
定
す

る
。

 

・
 教

官
採
用

計
画
の

有
無

 
・
 教

官
採
用

計
画

 


 
2
0
1
1
年

9
月
時
点

で
、
教

官
数
は

7
名
で

あ
る
。

R
AJ
P
/P
S
JP

は
教
官
数

の
増

員
の
意
向

が
あ
る

も
の
の

、
教
官

を
直
接

採
用
す

る
計
画

に
つ
い

て
は
特

に
明

確
な
も
の

は
存
在

し
な
い

。
 


 
R
A
J
P
で

は
、

教
官

候
補

生
の

一
部

を
正

式
に
教
官

と
し
て

任
命
す

る
こ
と

を
検

討
し
て
い

る
。

 


 
な

お
、
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

今
後
、

各
種
特

別
裁
判

所
が
立

ち
上
げ

ら
れ
る

予
定

で
あ
る
こ

と
か
ら

、
多
く

の
法
曹

人
材
が

必
要
と

な
る
。

こ
の
認

識
に
立

ち
、

M
O
J、

司
法
官

職
高
等

評
議
会
お

よ
び

RA
JP

で
協
議

し
た
結
果

、
約

60
0
人
の

裁
判
官

・
検
察

官
が
必

要
と
い
う

判
断
に

至
っ
た

と
の
こ

と
で
あ

る
。
R
AJ
P
で

は
そ
れ
に

基
づ
い

て
5
か

年
計
画

が
策
定

さ
れ
て

お
り
、

そ
の
計

画
に
基

づ
き

2
0
0
8
年
以
降

2
00
9
年
に

6
3
名
，

2
01
0
年
に

6
2
名
，

2
01
1
年
に

55
名
の
裁

判
官
・
検

察
官
を

養
成
し

て
い
る

。
 

 

1
-
4
 1
-
3
を

も
と

に
、

人
員

確
保

の

た
め
関
係

機
関
と

の
協
議

･調
整

を

行
い
、
必

要
な
予

算
申
請

書
を
作

成

す
る
。

 

・
 教

官
確
保

に
か
か

る
予
算

の
獲
得
・

執
行
状

況
 

・
 会

計
報
告

書
 


 
1
-
3
で

示
し
た

計
画
を

基
に
、
教

官
の
確

保
及
び

教
官
候

補
生
の

採
用
に

必
要

な
予
算
申

請
書
は

作
成
・

提
出
済

み
で
あ

る
。
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1
-
5
 1
-
3
を

も
と

に
、

教
官

候
補

生

の
養
成
計

画
（
い

つ
ま
で

に
何
人

、

ど
の
よ
う

に
）
を

策
定
す

る
。
 

・
 教

官
候
補

生
の
養

成
計
画

の
有
無

 

・
 教

官
候
補

生
の
養

成
計

画
 


 
教

官
候
補

生
の
採

用
計
画

に
つ
い

て
は
、

文
書
化

こ
そ
な

さ
れ
て

い
な
い

も
の

の
、
R
A
JP
/
PS
J
P
は
毎

年
７
名
ず

つ
採
用

し
て
い

く
計
画

と
な
っ

て
い
る

。
フ

ェ
ー
ズ

2
で

2
期

生
か
ら

5
期
生

の
各

7
名
の
合

計
2
8
名
が
選

考
さ
れ

、
フ
ェ

ー
ズ
１
で

養
成
さ

れ
た

1
期
生

7
名
と

あ
わ
せ
、
35

名
が
教

官
候

補
生
と

な
っ

た
。
こ
の

計
画
は

、
教
官

候
補
生

に
ふ
さ

わ
し
い

人
材
の

供
給
量

や
裁
判

所
へ

の
配
置
を

優
先
す

べ
き
実

情
な
ど

を
踏
ま

え
て
総

合
的
に

定
め
た

も
の
で

あ

る
。

 


 
４

期
教
官

候
補
生

は
４
期

卒
業
生

か
ら
、

５
期
教

官
候
補

生
は
５

期
卒
業

生
か

ら
各
７
名

選
任
さ

れ
る
予

定
で
あ

っ
た
が

、
４
期

生
の
卒

業
試
験

が
、
国

家
試

験
制
度
改

革
の
影

響
で
予

定
の

2
0
1
0
年
５

月
か
ら

大
幅
に

延
期
さ

れ
、

20
1
0

年
12

月
に
実

施
さ
れ

た
。
こ
の

た
め
、
本

邦
研
修
、
模
擬
裁
判

実
施
の

都
合
も

あ
り
、
同

年
8
月

、
１
～

３
期
卒

業
生
の

中
か
ら

、
４
期

教
官
候

補
生
を

7
名

選
抜
し
た
。
５
期
教

官
候
補

生
７

名
は
、
４

期
卒
業

生
の
中

か
ら
、
2
01
0
年

12

月
に
選
抜

さ
れ
た

。
 


 
上

記
に
加

え
、

20
1
1
年

6
月
、
学

校
が
独

自
に
、

5
期

卒
業
生
か

ら
５
名

の
教

官
候
補
生

（
第
６

期
教
官

候
補
生

）
を
選

抜
し
た

。
 


 
教

官
候
補

生
1
期

生
は
、

今
フ
ェ

ー
ズ
開

始
初
年

度
か
ら

7
名
全

員
が
ア

シ
ス

タ
ン
ト
教

官
と
し

て
活
動

し
て
い

る
。
う

ち
2
名

は
書
記

官
養
成

校
で
は

教
官

と
し
て
単

独
で
講

義
を
担

当
し
て

い
る
。

 


 
R
A
J
P
学

院
長

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

中
4
年
で

35
名

の
教

官
候

補
生

(
1
期

生
7
名
を

含
む

)を
養

成
す
る
と

い
う
計

画
は
、

R
SJ
P
だ

け
で
は

な
く
そ

の
他

の
養
成
校

を
含
む

R
AJ
P
全
体
の

学
校
運

営
の
持

続
性
を

考
え
れ

ば
十
分

と
は

言
え
な
い

も
の
の

、
そ
う

し
た
制

約
条
件

の
中
で

出
来
る

だ
け
、

教
官
候

補
生

ワ
ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
、

現
地
セ

ミ
ナ
ー

等
の
日

本
側
か

ら
の
イ

ン
プ
ッ

ト
を

活
用
し
て

、
人
材

の
質
・

量
と
も

に
高
め

て
い
く

努
力
を

し
て
い

き
た
い

、
と

の
認
識
を

持
っ
て

い
る
。
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1
-
6
 1
-
5
を

も
と

に
、

教
官

候
補

生

を
選
出
す

る
。

 

・
 教

官
候
補

生
の
選

出
状
況

・
 教

官
候
補

生
の
名

簿
 


 
教

官
候
補

生
4
0
名
が

上
述
の
通

り
選
定

さ
れ
て

い
る
（
A
n
ne
x 
4
.
 （

2
）
参

照
）
。 

 

1
-
7
教

官
候
補

生
を
養

成
す
る
。（

授

業
の
ア
シ

ス
タ
ン

ト
、
書

記
官
･
執

行
官
養
成

校
で
の

授
業
の

実
施
等

を
含
む
）

 

・
 教

官
候
補

生
の
稼

動
状
況

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 講

義
講
師

一
覧

 


 
教

官
候
補

生
は
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
で

、
ト
レ

ー
ニ
ン

グ
を
受

け
て
い

る
。

 


 
ま

た
、
教

官
候
補

生
が
日

本
人
専

門
家
の

支
援
の

も
と
，

執
行
手

続
に
対

す
る

不
服
申
立

に
関
す

る
教
材

や
，
事

例
を
中

心
と
し

た
基
本

的
な
民

法
教
材

を
作

成
し
て
い

る
。

 

ワ
ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
開

催
実
績

は
以
下

の
と
お

り
で
あ

る
（
A
n
n
ex
3．

（
1
）

参
照
）
。

 

2
0
1
0
年

7
月
ま
で

：
毎
週

金
曜
日

 

2
0
1
0
年

7
月
最
終

週
か
ら

：
毎
週

金
曜
の

午
前
と

午
後
の

２
コ
マ

、
 

2
0
1
1
年

6
月

か
ら

：
毎

週
金

曜
午

前
・
午
後
と

土
曜
午

前
の
３
コ

マ
開
催

さ
れ

て
い
る
。

 

こ
の
ほ
か

、
20
1
1
年

6
月
か
ら
、
新
し

く
選
抜

さ
れ
た

５
期
教
官

候
補
生

に
対

し
て
、
毎

週
土
曜

午
後
キ

ャ
ッ
チ

ア
ッ
プ

講
義
が

実
施
さ

れ
て
い

る
（
終

了
時

評
価
調
査

時
点
で
、

12
回
）
。
６

期
教
官

候
補
生

も
こ
れ

ら
の
ワ

ー
キ
ン

グ
グ

ル
ー
プ
及

び
キ
ャ

ッ
チ
ア

ッ
プ
講

義
に
参

加
し
て

い
る
。

 


 
教

官
候
補

生
は

、
カ
ン

ボ
ジ
ア
で

の
現
地

セ
ミ
ナ

ー
、
J
IC
A
-N
e
t
セ
ミ
ナ

ー
お

よ
び
本
邦

研
修
へ

の
参
加

、
あ
る

い
は
日

本
人
専

門
家
に

日
常
的

に
質
問

・
相

談
す
る
と

い
っ
た

活
動
を

通
じ
て

、
知
識

や
経
験

を
蓄
積

し
て
き

た
。
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1
-
8
 学

院
長

/
校

長
を

主
体

と
し

た

教
官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
を
開

催
し
、
カ

リ
キ
ュ
ラ

ム
及
び

教
材
作

成
指
針

に
つ
い
て

検
討
し

起
案
す

る
。
 

・
 教

官
M
TG

の
開
催

状
況

 

・
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
の

有
無

 

・
 教

材
作
成

指
針
の

有
無

 

・
 教

官
M
TG

の
議
事

録
 

・
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム

 

・
 教

材
作
成

指
針

 

・
 使

用
し
て

い
る
教

材
一

覧
 


 
教

官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
は
、

教
材
作

成
計
画

や
カ
リ

キ
ュ
ラ

ム
の
検

討
を
目

的
と

し
て

2
0
08

年
度
に

2
回
、

20
09

年
度
に

1
回

開
催
さ

れ
、
教
官

候
補
生

（
ま

だ
講
師
を

し
て
い

な
い
候

補
生
も

含
む
）

が
議
論

の
主
体

と
な
っ

て
、
カ

リ
キ

ュ
ラ
ム
が

策
定
さ

れ
た
。
し

か
し
，
2
01
0
年

以
降
（

20
1
1
年

7
月

末
現
在

ま
で

）

入
学
試
験

が
行
わ

れ
て
お

ら
ず
，

新
入
生

不
在
の

状
態
で

あ
る
た

め
，
教

官
ミ

ー
テ
ィ
ン

グ
は
開

催
さ
れ

て
い
な

い
。

 


 
R
A
J
P/
R
SJ
P
の

幹
部

は
、

組
織

的
な

ナ
レ

ッ
ジ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

と
し

て
、

一
般

的
な
会
議

に
関
し

て
は
内

容
を
要

約
し
た

議
事
録

を
作
成

し
、
重

要
な
会

議
に

関
し
て
は

詳
細
に

講
義
録

を
作
成

し
て
い

る
。

 

 

1
-
9
 1
-
8
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
も

と

に
R
SJ
P
が
教

官
を
確

保
す
る
。

 

・
 講

義
実
施

状
況

 
・
 講

義
実
績

表
 


 
予

定
し
て

い
た
教

官
が
講

義
で
き

な
く
な

っ
た
場

合
に
教

官
候
補

生
が
代

理
を

務
め
る
な

ど
、
日

本
人
専

門
家
が

講
義
を

せ
ず
と

も
R
S
JP

の
リ

ソ
ー
ス

だ
け
で

カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
ど

お
り
に

講
義
が

運
営
さ

れ
る
よ

う
に
な

っ
て
き

て
い
る

。
 

 

1
-
1
0 
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

基
づ

き
、

民
事
教
育
（
新

規
教
育

）
を
実
施

す

る
。

 

・
 1
-
9
と

同
じ

 

・
 参

加
者
の

理
解
度

 

・
 1
-
9
と

同
じ

 

・
 参

加
者
に

よ
る
評

価
結

果
 


 
教

官
、
教

官
と
教

官
候
補

生
が
共

同
で
、

ま
た
教

官
候
補

生
が
単

独
で
講

義
を

実
施
す
る

割
合
は

A
nn
e
x2
.（

2）
に

示
す
と

お
り
で

あ
る
。
2
01
0
年

7
月
以
降

、

民
法

W
G
が
開

始
さ
れ

て
以
降

、
教

官
候
補

生
の
民

法
に
対

す
る
理

解
は
深

ま
り

つ
つ
あ
る

。
 


 
民

法
Ｗ
Ｇ

開
始
以

前
は
，
RS
J
P
学

生
の
民

事
訴
訟

法
に
対

す
る
理

解
は
進

ん
で

き
て
い
る

も
の
の

，
民
法

に
つ
い

て
の
理

解
度
は

十
分
と

は
言
え

な
い
と

の
評

価
が
、
教

壇
に
立

っ
て
い

る
教
官

候
補
生

1
期
生

か
ら
報

告
さ
れ

た
。

 


 
日

本
人
専

門
家
に

よ
る
と

そ
の
後
，
2
01
0
年

7
月
よ

り
民
法

Ｗ
Ｇ

を
開
始

し
た

と
こ
ろ
，

教
官
候

補
生
も

当
初
は

実
体
法

の
理
解

不
足
が

か
な
り

見
ら
れ

た
も

の
の
，
回

数
を
重

ね
る
毎

に
理
解

力
は
か

な
り
深

ま
っ
て

い
る
。

ま
た
，

新
た

に
加
わ
っ

た
5
期

生
（
4
期

卒
業

生
）
及
び

6
期
生
（

5
期
卒
業

生
）
は
、
民

法

の
基
本
的

理
解
度

は
相
当

進
ん
で

い
る
。

例
え
ば

，
1
な
い
し

4
期
教

官
候
補

生
が
理
解

困
難
で

あ
っ
た

論
点
に

つ
い
て

も
，
5
期
及
び

6
期
教

官
候
補

生
は

、

的
確
に
問

題
点
や

関
連
条

文
を
指

摘
す
る

こ
と
が

で
き
，

条
文
解

釈
に
則

っ
て

問
題
を
解

決
す
る

素
地
が

で
き
つ

つ
あ
る

。
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1
-
1
1 
上

記
の

各
過

程
に

お
い

て
、

必
要
に
応

じ
て
日

本
側
に

よ
り
適

宜
適
切
に

助
言
が

行
わ
れ

る
。
 

・
 専

門
家
に

よ
る
指

導
状
況

・
 専

門
家
、
教

官
・
教

官
候

補
生
へ
の

イ
ン
タ

ビ
ュ

ー
 


 
教

官
候
補

生
の
養

成
に
つ

い
て
は

、
WG

で
の
活

動
、
日
本
人

専
門

家
に
日

常
的

に
質
問
・

相
談
す

る
と
い

っ
た
活

動
を
通

じ
て
、

適
宜
適

切
に
助

言
を
行

っ
て

い
る
。
カ
ン
ボ

ジ
ア
で

の
現
地
セ

ミ
ナ
ー

、
JI
C
A-
N
et

セ
ミ
ナ
ー

お
よ
び

本
邦

研
修
へ
の

参
加
も

行
わ
れ

て
お
り

、
こ
れ

ら
の
活

動
も
、

教
官
候

補
生
の

自
主

性
の
向
上

に
寄
与

し
て
い

る
。
ま

た
、
日

本
人
専

門
家
と

R
SJ
P
マ
ネ

ジ
メ
ン

ト

層
は
必
要

な
際
に

は
常
時

協
議
で

き
る
関

係
を
維

持
し
て

お
り
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
運
営
上

の
必
要

に
応
じ

て
適
宜

協
議
を

重
ね
て

い
る
。

 

成
果

2
：
教
材

作
成
・

改
訂
の
ノ

ウ
ハ
ウ

が
教
官

及
び
教

官
候
補

生
に
蓄

積
さ
れ

る
。

 

 

2
-
1
 教

官
及
び
教

官
候
補

生
が
、
民

事
教
育
に

関
す
る

教
材
を

作
成
す

る
。

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

作
成
し

た
教
材
の

有
無

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

作
成

し
た
教
材

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

お
い
て

、
特
に

教
官
候

補
生
の

努
力
に

よ
り
教

材
が
作

成
さ

れ
た
。
作

成
さ
れ

た
教
材

に
関
し

て
は

An
n
ex
 
2（

1）
を

参
照
の

こ
と
。

 

 

2
-
2
 必

要
に
応
じ

て
、
関

係
機
関

か

ら
教
材
作

成
メ
ン

バ
ー
を

招
へ
い

す
る
。

 

・
 外

部
メ
ン

バ
ー
の

招
聘
状

況
 

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
結

果
的
に

こ
の
活

動
を
実

施
す
る

必
要
は

な
く
な

っ
た
。

 

 

2
-
3
 教

官
及
び
教

官
候
補

生
が
、
必

要
に
応
じ

て
、
上

記
教
材

を
改
訂

す

る
。

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

改
訂
し

た
教
材
の

有
無

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
で

改
訂

し
た
教
材

 


 
教

官
候
補

生
は

、
必
要

に
応
じ
て

、
20
1
0
年
初

旬
に
民

事
訴
訟
第

１
審
手

続
マ

ニ
ュ
ア
ル

を
改
訂

し
て
い

る
。
 

 

2
-
4
 上

記
の
各
過

程
に
お

い
て
、
必

要
に
応
じ

て
日
本

側
に
よ

り
適
宜

適
切
に
助

言
が
行

わ
れ
る

。
 

・
 専

門
家
に

よ
る
指

導
状
況

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
数

点
の
教

材
の
作

成
プ
ロ

セ
ス
は

、
日
本

人
専
門

家
に
よ

る
講
義

に
も
と

づ
い

て
教
官
候

補
生
が

草
稿
し

、
日
本

人
専
門

家
に
よ

る
コ
メ

ン
ト
を

反
映
さ

せ
て

完
成
さ
せ

る
と
い

う
も
の

で
あ
っ

た
。

 


 
2
-
3
で

言
及
さ

れ
た
教

材
は
、
教

官
候
補

生
が
、

日
本
人

専
門
家

お
よ
び

日
本

側
支
援
体

制
と
の

質
疑
応

答
や
協

議
、
本

邦
研
修

な
ど
を

通
じ
て

改
訂
し

た
。

 


 
関

係
者
（

カ
ン
ボ

ジ
ア
側

・
日
本

側
）
は

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
を
通

じ
て
作

成
・

改
訂
さ
れ

た
こ
れ

ら
教
材

に
つ
い

て
、
R
S
JP

で
の
教

育
に
お

い
て

概
ね
適

切
な

内
容
に
仕

上
が
っ

て
い
る

と
認
識

し
て
い

る
。

 

成
果

3
：
.
民
事
に

関
す
る

継
続
教

育
が
行

わ
れ
る

。
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3
-
1
 継

続
教
育
が

、
司
法

省
と
の

協

議
を
行
い

つ
つ
、

R
SJ
P
に

よ
り
計

画
・
立
案

さ
れ
る

。
 

・
 司

法
省
と

の
協
議

状
況

 

・
 継

続
教
育

に
か
か

る
計
画

の
有
無

 

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 学

校
側
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト

層
へ
の
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 

・
 継

続
教
育

に
か
か

る
計

画
・
カ
リ

キ
ュ
ラ

ム
 


 
R
S
J
P
に
お

け
る
継

続
教
育

は
、
2
0
0
8
年

に
RA
J
P
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
に

よ
り

、

E
W
M
I
の
支

援
を
受

け
て
開

始
さ
れ

た
。
学
校

側
が
ド

ナ
ー
を

招
い

て
行
っ

た
担

当
分
野
の

協
議
会

合
を
経

て
、
J
I
C
A
が
民

事
分
野

の
一
部

を
担
当

す
る
こ

と
に

な
っ
た
。

 


 
2
0
0
8
年

度
に

は
、
司
法

省
に

よ
る

民
法

・
民
事

訴
訟
法

の
普
及
セ

ミ
ナ
ー

お
よ

び
R
SJ
P
に
お

け
る
継

続
教
育
に

関
し
て

、
過
去

に
特
定

の
講
師

に
過
度

な
負
荷

が
か
か
っ

た
た
め

、
対
応

策
の
ひ

と
つ
と

し
て

RS
JP

の
継
続
教

育
に
お

い
て
教

官
候
補
生

を
活
用

す
る
こ

と
が
提

示
さ
れ
、
2
00
9
年

度
の
継

続
教

育
に
お

い
て

は
、
教
官

候
補
生

が
民
事

分
野
の

講
義
の

一
部
を

担
当
し

た
。
 


 
民

事
分
野

の
継
続

教
育
は

、
以
下

の
通
り

1
コ
ー

ス
あ
た

り
5
日

間
の
日

程
で

行
わ
れ
た

。
 

-
 
学

校
側
が

決
定
し

た
教
育
項

目
に
沿

っ
て
、
3
日
間

は
カ
ン

ボ
ジ
ア

人
教
官

と
教
官
候

補
生
が

、
講
義

を
行
っ

た
。

 

-
 

1
日
は

日
本
人

専
門
家

が
担
当

し
た
。

 

-
 
も

う
1
日

は
他
ド

ナ
ー
が
担

当
し
た

。
 


 
R
S
J
P
で
は

参
加
者

か
ら
の

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
を
終

了
後
に

取
り
纏

め
て
、
ど

の

テ
ー
マ
を

強
化
す

べ
き
か

分
析
し

、
そ
の

結
果
に

基
づ
い

て
毎
年

内
容
を

改
善

し
た
。

 


 
し

か
し
、
継
続
教

育
に
つ

い
て
は

、
予
算

上
の
制

約
か
ら

2
01
0
年
は

実
施
さ

れ

て
い
な
い

。
 


 
R
S
J
P
の
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
層

に
よ
る

と
、
継
続

教
育
は

カ
ン
ボ

ジ
ア

政
府
の

予
算

支
援
に
て

2
01
2
年
か

ら
実
施
さ

れ
る
こ

と
と
な

っ
た
。

 


 
J
I
C
A
は

実
施

費
用

の
4
日

間
分

を
負

担
し

て
い

た
。
た
だ

し
、
20
1
2
年

か
ら

継

続
教
育
が

実
施
さ

れ
る
場

合
、
講

師
謝
金

が
3
0
米
ド

ル
と
な
り

、
全
額

カ
ン
ボ

ジ
ア
側
が

負
担
す

る
こ
と

と
な
っ

た
。
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3
-
2
 策

定
し
た
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
に

基
づ
き
、

継
続
教

育
を
実

施
す
る
。
 

・
 継

続
教
育

の
実
施

状
況

 
・
 継

続
教
育

実
績
表

 


 
下

級
裁
判

所
の
裁

判
官
・

検
察
官

は
受
講

が
義
務

づ
け
ら

れ
て
い

る
こ
と

も
あ

り
、
ほ
と

ん
ど
全

員
が
参

加
し
て

い
る
。

 


 
継

続
教
育

で
は
、

参
加
者

を
6
グ

ル
ー
プ

（
3
5
-4
0
人

程
度
で

1
グ
ル

ー
プ
）

に
分
け
て

、
年
間

計
画
に

基
づ
き

各
グ
ル

ー
プ
に

対
し
て

5
日
間

の
セ
ッ

シ
ョ

ン
を
プ
ノ

ン
ペ
ン

で
実
施

し
て
い

る
。

An
n
ex
 
3.
(
4)
参
照
の
こ

と
。

 


 
受

講
者
総

数
（
裁
判

官
お
よ

び
検

察
官

）
は

、
20
0
8
年
は

18
7
人

、
20
0
9
年
は

2
0
6
人

と
な
っ

て
い
る

。
 


 
2
0
0
8
年
は

10
～
1
2
月

、
2
0
09

年
は

8
～
1
2
月
に

そ
れ
ぞ

れ
1
週

間
の
セ

ッ
シ

ョ
ン
を

6
回
開
催

し
た
。

本
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
で
は

、
保
全

に
つ
い

て
の
レ

ク
チ

ャ
ー
を
各

セ
ッ
シ

ョ
ン
で

担
当
し

た
（
１

セ
ッ
シ

ョ
ン
あ

た
り
半

日
）
。

 


 
2
0
0
9
年

は
学

校
側

の
発

案
で

Q&
A
ス

タ
イ

ル
が
採

用
さ
れ

た
。
事

前
に
全

国
の

裁
判
所
か

ら
質
問

を
収
集

し
、
教

官
候
補

生
と
各

講
師
が

回
答
準

備
を
担

当
し

た
。

 

3
-
3
 上

記
の
各
過

程
に
お

い
て
、
必

要
に
応
じ

て
日
本

側
に
よ

り
適
宜

適
切
に
助

言
が
行

わ
れ
る

。
 

・
 専

門
家
に

よ
る
指

導
状
況

・
 専

門
家
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
日

本
人
専

門
家
は

Q
&A

ス
タ
イ
ル

の
実
践

、
特
に

教
官
候

補
生
が

収
集
し

た
質

問
に
際
し

て
助
言

し
た
。

 


 
現

在
も
裁

判
所
か

ら
質
問

が
あ
っ

た
場
合

は
、
助

言
を
行

っ
て
い

る
。

 

1
-
1
 定

例
ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

の

開
催
数
及

び
検
討

内
容
の

変

遷
 

・
 定

例
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
記

録
 


 
活

動
1
-1

に
同
じ

。
 

1
-
2
 教

官
ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

の

開
催
数
及

び
検
討

内
容
の

変

遷
 

・
 教

官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
記

録
 


 
活

動
1
-8

に
同
じ

。
 

成
果
１

 
組

織
的
に

学
校
運

営
（
教

官
確
保

・

カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
策

定
）
を

行
う
ノ

ウ

ハ
ウ
が

RS
JP

に
蓄
積

さ
れ
る
。

 

1
-
3
 R
A
JP

に
お
い

て
教
官

も

し
く
は

RS
JP

に
お
い

て
ア

シ
ス
タ
ン

ト
教
官

を
勤
め

る

教
官
候
補

生
の
数

 

・
 学

校
へ
の

イ
ン
タ

ビ
ュ

ー
 


 
活

動
1
-7

に
同
じ

。
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2
-
1
 教

官
及
び
教

官
候
補

生

が
教
材
作

成
・
改

訂
し
た

教

材
数

 

・
 作

成
さ
れ

た
教
材

 


 
活

動
2
-1

に
同
じ

。
 

2
-
2
 教

官
及
び
教

官
候
補

生

が
作
成
し

た
教
材

の
内
容

（
R
SJ
P
で

活
用
す

る
に
相

応

し
い
内
容

か
否
か

）
 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
活

動
2
-4

に
同
じ

。
 

成
果
２

 
教

材
作
成
・
改
訂

の
ノ
ウ

ハ
ウ
が

教

官
及
び
教

官
候
補

生
に
蓄

積
さ
れ

る
。

 

2
-
3
 教

官
、
教
官

候
補
生

が

教
材
作
成

に
お
い

て
果
た

し

た
役
割
及

び
そ
の

変
遷

 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
活

動
2
-4

に
同
じ

。
 


 
教

官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
で
教

官
候
補

生
自
身

が
教
材

作
成
計

画
を
提

案
し
、

決
定

す
る
よ
う

に
な
っ

た
。
日

本
人
専

門
家
が

、
教
材

の
内
容

を
決
定

し
、
作

成
し

て
い
た
前

フ
ェ
ー

ズ
に
比

べ
る
と

、
カ
ン

ボ
ジ
ア

側
が
主

体
と
な

っ
て
教

材
整

備
を
行
う

体
制
が

構
築
さ

れ
つ
つ

あ
る
。

 


 
あ

る
教
官

候
補
生

は
、
自

ら
の
学

習
お
よ

び
実
務

で
の
活

用
を
企

図
し
て

、

J
I
C
A-
N
et

セ
ミ
ナ

ー
で
得

た
知
識

を
も
と

に
、
日
本

人
専
門

家
の

助
言
を

仰
ぎ

な
が
ら
、

「
督
促

手
続
マ

ニ
ュ
ア

ル
」
（

手
続
の

解
説
と

参
考
書

式
）
を

自
主

的
に
作
成

し
た
。

 

成
果
３

 
民

事
に
関

す
る
継

続
教
育

が
行
わ

れ
る
。

 

3
-
1
継

続
教
育

の
実
施

回
数

と
継
続
教

育
に
お

け
る
参

加

者
の
理
解

度
 

・
 継

続
教
育

の
実
施

実
績

 

・
 参

加
者
に

よ
る
継

続
教

育
の
評
価

 


 
活

動
3
-2

に
同
じ

。
 


 
上

述
の
と

お
り
、

20
10

年
4
月
以

降
、
継
続

教
育
は

中
止
し

て
い

る
が
、
実

施

当
時
、
参

加
者
か

ら
は
高

い
評
価

が
得
ら

れ
て
い

た
。

 


 
現

在
、
継

続
教
育

の
代
替

と
し
て

、
裁
判

所
か
ら

の
質
問

を
受
け

付
け
裁

判
官

へ
の
技
術

的
フ
ォ

ロ
ー
を

行
っ
て

い
る
。

ま
た
教

官
候
補

生
が
所

属
裁
判

所
で

情
報
の
共

有
を
行

っ
て
い

る
ケ
ー

ス
も
あ

る
。
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1
.
 民

事
教
育

に
関
す

る
授

業
実
施
状

況
（
カ

ン
ボ
ジ

ア

人
教
官
の

授
業
の

数
、
カ

リ

キ
ュ
ラ
ム

等
の
作

成
過
程

に

お
け
る
カ

ン
ボ
ジ

ア
人
の

関

わ
り
方
が

フ
ェ
ー

ズ
１
よ

り

も
大
き
く

な
る
）

 

・
 授

業
実
施

実
績

 

・
 講

義
録

 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
教

育
体
制

に
つ
い

て
は
、

現
在
の

カ
リ
キ

ュ
ラ
ム

は
、
民

法
、
民

事
訴
訟

法
に

つ
き
ほ
ぼ

同
程
度

の
時
間

数
の
講

義
が
行

わ
れ
て

お
り
、
RS
J
P
で

は
主
に

手
続

法
を
中
心

と
し
た

実
務
教

育
に
重

点
を
お

き
た
い

と
い
う

こ
と
と

、
現
状

の
民

法
浸
透
度

の
両
方

か
ら
考

え
る
と

、
バ
ラ

ン
ス
的

に
問
題

は
な
い

と
い
え

る
。

 


 
模

擬
裁
判

は
、
年

を
重
ね

る
ご
と

に
教
官

候
補
生

が
よ
り

主
導
す

る
形
で

運
営

さ
れ
て
い

る
（
A
n
ne
x
 3
.
(3
)参

照
）
。

教
官
候

補
生
は

コ
ー
デ
ィ

ネ
ー
タ

ー
や

チ
ュ
ー
タ

ー
と
し

て
の
役

割
を
全

う
し
、

日
本
人

専
門
家

の
支
援

な
し
で

も
学

生
に
対
し

て
助
言

や
講
評

を
与
え

た
。

 


 
2
0
1
0
年

の
模

擬
裁

判
は

、
4
期
生

の
卒
業

試
験
、

6
期

生
の
入
学

試
験
の

遅
れ

に
よ
り
、

5
期

生
の
み

が
模
擬
裁

判
を
行

う
こ
と

と
な
っ

た
。
指

導
を
担

当
し

た
教
官
候

補
生
は
、
1
期

か
ら

3
期
の

教
官
候

補
生
か

ら
選
ば
れ

て
1
0
月
の

本

邦
研
修
に

参
加
し

た
メ
ン

バ
ー
で

あ
り
、

そ
の
う

ち
多
数

の
者
が

既
に
模

擬
裁

の
指
導
経

験
が
あ

っ
た
た

め
、
長

期
専
門

家
の
支

援
･
助
言
を
ほ

と
ん
ど

要
さ

ず
，
事
案

の
特
徴

を
踏
ま

え
た
適

切
な
指

導
・
講

評
を
し

て
い
た

。
 


 
日

本
人
専

門
家
の

報
告
で

は
、
教

官
候
補

生
の
民

法
、
民

事
訴
訟

法
に
関

す
る

理
解
度
は

向
上
し

て
い
る

。
こ
れ

は
教
材

が
作
成

さ
れ
、

教
材
を

用
い
て

指
導

が
行
わ
れ

る
等
、

教
育
環

境
が
整

っ
た
こ

と
が
主

因
と
し

て
挙
げ

ら
れ
る

。
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

 

R
S
J
P
に
お

い
て
民

法
・
民

事
訴
訟

法

に
則
っ
た

裁
判
官
・
検
察

官
に
対

す

る
裁
判
実

務
に
関

す
る
教

育
（
以

下
、
「

民
事
教

育
」
と

い
う
）
が

自

立
的
に
実

施
で
き

る
よ
う

に
な
る
。
 

2
.
 教

官
（
常

勤
及
び

非
常

勤
）
の
数

が
増
加

す
る
。

 

・
 教

官
の
確

保
実
績

 


 
活

動
1
-
5、

1-
7
に
同

じ
。

 


 
専

任
教
員

の
確
保

に
つ
い

て
は
、

R
AJ
P
/R
S
JP

で
は
「

学
校
側
と

し
て
は

、
将

来
的
に
専

任
教
官

を
確
保

し
た
い

と
思
っ

て
い
る

が
、
カ

ン
ボ
ジ

ア
の
司

法
人

材
が
圧
倒

的
に
不

足
し
て

い
る
と

い
う
現

状
に
鑑

み
れ
ば

、
現
場

実
務
へ

の
配

置
を
優
先

す
る
べ

き
で
あ

り
、
そ

の
た
め

当
校
の

専
任
教

官
は
将

来
的
に

確
保

を
希
望
す

る
も
の

の
当
面

は
現
実

的
で
は

な
い
」
と
認
識

し
て
い

る
。
さ

ら
に

、

法
律
実
務

に
携
わ

る
非
常

勤
講
師

も
実
務

の
観
点

か
ら
、

講
義
を

行
う
に

適
し

た
人
材
で

あ
る
。
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3
.
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
の

策
定

状
況

 

・
 カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
の

策
定

実
績

 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
教

官
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
に
お

い
て
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
に

関
す
る

討
議
が

な
さ
れ

て
い

る
。
強
制

執
行
お

よ
び
保

全
処
分

に
か
か

る
講
義

は
教
官

候
補
生

の
コ
メ

ン
ト

に
基
づ
き

加
え
ら

れ
た
。

 

 
4
.
 
RS
J
P
内
部

で
教
材

作
成

が
で
き
る

体
制
が

整
備
・

維

持
さ
れ
る

。
 

・
 R
S
J
P、

専
門

家
へ
の

質
問

票
･イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 
成

果
 
2
.の

指
標

2
-3

に
同
じ
。

 


 
全

国
か
ら

寄
せ
ら

れ
る
多

く
の
質

問
、
お

よ
び
回

答
は

Q&
A
の
冊

子
と
し

て
編

集
さ
れ
て

い
る
。

Q
&A

の
冊
子
は

毎
年
発

行
さ
れ

て
い
る

。
 


 
教

材
作
成

の
中
心

で
あ
る

教
官
候

補
生
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
で

は
、
教

官
候

補
生
が
教

材
の
作

成
・
改

訂
経
験

を
積
み

、
草
稿

を
担
え

る
よ
う

に
な
っ

た
。

 


 
教

官
候
補

生
は
、

教
官
候

補
生
ワ

ー
キ
ン

グ
グ
ル

ー
プ
、

本
邦
研

修
、
現

地
セ

ミ
ナ
ー
お

よ
び

JI
C
A-
N
et

セ
ミ

ナ
ー
等

に
お
い

て
、
教

材
作
成

に
関
す

る
ノ
ウ

ハ
ウ
や
知

識
を
習

得
し
て

い
る
。

 


 
全

国
の
裁

判
官
か

ら
来
る

多
く
の

質
問
と

そ
の
回

答
が

Q&
A
集
と

し
て
ま

と
め

ら
れ
た
。

そ
の
結

果
、
地

方
裁
判

所
か
ら

の
質
問

が
さ
ら

に
増
え

た
。

 


 
民

法
に
つ

い
て
は
，
現
在

WG
で
，
事
例
を

多
用
し
，
基
本
的
か

つ
重
要

な
論
点

を
カ
バ
ー

し
た
，

初
学
者

に
も
わ

か
り
や

す
い
基

本
的
な

教
材
（

な
い
し

ハ
ン

ド
ブ
ッ
ク

）
を
作

成
中
で

あ
る
。

 


 
教

官
候
補

生
か
ら

は
、
教

材
作
成

に
関
す

る
日
本

人
専
門

家
の
助

言
は
今

後
も

必
要
で
あ

る
と
の

意
見
が

出
さ
れ

た
。

 

- 173 -



 上
位
目
標

 
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

い
て
民

法
･民

事

訴
訟
法
に

基
づ
い

て
適
切

に
民
事

裁
判
が
行

わ
れ
る

よ
う
に

な
る
。

 

民
法
・
民

事
訴
訟

法
適
用

以

降
の
民
事

裁
判
例

の
う
ち

、

民
法
・
民

事
訴
訟

法
に
基

づ

い
て
行
わ

れ
た
民

事
裁
判

事

例
の
質

 

・
 裁

判
官
他

法
曹
人

材
へ

の
イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 


 
民

事
に
か

か
る
適

切
な
知

識
を
有

す
る
裁

判
官
の

占
め
る

人
数
は

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
重
要

な
イ
ン

パ
ク
ト

の
一
つ

で
あ
る

。
R
S
JP

は
、
2
0
03

年
か

ら
学
生

裁
判

官
に
対
し

技
術
教

育
を
開

始
し
た

。
2
0
11

年
5
月

の
時
点
で

RS
J
P
の

卒
業
生

は
2
91

名
に
上
る

。
RS
J
P
の
卒
業

生
は
増

加
し

、
現
在

で
は
カ
ン

ボ
ジ
ア

国
内

の
既
存
の

裁
判
官
、
検
察
官

の
7
0
％
を
占

め
る
よ

う
に
な

っ
た
（

An
n
ex
 2
.（

2
）

参
照
）
。

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

活
動
を

通
じ
て

選
択
さ

れ
、
か

つ
訓
練

さ
れ
た

40
名
の
教

官

候
補
生
と

と
も
に

、
RS
J
P
は

、
標

準
化
さ

れ
た
民

事
事
項

に
関
す

る
知
識

と
ス

キ
ル
を
有

し
、
適

格
と
さ

れ
得
る

裁
判
官

、
お
よ

び
検
察

官
を
持

続
的
に

育
成

し
て
い
く

こ
と
が

期
待
さ

れ
る
。

 


 

民
法
は

20
1
1
年

12
月

に
適
用
さ

れ
る
。

法
曹
関

係
の
教

育
の
必

要
性
は

長

期
に
わ
た

り
高
ま

っ
て
い

き
、
R
S
J
P
の
教

官
の
質
・
量
両
面

の
さ

ら
な
る

向
上

が
必
要
不

可
欠
と

な
る
。
R
SJ
P
が

適
格
と

さ
れ
得

る
裁
判

官
、
お

よ
び
検

察
官

を
自

律
的

か
つ

持
続

的
に

育
成

し
て

い
く

た
め

に
教

官
候

補
生

が
主

導
的

な

役
割
を
果

た
し
続

け
る
こ

と
が
期

待
さ
れ

る
。

 


 

民
事

関
係

に
か

か
る

弁
護

士
等

他
の

法
曹

人
材

の
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
デ

ィ
べ

ロ

ッ
プ
メ
ン

ト
お
よ

び
理
解

が
向
上

し
、
ま
た
関

連
法
規

が
整
備
さ

れ
る
こ

と
に

よ
り
上
位

目
標
は

長
期
的

に
は
実

現
す
る

も
の
と

思
わ
れ

る
。
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 評
価

グ
リ
ッ

ド
 

カ
ン

ボ
ジ
ア

国
 
裁

判
官
・

検
察

官
養

成
校

民
事
教

育
改
善

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
フ
ェ

ー
ズ

2）
 

 

評
価

設
問

 
5
項

目
そ

の
他

の
基
準

 
大

項
目

 
小

項
目

 
判

断
基

準
・

方
法

 
結

果
 

0
-
a
.実

績
 

 
 

 
 

 

 
0
-
a
-1

投
入

 
投

入
は
計

画
通
り

か
日

本
側
投

入
 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
（
大

幅
な
乖

離
は
な
い

か
）
。

 

・
 投

入
の
遅

れ
な
ど

に
よ
り

、
活
動

に
支
障
を

き
た
し

て
い
な

い
か
。


 
年

度
毎
の

計
画
に

沿
っ
て

、
適
切

な
質
・

量
の
投

入
が
行

わ
れ
た

。
投

入
の
詳
細

は
、
附

属
資
料

Ⅲ
.
1「

ミ
ニ
ッ

ツ
署
名

版
」

An
n
ex
2
に

記
載

し
た
。

 


 
フ

ェ
ー
ズ

1
に
引

き
続
き

、
長
期

派
遣
専

門
家
と

日
本
に

お
け
る

支
援

体
制
（
ア
ド

バ
イ
ザ

リ
ー
・
グ
ル

ー
プ
、
日

本
国
法

務
省

）、
及

び
短
期

専
門
家
に

よ
る
現

地
セ
ミ

ナ
ー
や

本
邦
研

修
な
ど

複
数
の

ス
キ
ー

ム
を

活
用
し
た

投
入
が

行
わ
れ

た
。
 

 
 

 
カ

ン
ボ
ジ

ア
側
投

入
・
 （

同
上
）

 


 
以

下
に
示

す
よ
う

に
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
責
任

者
な
ど

カ
ウ
ン

タ
ー
パ

ー
ト

配
置
、
そ

の
他
事

項
に
つ

い
て
も

適
切
に

投
入
が

行
わ
れ

た
。
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
責

任
者
：

R
AJ
P
学

院
長

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
・

マ
ネ
ー

ジ
ャ
ー

：
R
S
JP

学
校
長

 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
運

営
管
理

責
任
：

R
AJ
P
事

務
局
長

 

第
一
審
裁

判
所
判

事
、
控

訴
裁
判

所
判
事

、
最
高

裁
判
所

判
事
、

司
法

省
職
員
か

ら
構
成

さ
れ
る

教
官
お

よ
び
教

官
候
補

生
 


 
施

設
・
機

材
 

R
S
J
P
内
に

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

用
の
常

設
事
務

所
、
会

議
室
を

確
保
。

 


 
ロ

ー
カ
ル

コ
ス
ト

 

運
営
経
費

の
自
己

負
担
。

 

 
0
-
a
-2
 
成
果

成
果

は
計

画
通

り
産

出
さ
れ
て

い
る
か

。

 
・
 目

標
と
実

績
の
比

較
（
大

幅
な
乖

離
は
な
い

か
）
。

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は
、

P
DM

の
計
画
に

沿
っ
て

概
ね
円

滑
に
行

わ
れ

、

成
果
が
達

成
さ
れ

つ
つ
あ

る
こ
と

が
確
認

さ
れ
た

（
詳
細

は
達
成

度
グ

リ
ッ
ド
に

記
載

）。
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0
-
a
-3

 
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

目

標
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
見

込
み

は
あ

る
か
。

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
は
以

下
の
と

お
り
概

ね
達
成

さ
れ
る

見
込
み

で
あ

る
。

 

・
 
現

在
の
カ

リ
キ
ュ

ラ
ム
は

民
法
、

民
事
訴

訟
法
ほ

ぼ
同
数

の
時
間

、
バ

ラ
ン
ス
良

く
行
わ

れ
て
い

る
。
こ

れ
ら
は

実
務
教

育
に
重

点
が
行

わ
れ

て
い
る
。

 

・
 
講

義
は
当

初
、
教
官
と

教
官
候
補

生
に
よ

り
共
同

で
行
わ

れ
て
い

た
が

、

徐
々
に
教

官
候
補

生
だ
け

で
実
施

す
る
割

合
が
増

加
し
て

き
た
。

 

・
 
ま

た
、
教

官
候
補

生
の
理

解
度
に

つ
い
て

も
徐
々

に
高
ま

り
つ
つ

あ
る

こ
と
が
報

告
さ
れ

て
い
る

。
特
に

5
期
生

の
理
解

は
非
常

に
良
い

。
 

・
 
教

官
の
採

用
に
つ

い
て
は

、
明
確

な
計
画

が
無
い

も
の
の

、
今
後

、
5

つ
の
法
曹

関
係
の

学
校
が

開
校
す

る
予
定

に
あ
る

た
め
、

増
員
（

1
0
名

以
上
）
を

計
画
し

て
い
る

。
教
官

候
補
生

に
つ
い

て
は
、

毎
年

7
名
づ

つ
採
用
し

て
い
く

計
画
が

示
さ
れ

て
い
る

。
 

・
 
教

材
作
成

に
つ
い

て
も
、

日
本
人

専
門
家

の
助
言

の
基
、

教
官
候

補
生

が
草
稿
す

る
等

C/
P
内
で

の
自
主

性
の
高

ま
り
が

確
認
さ

れ
て
い

る
。

 

・
 
ま

た
、
R
A
JP
/
RS
JP

幹
部
は

、
会

議
等
の

議
事
録

を
作
成

し
て
お

り
、
組

織
と
し
て

も
技
術

、
知
識

の
集
積

を
行
う

シ
ス
テ

ム
が
構

築
さ
れ

て
い

る
。

 

0
-
b
.実

施
プ
ロ
セ

ス
 

 
 

 
 

 
0
-
b
-1
 
活
動

活
動

は
計

画
通

り
に

実
施

さ
れ

て
い

る

か
。

 

進
捗

に
問

題
は

な
い

か
。

 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

、
P
D
M、

P
O
の
計
画

に
沿
っ

て
概
ね

円
滑
に

行
わ

れ
、
成
果

が
達
成

さ
れ
つ

つ
あ
る

こ
と
が

確
認
さ

れ
た
（

詳
細
は

達
成

度
グ
リ
ッ

ド
に
記

載
）
。

 

- 176 -



  
0
-
b
-2

 
技

術

移
転
の
方

法
 

技
術

移
転

の
方

法
に

問
題
は
な

い
か
。

 

あ
る

場
合

、
ど

の
分

野
に

お
い

て
、

ど
の

よ
う

な
技

術
移

転
に

問
題

が
あ

る
の

か
、

そ
の

解
決

方
法

は
何

か
。

 

・
 計

画
と
実

績
の
比

較
（
進

捗
の
大

幅
な
遅
れ

が
な
い

か
）

 

・
 C
/
P
の

理
解
度

・
能
力

の
高
ま
り


 
R
S
J
P
が
自

律
的
に

民
事
教

育
を
実

施
で
き

る
体
制

作
り
を

目
的
と

し
、

活
動
が
遂

行
さ
れ

て
き
た

。
そ
の

結
果
、

教
材
作

成
、
模

擬
裁
判

が
教

官
候
補
生

に
よ
り

自
主
的

に
行
わ

れ
る
点

が
確
認

さ
れ
て

い
る
。

 

 
0
-
b
-3

 
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

体
制

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
仕

組
み

が
構

築
さ

れ
て

い
る

か
。

 

 
・
 各

活
動
の

モ
ニ
タ

リ
ン
グ

担
当
者

配
置
状
況

 

・
 モ

ニ
タ
リ

ン
グ
の

方
式
及

び
結
果

の
処
理
方

法
の
合

意
と
実

施
 


 
フ

ェ
ー

ズ
1
の
段

階
で

は
R
AJ
P/
R
S
JP

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

層
と

の
協

議
は

あ
ま
り
行

わ
れ
て

い
な
か

っ
た
。

し
か
し

フ
ェ
ー

ズ
2
で

は
、
日

本
人

専
門
家
と

R
AJ
P
/R
S
JP

マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
層

は
常
時

協
議
で

き
る
関

係
を

維
持
し
て

お
り
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

運
営
上

必
要
に

応
じ
て

随
時
協

議
を

重
ね
て
い

る
。

 

協
議
回
数

は
記
録

上
、
以

下
の
と

お
り
。

 

2
0
0
8
年
度

：
1
7
回
、

2
00
9
年
度

：
9
回
、

20
10

年
度
：

8
回
 

2
0
1
1
年
度

（
終
了

時
評
価

調
査
実

施
時

）：
2
回
（

そ
の
他

随
時
）

 

 
 

意
思

決
定

は
円

滑
に

行
わ
れ
て

い
る
か

。

 
・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
機
関

に
お
け

る
迅
速
な

意
思
決

定
 


 
特

に
問
題

は
な
い

。
 

 
 

カ
ン

ボ
ジ

ア
側

C
/
P

機
関

と
の

連
絡

・
協

力
体

制
は

整
備

さ
れ

て
い
る
か

。
 

 
・
 連

携
・
協

力
不
足

に
起
因

す
る
活

動
遅
延
等

の
有
無

 


 
特

に
問
題

は
な
い

。
 

 
0
-
b
-4

 
実

施

機
関

や
C
/P

の
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

に
対

す

る
認

識
の

高

さ
 
 

関
係

省
庁

は
高

い
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

を
持

っ
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
取

り
組

ん
で

い
る

か
。

 

 
・
 予

算
措
置

状
況
に

起
因
す

る
活
動

遅
延
、
そ

の
他
の

支
障

 

・
 そ

の
他
必

要
な
支

援
の
タ

イ
ミ
ン

グ
の
良
い

実
施

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
政
府

は
慢
性

的
に
財

政
不
足

の
状
況

に
あ
る

。
そ
の

た
め

、

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
遂

行
に
必

要
な
予

算
措
置

が
十
分

に
行
わ

れ
ず
、

講
師

謝
金
は

C/
P
側
と

ド
ナ
ー

が
折
半

し
負
担

し
て
い

た
（
ド

ナ
ー
、

カ
ン

ボ
ジ
ア
側

各
1
2
.5

米
ド
ル
）
。

し
か
し

、
2
0
12

年
か
ら

講
師
謝

金
が

3
0
米
ド
ル

と
な
り

、
全
額

カ
ン
ボ

ジ
ア
側

が
負
担

す
る
こ

と
と
な

っ
た

。

こ
の
よ
う

に
厳
し

い
財
政

状
況
に

あ
り
な

が
ら
、

必
要
な

予
算
措

置
は

行
う
努
力

が
さ
れ

て
い
る

。
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カ
ン

ボ
ジ

ア
側

実
施

機
関

は
高

い
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

を
持

っ
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
取

り
組

ん
で

い
る

か

（
C
/P

の
配
置

 

状
況

、
外

部
関

係
機

関
と

の
連

絡
・

調
整

な
ど
）
。

 

 
・
 C
/
P
配

置
状
況

 

・
 活

動
内
容

へ
の
高

い
関
心

表
明
 

・
 的

確
か
つ

迅
速
な

連
絡
・

調
整
 


 
現

役
の
裁

判
官
が

C
/P

と
し
て
任

命
さ
れ

て
お
り

、
適
切

な
カ
ウ

ン
タ

ー
パ
ー
ト

が
配
置

さ
れ
た

。
関
係

者
間
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン

も
良

好
で
あ
る

こ
と
を

確
認
し

た
。
 

 
0
-
b
-5

 
適

切

な
C
/P

配
置

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
業

務
量

及
び

業
務

内
容

に
見

合
っ

た
能

力
の

あ
る

C/
P
が
十
分

な

人
数

配
置

さ
れ

て
い

る
か
。

 

 
・
 C
/
P
配

置
人
数

の
計
画

と
の
対
比

・
 C
/
P
配

置
に
起

因
す
る

活
動
遅
延

そ
の
他
の

支
障

 


 
R
A
J
P
で
は

、
今
後

、
5
校

の
法
曹

関
係
の

学
校
が

開
講
す

る
こ
と

を
考

慮
し
、
教

官
候
補

生
の
一

部
を
正

式
に
任

命
す
る

こ
と
を

検
討
し

て
い

る
が
、
教

官
の
直

接
採
用

に
関
す

る
計
画

、
常
勤

の
教
官

に
関
す

る
計

画
は
無
い

。
 


 
教

官
候
補

生
の
採

用
計
画

に
つ
い

て
は
、

文
章
化

こ
そ
な

さ
れ
て

い
な

い
も
の
の

、
毎
年

7
名
採

用
し
て

い
く
こ

と
で

RA
J
P/
R
SJ
P
と
日

本
人

専
門
家
の

間
で
は

共
通
認

識
に
至

っ
て
い

る
。
こ

の
計
画

に
基
づ

き
、

フ
ェ
ー
ズ

2
の

2
期
生
か

ら
5
期

生
の
各

7
名
、
計

2
8
名
と
フ

ェ
ー
ズ

1
で
養

成
さ
れ
た

1
期
生

7
名
、

合
計

35
名

が
教
官

候
補
生
と

な
り
、

活
動
を
行

っ
て
い

る
。

 


 
一

方
、
カ

ン
ボ
ジ

ア
の
法

曹
界
は

い
ま
だ

人
材
不

足
の
状

況
に
あ

る
。

そ
の
た
め

、
現
場

実
務
の

人
材
充

足
の
た

め
、
専

任
教
官

を
十
分

に
確

保
す
る
の

が
困
難

な
状
況

も
あ
り

、
実
務

と
人
材

育
成
の

バ
ラ
ン

ス
を

適
切
に
取

っ
て
い

く
必
要

が
あ
る

。
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0
-
b
-6

 
参

加

度
合

い
や

認

識
 

各
活

動
の

タ
ー

ゲ
ッ

ト
と

し
て

い
る

人

材
・

機
関

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
有

用
な

活
動

と
認

識
し

て
い

る
か
。

 

 
・
 関

係
者
等

に
よ
る

事
業
内

容
の
認

知
 

・
 関

係
機
関

等
と
の

情
報
交

換
や
共

同
企
画
等

の
動
き

（
他
ド

ナ
ー
、

N
G
O
等

を
含
む

）
 


 
以

下
の
点

か
ら
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
タ
ー

ゲ
ッ
ト

と
し
て

い
る
人

材
・

機
関
は
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
を

有
用
な

活
動
と

認
識
し

て
い
る

。
 

・
 

日
本
人
専

門
家
と

R
AJ
P
/R
S
JP

マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
層

は
必
要

に
応
じ

常
時

協
議
を
行

っ
て
お

り
、
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
運

営
上
必

要
な
際

は
適
宜

協
議

を
行
っ
て

い
る
。

 

・
 

そ
の
他
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
に

関
係
す

る
ミ
ー

テ
ィ
ン

グ
や
模

擬
裁
判

等

に
お
い
て

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

層
、
教

官
、
教

官
候
補

生
の
積

極
的
な

関
与

が
確
認
さ

れ
て
い

る
。

 

・
 

カ
ン
ボ
ジ

ア
で
の

現
地
セ

ミ
ナ
ー
、
J
IC
A
-N
et

セ
ミ
ナ

ー
、
本
邦

研
修

参
加
、
ま

た
は
日

本
人
専

門
家
と

の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ

ン
（
日

常
的

な
質
問

、
相

談
）
な
ど
の

活
動
を

通
じ

、
教

官
候
補

生
は
知

識
、
経

験

の
蓄
積
に

努
力
し

て
い
る

。
 

・
 

R
A
J
P
学

院
長
・
RS
JP

校
長

か
ら

は
、
こ

れ
ら
日

本
の
支

援
を
通

じ
て

、

質
・
量
と

も
に

C/
P
を
高

め
て
い

く
べ
く

活
動
を

継
続
し

て
い
く

旨
言

及
が
あ
っ

た
。

 

 
0
-
b
-7

 
そ

の

他
の
問
題

 
 

そ
の

他
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
過

程
で

生
じ

て
い

る
問

題
は

あ
る
か
。

 

あ
る

場
合

、
そ

の
原

因
は
何
か

。
 

・
  


 
特

に
問
題

は
な
い

。
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1
．
妥

当
性

 
 

 
 

 
 

 
1
-
1 

必
要
性

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

対
象

国
の

地
域

・
社

会
の

状
況

や
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る

か
。

 

 
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
政
府

は
引
き

続
き
司

法
分
野

に
お
け

る
人
材

育
成
を

重
視

し
て
い
る

。
2
0
04

年
7
月

に
発
表

さ
れ
た

国
家
開

発
戦
略

で
あ
る

「
四

辺
形
戦
略

」
で
示

さ
れ
た

通
り
、

司
法
改

革
は
高

い
優
先

順
位
が

与
え

ら
れ
て
い

る
。
ま

た
、

20
0
8
年
に

発
足
し

た
新
内

閣
は
従

来
の
「

四
辺

形
戦
略
」

の
枠
組

み
を
そ

の
ま
ま

継
続
し

た
「
第

二
次
四

辺
形
戦

略
」

を
策
定
し

て
い
る

。
 


 
2
0
0
3
年
に

発
表
さ

れ
た
「
法
・
司

法
制
度

改
革
戦

略
」
や
、
2
00
5
年
に

発
表
さ
れ

た
「
法

・
司
法

制
度
改

革
短
期

・
中
期

行
動
計

画
」
に

お
い

て
、「

司
法
サ
ー

ビ
ス
を

強
化
す

る
こ
と
」
が
司
法

分
野
の

7
重

点
分
野

の
一
つ
と

位
置
付

け
ら
れ

て
い
る

。
 


 
こ

れ
ら
の

政
策
動

向
に
関

し
て
は

、
今
次

終
了
時

評
価
調

査
に
お

い
て

も
変
更
が

無
い
旨

を
司
法

省
に
確

認
し
た
。
な
お

、「
法
・
司
法

制
度
改

革
短
期
・
中

期
行
動

計
画
」
に
つ

い
て

20
10

年
に
実

施
さ
れ
た

法
・
司

法
改
革
評

議
会
に

よ
る
レ

ビ
ュ
ー

で
も
そ

の
点
が

確
認
さ

れ
て
い

る
。

 


 
法
・
司
法
改

革
評
議

会
に
出

席
し

て
い
る

R
AJ
P
事
務

局
長
か
ら

は
、
法

曹
人
材
育

成
に
か

か
る
戦

略
・
方

針
に
変

更
は
無

い
こ
と

を
確
認

し
た

。 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

、
外
国

か
ら
の

投
融
資

が
活
発

化
す
る

中
、
民

法
の

適
切
な
活

用
が
重

要
と
な

っ
て
く

る
。
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プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

状
況

や
ニ

ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る

か
。

 

 
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
お

け
る
法

曹
人
材

の
不
足

は
現
在

も
深
刻

な
問
題

で
あ

り
、
健
全

な
社
会

・
経
済

開
発
を

妨
げ
る

大
き
な

阻
害
要

因
の
一

つ
と

な
っ
て
い

る
。

 


 
R
S
J
P
は
法

曹
人
材

の
育
成

、
お
よ

び
法
曹

関
係
強

化
を
目

的
と
し

た
機

関
で
あ
り

、
R
S
JP

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

が
民
法

・
民
事

訴
訟
法

に
関
し

適
切

な
知
識
を

有
す
る

法
曹
人

材
の
育

成
、
増

員
へ
寄

与
す
る

こ
と
に

よ
り

、

上
記
の
カ

ン
ボ
ジ

ア
法
曹

界
が
抱

え
る
問

題
に
対

応
す
る

も
の
で

あ
る

旨
、
R
A
JP

と
R
SJ
P
マ

ネ
ジ
メ
ン

ト
層
と

の
間
で

確
認
さ

れ
た
。

 

 
1
-
2 

優
先
度

上
位

目
標

は
カ

ン
ボ

ジ
ア

国
の

開
発

政
策

と
の

整
合

性
が

高
い

か
。

 

 
 


 
「

第
二
次

四
辺
形

戦
略
」

で
も
司

法
改
革

に
引
き

続
き
高

い
優
先

順
位

が
与
え
ら

れ
て
い

る
。
ま

た
、
そ

の
司
法

改
革
の

戦
略
・

計
画
で

も
司

法
サ
ー
ビ

ス
を
強

化
す
る

こ
と
が

重
点
分

野
の
一

つ
と
な

っ
て
い

る
こ

と
か
ら
、

上
位
目

標
と
の

整
合
性

は
高
い

。
 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

日
本

の
援

助
政

策
・

J
I
C
A
国
別

事
業
実

施

計
画

と
の

整
合

性
は

高
い
か
。

 

 
 


 
2
0
0
2
年
に

策
定
さ

れ
た
日

本
の
「

カ
ン
ボ

ジ
ア
国

別
援
助

計
画
」

に
お

い
て
、
民

事
法
制

度
の
構

築
と
向

上
は
カ

ン
ボ
ジ

ア
に
対

す
る
重

要
政

策
中
枢
支

援
と
位

置
付
け

ら
れ
て

い
る
。

 


 
2
0
0
9
年
に

開
催
さ

れ
た
第

21
回

経
済
海

外
協
力

会
議
で

は
、「

法
制
度

整
備
支
援

に
関
す

る
基
本

方
針
」

が
策
定

さ
れ
、

民
法
・

民
事
訴

訟
法

関
連
法
令

の
実
務

教
育
の

拡
充
や

人
材
育

成
へ
の

更
な
る

支
援
の

必
要

性
が
確
認

さ
れ
た

。
 


 
J
I
C
A
の
「
カ

ン
ボ
ジ

ア
国
別

援
助

計
画
実

施
方
針

」（
20
0
9
年
）
で

は
、

裁
判
官
・

検
察
官

養
成
校

へ
の
人

材
育
成

支
援
の

継
続
に

よ
り
、

法
司

法
制
度
改

革
の
推

進
に
貢

献
す
る

方
針
が

定
め
ら

れ
て
い

る
。
よ

っ
て

、

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

日
本
の

援
助
政

策
・

JI
C
A
国
別

事
業
実

施
計
画

と
の

整
合
性
が

高
い
。
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1
-
3
 

手
段

と

し
て

の
適

切

性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

及
び

対
象

地
域
は
適

切
か
。

 

近
隣

地
域

で
実

施
さ

れ
て

い
る

JI
C
A

の

他
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

協
力

・
連

携
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か
。

 

・
 本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
ア
プ

ロ
ー
チ

の
他
地
域

へ
の
適

用
の
可

能
性
 

・
 対

象
地
域

の
ニ
ー

ズ
適
合

性
 

・
 J
I
C
A
の
他

の
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
の

活
動
内
容

の
重
複

の
有
無

 

・
 他

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

と
の
協

力
・
交

流
 


 
フ

ェ
ー
ズ

2で
は
、
学

校
運
営
の

機
関
と

な
る
教

官
採
用

・
養
成

計
画
、

カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
検

討
、
教
材

作
成

な
ど
の

活
動
を

通
じ

C/
P（

職
員
、
教

員
）
が
よ

り
主
体

性
を
発

揮
し
、

自
立
的

に
民
事

教
育
の

実
施
が

可
能

と
な
る
こ

と
を
目

指
し
て

い
る
。

具
体
的

に
は
、

教
材
作

成
に
お

い
て

は
、
教
官

ミ
ー
テ

ィ
ン
グ

の
際
に

、
教
官

候
補
生

が
中
心

と
な
っ

て
作

成
す
べ
き

教
材
に

つ
い
て

協
議
・

決
定
し

、
日
本

人
専
門

家
に
よ

る
講

義
を
踏
ま

え
て
、

教
官
候

補
生
が

教
材
を

ド
ラ
フ

ト
す
る

ア
プ
ロ

ー
チ

が
採
ら
れ

て
い
る

。
 


 
こ

の
ア
プ

ロ
ー
チ

は
人
材

不
足
に

悩
む
他

の
途
上

国
で
も

有
用
で

あ
る

と
思
わ
れ

る
。
ま

た
日
本

人
専
門

家
の
、

C
/P
 に

主
導
権

を
徐
々

に
渡

し
て
い
く

方
針
も

キ
ャ
パ

シ
テ
ィ

・
デ
ィ

ベ
ロ
ッ

プ
メ
ン

ト
を
目

的
と

し
た
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
に
広

く
応
用

が
可
能

で
あ
ろ

う
。

 


 
J
I
C
A、

そ
の
他
ド

ナ
ー
が

実
施
す

る
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
の

活
動
内

容
と

の
重
複
は

無
い
。

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
実

施
さ
れ

て
い
る

裁
判
官

・
検
察

官
養
成

校
民
事

教
育

改
善
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
と
は

情
報
や

成
果
物

（
教
材

等
）
を

相
互
に

共
有

し
、
相
乗

効
果
の

発
現
に

努
め
て

い
る
。
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タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

は
適

切
か

（
対
象
・

規
模
等

）
。

 
・
 技

術
的
・

物
理
的

優
位
性

の
有
無

・
 技

術
普
及

で
き
る

仕
組
み

・
規

模
・
行
政

的
ま
た

は
法
的

地
位
の

位
置
付
け

の
有
無

 

・
 活

動
実
施

に
過
不

足
の
な

い
人
員

配
置

 


 
R
A
J
P、

PS
J
P
は
カ

ン
ボ
ジ

ア
全
土

に
お
け

る
法
曹

人
材
育

成
の
中

心
的

役
割
を
担

う
機
関

で
あ
る

。
カ
ン

ボ
ジ
ア

で
は
今

後
、
各

種
特
別

裁
判

所
が
設
置

さ
れ
る

計
画
が

あ
る
。

そ
の
た

め
、
多

く
の
法

曹
人
材

が
必

要
と
な
る

。
こ
の

認
識
の

基
、
司

法
省
、

司
法
官

職
高
等

評
議
会

お
よ

び
R
AJ
P
で
協

議
し
た

結
果
、
約

6
00

人
の
裁
判

官
・
検
察

官
が

必
要
と

い
う
判
断

に
至
っ

た
と
の

こ
と
で

あ
る
。

R
AJ
P
で

は
そ
の

見
込
み

に
基

づ
き
、

5
カ
年

計
画
を

策
定
し
、

そ
の
中

で
2
0
08
～
2
0
12

年
の

間
に
毎

年
55

名
の
裁

判
官
・

検
察
官
を

養
成
す

る
計
画

と
し
て

い
る
。

 


 
R
A
J
P、

PS
J
P
は
カ

ン
ボ
ジ

ア
全
土

に
お
け

る
法
曹

人
材
育

成
の
中

心
的

役
割
を
担

う
機
関

で
あ
る

。
上
記

へ
対
応

す
る
た

め
、

RA
J
P、

R
S
J
P
を

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

タ
ー
ゲ

ッ
ト
グ

ル
ー
プ

と
す
る

こ
と
は

適
切
で

あ

る
。

 

 
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
以

外
へ

波
及

性
は

あ
る
か
。

 

 
・
 普

及
の
仕

組
み
の

整
備

 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
へ

の
評
価

・
関
心

の
高
さ

 

・
 カ

ン
ボ
ジ

ア
国
全

土
へ
の

技
術
の

普
及
の
可

能
性

 


 
R
A
J
P、

PS
J
P
は
カ

ン
ボ
ジ

ア
全
土

に
お
け

る
法
曹

人
材
育

成
の
中

心
的

役
割
を
担

う
機
関

で
あ
る

。
 


 
裁

判
官
は

人
材
不

足
の
状

況
に
あ

る
が
、

教
官
候

補
生
が

所
属
す

る
裁

判
所
か
ら

は
R
A
JP

で
教
官
候
補

生
と
し

て
経
験

、
知
識

を
積
む

こ
と
で

裁
判
所
へ

の
フ
ィ

ー
ド
バ

ッ
ク
が

得
ら
れ

る
た
め

、
教
官

候
補
生

が

R
A
J
P
に
協

力
す
る

こ
と
に

つ
い
て

は
非
常

に
協
力

的
な
姿

勢
を
見

せ
て

い
る
（
裁

判
所
長

が
、
教

官
候
補

生
に
対

し
、
マ

ニ
ュ
ア

ル
を
作

成
す

る
よ
う
依

頼
を
行

っ
た
ケ

ー
ス
も

あ
っ
た

）。
 

 
 

効
果

の
受

益
や

費
用

負
担

が
公

平
に

分
配

さ
れ
る
か

。
 

 
・
 受

益
者
設

定
の
偏

り
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
成

果
の
実

用
に
関

す
る
制
限

の
有
無

 


 
特

に
問
題

は
な
い

。
 

- 183 -



  
1
-
4
 

援
助

協

調
 

他
の

ド
ナ

ー
と

の
援

助
協

調
及

び
相

乗
効

果
が

期
待

で
き

る

か
。

 

 
 


 
R
S
J
P
に

お
け

る
継

続
教

育
は

、
2
0
0
8
年

に
RA
J
P
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ

に
よ
り
、

E
WM
I
の

支
援
を

受
け
て

開
始
さ

れ
た
。

学
校
側

が
ド
ナ

ー
を

招
い
て
行

っ
た
担

当
分
野

の
協
議

会
合
の

結
果
、

J
IC
A
が

民
事
分

野
の

一
部
の
支

援
を
行

う
こ
と

と
な
っ

た
。

 


 
し

か
し
刑

事
分
野

を
担
当

す
る
フ

ラ
ン
ス

が
RS
J
P
か

ら
事
実
上

撤
退
し

た
こ
と
も

あ
り
、
20
10

年
は
実
施

さ
れ
ず
、
2
01
1
年

7
月
現
在
で

実
施

予
定
も
な

い
。

RA
J
P
側
で

、
継
続

教
育
に

必
要
な

ド
ナ
ー

間
調
整

を
す

る
こ
と
が

で
き
な

か
っ
た

こ
と
、

必
要
な

予
算
措

置
が
な

さ
れ
な

か
っ

た
こ
と
が

主
因
で

あ
る
。

 

 
1
-
5
 

日
本

の

技
術

の
優

位

性
 

 
 

・
 類

似
の
協

力
事
例

 

・
 国

内
に
お

け
る
技

術
的
蓄

積
 


 
こ

れ
ま
で

法
制
度

整
備
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
（

フ
ェ
ー

ズ
1
、
2
）
に
お

い
て

民
法
・
民

事
訴
訟

法
の
起

草
・
立

法
化
支

援
を
日

本
が
実

施
し
て

き
た

経
緯
、
さ
ら

に
は
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
（

フ
ェ
ー

ズ
1）

で
R
SJ
P
 の

民
事
教

育
に
か
か

る
カ
リ

キ
ュ
ラ

ム
策
定

や
教
材

作
成
を

支
援
し

て
き
た

。
こ

の
た
め
、

他
ド
ナ

ー
と
比

較
し
日

本
に
技

術
的
な

優
位
性

が
あ
る

。
終

了
時
評
価

調
査
に

お
い
て

も
R
AJ
P
 マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
層

及
び
教
官

候
補

生
か
ら
は

、
そ
の

点
が
繰

り
返
し

強
調
さ

れ
た
。

 

 
1
-
6 

そ
の
他

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

以
降

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

取
り

巻
く

環
境

（
政

策
、

経
済

、
社

会
な

ど
）

の
変

化
は

な
い
か
。

 

 
 


 
特

に
な
い

。
 


 
「

法
・
司

法
制
度

改
革
短

期
・
中

期
行
動

計
画
」
の

レ
ビ

ュ
ー

は
、
法

・

司
法
改
革

評
議
会

に
よ
り

2
01
0
年
に

行
わ
れ

、
カ
ン

ボ
ジ
ア
に

政
策
の

変
化
は
無

い
こ
と

を
確
認

し
た
。

 

2
．
有

効
性
（

見
込
み

）
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2
-
1

成
果

の

達
成

 

成
果

は
達

成
さ

れ
て

い
る
か
。

 

 
 


 
新

入
生
の

入
学
が

無
い
外

部
的
な

問
題
を

抱
え
な

が
ら
も

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
を
通
じ

、
講
義

実
施
に

関
す
る

適
切
な

予
算
措

置
が
行

わ
れ
る

等
学

校
運
営
が

適
切
に

行
わ
れ

る
よ
う

に
な
っ

た
。
ま

た
各
裁

判
所
に

対
し

、

教
官
候
補

生
に
対

す
る
協

力
要
請

を
行
う

、
ま
た

長
期
的

な
人
材

育
成

の
た
め
、

教
官
候

補
生
の

異
動
に

関
し
て

停
止
す

る
た
め

の
働
き

か
け

等
の
円
滑

に
活
動

を
行
う

体
制
を

整
え
て

い
る
。

 


 
講

義
、
カ
リ

キ
ュ
ラ

ム
開
発
、
教

材
作
成

に
関
し

て
も

RS
JP

の
サ
ポ
ー

ト
の
下
、

4
0
名
の

教
官
候

補
生
の

能
力
は

着
実
に

向
上
し

て
お
り

、
人

材
育
成
の

目
標
は

着
実
に

達
成
さ

れ
て
い

る
。

 


 
継

続
教
育

は
2
0
10

年
以
降
、
財

政
的
な

実
施
さ

れ
て
い

な
い
が

2
01
2

年
に
は
再

開
す
る

見
込
み

と
な
っ

て
お
り

、
必
要

な
予
算

措
置
も

行
わ

れ
て
い
る

。
現
在

も
教
官

候
補
生

が
所
属

す
る
裁

判
所
で

情
報
共

有
を

行
っ
て
い

る
。
ま
た

R
SJ
P
と
し
て

も
裁
判

所
か
ら

の
質
問

を
受
け

付
け

、

回
答
を
行

う
等
代

替
手
段

で
裁
判

官
へ
の

技
術
的

フ
ォ
ロ

ー
を
行

っ
て

い
る
。

 

 
2
-
2
 

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
目

標

達
成

の
見

込

み
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
達

成
さ

れ
る

見
込

み
か
。

 

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

着
実
に

進
捗
し

て
お
り

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
期
間

内
で

成
果
は
概

ね
達
成

さ
れ
る

見
込
み

で
あ
る

。
具
体

的
に
は

、
講
義

、
カ

リ
キ
ュ
ラ

ム
開
発

、
教
材

作
成
に

関
し
て

も
R
S
JP

の
サ
ポ
ー
ト

の
下
、

4
0
名
の
教

官
候
補

生
の
能

力
は
着

実
に
向

上
し
て

お
り
、

R
SJ
P
が

民

法
・
民
事

訴
訟
法

の
則
っ

た
裁
判

実
務
に

関
す
る

教
育
が

自
律
的

に
実

施
で
き
る

体
制
は

整
い
つ

つ
あ
る

。
 


 
教

官
候
補

生
が
所

属
す
る

裁
判
所

も
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
活
動

に
協
力

し
、

法
曹
人
材

の
育
成

の
強
化

の
重
要

性
を
認

識
し
て

い
る
。

 


 
ま

た
、
司

法
官

職
高
等

評
議
会
も

、
R
A
JP
/
RS
J
P
か
ら

の
要
請
に

基
づ
き

教
官
候
補

生
の
人

事
異
動

（
通
常

4
年
ご

と
）
を

遅
ら
せ

る
等
、

法
曹

人
材
の
教

育
に
協

力
し
て

い
る
。
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プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

促
進

・
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
。

 

促
進

す
る

要
因

は
あ

る
か
。

 

 


 
R
S
J
P
に

対
し

て
は

フ
ェ

ー
ズ

1
か

ら
長
期

に
わ
た

り
支
援

が
行
わ

れ
て

お
り
、
日

本
と
の

信
頼
関

係
が
築

か
れ
て

い
る
。

か
か
る

状
況
下

、
プ

ロ
ジ
ェ
ク

ト
目
標

で
あ
る

教
官
採

用
お
よ

び
養
成

計
画
、

カ
リ
キ

ュ
ラ

ム
の
検
討

な
ど
学

校
運
営

に
係
る

活
動
が

C
/P

に
よ
り
自

律
的
に

行
え

る
こ
と
を

目
指
し

、
活

動
が
遂
行

さ
れ
て

い
る
が

、
C/
P
も
十
分

に
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

の
主
旨

を
理
解

し
、
活

動
を
遂

行
し
て

い
る
。

そ
の
結

果
、

か
か
る
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
は
適

切
に

C/
P
に
理

解
さ
れ

、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目
標

達
成
に

向
け
て

の
促
進

要
因
と

な
っ
て

い
る
。

 


 
教

官
候
補

生
が
所

属
す
る

裁
判
所

が
協
力

的
な
姿

勢
を
見

せ
て
い

る
な

ど
カ
ン
ボ

ジ
ア
国

の
法
曹

界
と
し

て
も
人

材
育
成

の
重
要

性
を
認

識
し

て
い
る
点

も
促
進

要
因
と

し
て
挙

げ
ら
れ

る
。

 

 
 

 
阻

害
す

る
要

因
は

あ

る
か
。

 

 


 
民

法
の
理

解
度
の

十
分
で

は
な
い

点
が
中

間
レ
ビ

ュ
ー
調

査
に
て

阻
害

要
因
と
し

て
挙
げ

ら
れ
て

い
た
が

、
徐
々

に
理
解

度
が
高

ま
っ
て

い
る

こ
と
が
報

告
さ
れ

て
い
る

。
 

 
2
-
3
 

因
果

関

係
 

成
果

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
た
め
に

十
分
か

。

 
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
目

標
達
成

の
た
め

、
そ
の

他
達
成

す
べ
き

成
果
は

な
い

。 
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外
部

条
件

は
現

時
点

に
お

い
て

も
正

し
い

か
。

外
部

条
件

が
満

た
さ

れ
る

可
能

性
は

あ
る
か
。

 

 
 


 
講

義
に
対

す
る
謝

金
に
関

す
る
予

算
が
確

保
さ
れ

る
等
適

切
に
行

わ
れ

て
い
る
。

 


 
し

か
し
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

目
標
達

成
に
向

け
、
以

下
の
点

が
阻
害

要
因

と
し
て
挙

げ
ら
れ

る
。

 

 
2
0
1
0
年

以
降

、
入

学
試

験
が

行
わ

れ
て

い
な
い
た

め
、
若
い

期
の

教
官

候
補
生
が

講
義
を

行
い
、
ワ
ー
キ

ン
グ
グ

ル
ー
プ

を
通
じ

て
習
得

し
た

知
識
を
適

用
す
る

機
会
が

な
い
。

 

 
民

法
は
適

用
さ
れ

て
い
な

い
た
め

、
教
官

候
補
生

は
裁
判

所
で
の

実
務

に
お
い
て

民
法
に

関
す
る

実
際
の

ケ
ー
ス

の
経
験

が
な
い

。
そ
の

た

め
、
教
官

候
補
生

に
対
し

フ
ォ
ロ

ー
ア
ッ

プ
研
修

が
必
要

で
あ
る

と
思

わ
れ
る
。

 

 
2
0
1
0
年
以

降
、
財

政
的
な

制
約
に

よ
り
継

続
教
育

が
行
わ

れ
て
い

な

い
。

 

3
．
効

率
性

 
 

 
 

 
 

 
3
-
1
 

成
果

の

産
出
度

 

成
果

の
産

出
度

は
適

切
か
。

 

 
・
 目

標
と
実

績
の
比

較
 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
活

動
は
概

ね
P
DM

上
の

計
画
に

沿
っ
て

円
滑
に
実

施
さ

れ
て
お
り

、
成
果

は
達
成

さ
れ
つ

つ
あ
る

（
詳
細

は
達
成

度
グ
リ

ッ
ド

に
記
載
）

 

 
 

成
果

の
産

出
を

促

進
・

阻
害

す
る

要
因

は
あ
る
か

。
 

促
進

す
る

要
因

は
あ

る
か
。

 

 

 


 
「

2
-2

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
達
成
見

込
み
」

と
同
様

。
 


 
前

述
の
と

お
り

RA
J
P/
R
SJ
P
 マ

ネ
ジ
メ
ン

ト
層
と

日
本
人

専
門
家

は
頻

繁
に
会
合

を
持
ち

、
教
官

候
補
生

と
日
本

人
専
門

家
も
質

問
、
回

答
な

ど
を
通
じ

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン

を
持
つ

機
会
も

多
い
。

こ
う
し

た
良

好
な
コ
ミ

ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ

ン
も
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

効
率
性

を
高
め

て
い

る
。

 

 
 

 
阻

害
す

る
要

因
は

あ

る
か
。

 

 


 
「

2
-2

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
達
成
見

込
み
」

と
同
様

。
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3
-
2
 

因
果

関

係
 

成
果

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
投

入
で

あ
っ
た
か

。
 

 
・
 投

入
の
不

足
あ
る

い
は
不

適
切
性

に
起
因
す

る
遅
延

、
そ
の

他
の
支

障
の
発
生

 


 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

計
画
に

沿
っ
て

適
切
な

タ
イ
ミ

ン
グ
、

量
の
投

入
が

行
わ
れ
て

い
る
。

 


 
実

施
中
の
「

法
制
度

整
備
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
（

フ
ェ
ー
ズ

3
）」

や
、「

弁
護

士
会
司
法

支
援
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
」（

20
1
0
年

6
月
終
了

）
と
の
間

で
条
文

や
法
令
解

説
等
の

出
版
物

が
共
有

さ
れ
て

い
る
。

 


 
ま

た
、
長

期
専
門

家
と
日

本
の
支

援
体
制

（
民
法

作
業
部

会
、
民

事
訴

訟
法
作
業

部
会
、

不
動
産

登
記
に

か
か
る

実
務
ア

ド
バ
イ

ザ
ー
グ

ル
ー

プ
、
日
本

国
法
務

省
）
の

組
み
合

わ
せ
、

ま
た
短

期
専
門

家
に
よ

る
現

地
セ
ミ
ナ

ー
、

JI
C
A-
N
et

セ
ミ
ナ

ー
や
本

邦
研
修

な
ど
複

数
の
支

援
ス

キ
ー
ム
の

活
用
に

よ
り
、

非
常
に

効
率
的

に
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
は
実

施
さ

れ
て
い
た

。
非
常

に
効
率

的
に
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

実
施
さ

れ
て
い

る
。

 

 
3
-
3
 

タ
イ

ミ

ン
グ

 

計
画

に
沿

っ
て

活
動

を
行

う
た

め
に

、
過

不
足

の
な

い
質

・
量

の
投

入
が

タ
イ

ミ
ン

グ
よ

く
行

わ
れ

た

か
。

 

 
・
 計

画
に
沿

っ
た
タ

イ
ミ
ン

グ
で
の

投
入
実
施

 

・
 タ

イ
ミ
ン

グ
に
起

因
す
る

活
動
の

遅
延
、
そ

の
他
支

障
の
発

生
 


 
（

同
上
）

 

 
3
-
4 

コ
ス
ト

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
比

較
し

て
、

総
投

入
コ

ス
ト

は
妥

当
で

あ
る
か
。

 

 
・
 類

似
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
の
総

投
入
コ

ス
ト
と
の

比
較

 


 
（

比
較
可

能
な
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
は

な
い

。）
 

4
．
イ

ン
パ
ク

ト
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4
-
1
 

上
位

目

標
達

成
の

見

込
み

 

上
位

目
標

は
達

成
す

る
見
込
み

か
。

 

 
・
 裁

判
官
・

検
察
官

に
任
命

さ
れ
る

R
S
J
P
修
了

生
数

 

・
 R
S
J
P
修
了

生
の
民

事
裁
判

手
続
き

に
か
か
る

理
解
度

 


 
R
S
J
P
が
、

今
後
も

民
法
教

育
を
充

実
さ
せ

、
法
曹

界
に
優

秀
な
人

材
を

輩
出
す
る

こ
と
が

可
能
と

な
っ
た

場
合
、

上
位
目

標
の
達

成
に
寄

与
す

る
も
の
と

見
込
ま

れ
る
。
上

位
目

標
の
達

成
に
は
、
R
SJ
P
 で

の
教
育
を

受
け
て
い

な
い
既

存
の
裁

判
官
に

対
す
る

民
法
の

普
及
も

必
要
と

な
る

が
、
そ
の

割
合
は

徐
々
に

減
少
し

て
お
り

、
全
体

の
レ
ベ

ル
ア
ッ

プ
が

図
ら
れ
て

い
る
。

 


 
そ

の
他
、

上
位
目

標
の
達

成
の
た

め
に
は

、
弁
護

士
の
能

力
向
上

、
民

事
執
行
や

保
全
な

ど
の
関

連
制
度

の
整
備

・
普
及

も
必
要

と
な
る

。
 

 
 

上
位

目
標

の
達

成
を

促
進

・
阻

害
す

る
要

因
は
あ
る

か
。

 

促
進

す
る

要
因

は
あ

る
か
。

 

 

 


 
長

期
に
わ

た
り
日

本
側
が

支
援
を

行
っ
て

い
る
こ

と
に
よ

り
、
各

C
/P

が
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

の
主
旨

を
理
解

し
、
ま

た
日
本

側
も
カ

ン
ボ
ジ

ア
の

法
曹
界
が

抱
え
る

課
題
、

解
決
策

を
十
分

に
理
解

し
、
活

動
ア
プ

ロ
ー

チ
を
策
定

し
た
。
こ

の
結
果

、
C/
P
の
自
主

的
な
活

動
を
高

め
、
オ

ー
ナ

ー
シ
ッ
プ

を
高
め

て
く
結

果
を
も

た
ら
し

て
い
る

。
 


 
ま

た
、
法

曹
界
人

材
が
不

足
し
て

い
る
状

況
に
あ

り
な
が

ら
も
、

教
員

候
補
生
が

所
属
す

る
裁
判

所
は
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
へ

の
教
官

候
補
生

の
提

供
に
協
力

的
な
姿

勢
を
示

し
て
お

り
、
法

曹
界
全

体
と
し

て
人
材

の

質
・
量
両

面
の
向

上
に
強

い
意
欲

を
見
せ

て
い
る

。
 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

外
国
か

ら
の
投

資
が
活

発
化
し

て
お
り

、
こ
れ

に
伴

い
国
内
に

お
い
て

も
商
行

為
な
ど

民
事
の

ニ
ー
ズ

が
高
ま

っ
て
い

く
可

能
性
が
高

く
、
適

切
に
民

法
・
民

事
訴
訟

法
が
活

用
さ
れ

る
こ
と

が
求

め
ら
れ
て

い
く
。

 

か
か
る
要

素
は
上

位
目
標

の
達
成

の
促
進

要
素
に

な
り
え

る
。
 

 
 

 
阻

害
す

る
要

因
は

あ

る
か
。

 

 


 
カ

ン
ボ
ジ

ア
で
は

い
ま
だ

法
曹
界

の
人
材

が
不
足

し
た
状

況
に
あ

る
。

司
法
実
務

が
今
後

も
円
滑

に
実
施

さ
れ
る

た
め
、

R
SJ
P
が

今
後
も

継
続

し
、
法
曹

界
に
人

材
を
輩

出
し
て

い
く
こ

と
が
必

要
で
あ

る
。
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4
-
2
 

因
果

関

係
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て
い
な

い
か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
結

果
が

ど
の

程
度

上
位

目
標

の
達

成
に

貢
献
す
る

か
。

 

 


 
上

位
目
標

で
あ
る

、
カ
ン

ボ
ジ
ア

に
お
い

て
民
法

・
民
事

訴
訟
法

に
基

づ
い
て
適

切
に
民

事
裁
判

が
行
わ

れ
る
よ

う
に
な

る
た
め

に
は
、

R
SJ
P

に
お
い
て

法
曹
界

に
人
材

を
輩
出

す
べ
く

、
裁
判

実
務
に

対
す
る

教
育

が
行
わ
れ

る
必
要

が
あ
る

。
そ
の

た
め
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

目
標
が

達
成

さ
れ
る
こ

と
は
、

上
位
目

標
の
達

成
に
大

き
く
寄

与
す
る

と
判
断

さ
れ

る
。

 

 
 

外
部

条
件

は
、

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

。
外

部
条

件
が

満
た

さ
れ

る
可

能
性

は
高
い
か

。
 

 
 


 
特

に
な
い

。
 

 
4
-
3
 

波
及

効

果
 

上
位

目
標

以
外

の
効

果
・

影
響

が
想

定
さ

れ
る
か
。

 

マ
イ

ナ
ス

の
イ

ン
パ

ク
ト

を
軽

減
す

る
た

め
の

対
策

は
採

ら
れ

て
い
る
か

。
 

・
 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
実

施
前
後

の
変
化


 
教

官
候
補

生
数
名

は
は
、

書
記
官

養
成
校

や
大
学

で
教
官

と
し
て

単
独

で
講
義
を

担
当
す

る
よ
う

に
な
っ

た
。

 


 
自

主
性

の
高

ま
り

に
よ

り
、
J
IC
A
-
Ne
t
 セ

ミ
ナ

ー
で

得
た

知
識

を
も

と

に
、
日
本

人
専
門

家
の
助

言
を
仰

ぎ
な
が

ら
、
督

促
手
続

き
の
マ

ニ
ュ

ア
ル
を
自

主
的
に

作
成
し

、
同
僚

裁
判
官

に
配
布

し
た
、

と
い
う

ケ
ー

ス
も
確
認

さ
れ
た

。
 


 
多

く
の
教

官
候
補

生
は
、

新
し
い

民
法
・

民
事
訴

訟
法
に

か
か
る

教
育

を
受
け
て

い
な
い

先
輩
の

裁
判
官

か
ら
教

官
候
補

生
が
習

得
し
た

民
事

に
関
し
情

報
共
有

を
求
め

ら
れ
る

ケ
ー
ス

も
あ
る

。
 

 
 

ジ
ェ
ン
ダ

ー
、
民
族

、

社
会

的
階

層
の

違
い

に
よ

り
、

異
な

っ
た

影
響
は
あ

る
か
。

 

 
・
 同

上
 


 
特

に
な
い

。
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そ
の

他
の

マ
イ

ナ
ス

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
あ

る
か

。
そ

れ
を

取
り

除
く

た
め

の
方

策
は

何
か
。

 

 
 


 
特

に
な
い

。
 

5
．
自

立
発
展

性
（
見

込
み
）
 

 
 

 
 

 
5
-
1
 

政
策

・

制
度
面

 

政
策

支
援

は
協

力
終

了
後

も
継

続
す

る

か
。

 

 
 


 
R
A
J
P
は

5
カ

年
計

画
（

20
0
8-
20
1
2
年

）
を

策
定

し
て

お
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
終

了
後
も

政
策
支

援
は
継

続
す
る

。
カ
ン

ボ
ジ
ア

で
は
今

後
、

各
州
裁
判

所
が
多

数
設
置

さ
れ
、

ま
た
法

曹
関
係

の
学
校

も
5
校

開
講

さ
れ
る
予

定
で
あ

る
こ
と

か
ら
、

多
く
の

法
曹
人

材
が
必

要
と
な

る
見

込
み
で
あ

る
。
こ
の

認
識
の

基
、
MO
J、

司
法
官
職

高
等
評

議
会

お
よ
び

R
A
J
P
で

協
議

し
た

結
果

、
約

60
0
人
の
裁

判
官
・

検
察
官

が
必
要

と
の

結
論
に
至

っ
た
。

R
AJ
P
は

そ
の
結

論
に
基

づ
き
、

5
カ

年
計
画
を

策
定

し
、
2
0
08
-
20
1
2
年
の

間
に
毎
年

55
人
の
裁

判
官
・

検
察
官
を

養
成
す

る
計
画
と

し
て
い

る
。

 

 
 

関
連

法
規

、
法

制
度

は
整

備
さ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

整
備

さ
れ

る
計
画
か

。
 

 
 


 
終

了
時
評

価
調
査

時
点
で

必
要
な

関
連
法

規
や
法

制
度
は

な
い
。

 

 
5
-
2
 

組
織

・

財
政
面

 

協
力

終
了

後
も

、
効

果
を

上
げ

て
い

く
た

め
の

活
動

を
実

施
す

る
に

足
る

組
織

能
力

は
あ
る
か

。
 

 
 


 
C
/
P
の

理
解
度

の
向
上

、
自
主
的

に
活
動

が
遂
行

さ
れ
る

等
の
点

に
お
い

て
組
織
内

の
個
人

の
能
力

の
向
上

は
確
認

さ
れ
る

。
 


 
組

織
の
マ

ネ
ジ
メ

ン
ト
に

お
い
て

は
、

20
1
0
年
以

降
、
新

入
生
不

在
な

ど
の
状
況

が
課
題

と
し
て

挙
げ
ら

れ
る
が

、
下
記

に
示
す

よ
う
に

適
切

な
予
算
措

置
を
行

う
等
学

校
運
営

は
機
能

し
て
い

る
。
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活
動

成
果

を
研

修
・

普
及

し
て

い
く

た
め

の
組

織
的

枠
組

み
は

整
備

さ
れ

て
い

る

か
。

 

 
 


 
同

上
 

 
 

必
要

な
事

業
計

画

（
短

期
・

長
期

）
を

整
備
し
て

い
る
か

。

 
 


 
「

5
-1
 
政
策

・
制
度

面
」
と
同

様
。

 

 
 

実
施

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
、

十
分

に
確

保
さ

れ
て

い
る
か
。

 

 
 


 
前

述
の
と

お
り

、
R
A
JP
/
RS
JP

の
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

層
、
お
よ
び
教

官
候
補

生
の
主
体

性
が
確

認
さ
れ

て
お
り

、
高
い

オ
ー
ナ

ー
シ
ッ

プ
が
確

保
さ

れ
て
い
る

。
 

 
 

経
常

経
費

を
含

む
予

算
の

確
保

は
行

わ
れ

て
い

る
か

。
予

算
措

置
は

十
分

に
講

じ
ら

れ
て
い
る

か
。

 

 
 


 
講

師
謝
金

が
カ
ン

ボ
ジ
ア

政
府
の

予
算
で

賄
わ
れ

る
よ
う

に
な
っ

た

が
、
教
官

の
確
保

、
お
よ

び
教
官

候
補
生

の
採
用

に
必
要

な
予
算

申
請

書
は
作
成

さ
れ
、

カ
ン
ボ

ジ
ア
政

府
に
提

出
済
み

で
あ
る

。
こ
の

予
算

申
請
書
に

基
づ
き

、
適
切

な
予
算

措
置
が

行
わ
れ

る
必
要

が
あ
る

。
ま

た
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

終
了
後

も
適
切

な
予
算

措
置
が

講
じ
ら

れ
る
こ

と
が

望
ま
れ
る

。
 

 
5
-
3 

技
術
面

カ
ン

ボ
ジ

ア
に

お
い

て
適

用
可

能
且

つ
実

用
的

な
技

術
が

移
転

さ
れ
て
い

る
か
。

 

 
 


 
「

1
-3

手
段
と

し
て
の

適
切
性
」
に
て
記

し
た

と
お
り

、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
は

C
/P

が
よ
り

主
体
性

を
以
て

自
立
的

に
民
事

教
育
の

実
施
が

可
能

と
な
る
こ

と
を
目

指
し
技

術
移
転

が
行
わ

れ
て
い

る
。
そ

の
結
果

、
各

活
動
に
お

い
て

C/
P
側
の

主
体
性

の
高
ま

り
は
確

認
さ
れ

て
お
り

成
果

が
創
出
さ

れ
て
い

る
。
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普
及

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

取
り

込
ま

れ
て

い
る

か
。

 

 
・
 関

係
者
を

対
象
と

し
た
研

修
実
施

の
仕
組
み

 

・
 技

術
移
転

の
仕
組

み
や
教

材
の
準

備
 


 
同

上
 

 
 

関
連

機
関

と
の

業
務

提
携

・
連

携
関

係
が

良
好

に
維

持
さ

れ
、

発
展

し
て

い
く

見
通

し
は
あ
る

か
。

 

 
 


 
R
A
J
P
の

5
カ
年
計

画
（
2
0
08
-
20
1
0
年
）
策
定
に

お
い
て

は
、
MO
J、

司

法
官
職
高

等
評
議

会
と
の

間
で
協

議
が
行

わ
れ
る

等
関
連

各
機
関

と
の

良
好
な
関

係
が
構

築
さ
れ

て
い
る

。
 


 
特

に
、
M
O
J
と
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン

に
つ
い

て
、
問
題

は
な

い
。
前

フ
ェ
ー
ズ

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

か
ら
培

わ
れ
た

関
係
を

通
じ
、

情
報
が

共
有

さ
れ
る
体

制
と
な

っ
て
い

る
。
普

及
活
動

に
つ
い

て
の

RS
JP

と
M
OJ

の

業
務
分
担

の
必
要

性
に
つ

い
て
も

共
通
認

識
が
あ

る
こ
と

が
確
認

さ
れ

た
。

 

 
 

C
/
P

の
多

く
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
実

施
機

関
に

継
続

し
勤

務
す

る
見

通
し

か
。

 

 
 


 
C
/
P
へ

の
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
調
査
を

通
じ
、
C
/P

は
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

終
了
後

も
実
施
機

関
に
継

続
し
勤

務
す
る

見
通
し

で
あ
る

。
 

 
 

資
機

材
の

維
持

管
理

は
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る
か
。

 

 
 


 
適

切
に
行

わ
れ
て

い
る
。

 

 
5
-
4
 

社
会

・

文
化
・
環
境
面

女
性

、
貧

困
層

へ
の

配
慮

不
足

に
よ

り
持

続
性

を
妨

げ
る

可
能

性
は
な
い

か
。

 

 
 


 
特

に
な
し

。
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環
境

へ
の

配
慮

不
足

に
よ

り
持

続
性

を
妨

げ
る

可
能

性
は

な
い

か
。

 

 
 


 
特

に
な
し

。
 

 
5
-
5 

そ
の
他

自
立

発
展

性
を

阻
害

す
る

そ
の

他
の

要
因

は
あ
る
か

。
 

 
 


 
特

に
な
し

。
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附属資料Ⅲ４ 
 

４．日本・カンボジア双方の投入実績 

 

Ⅰ．カンボジア側投入 

１． カウンターパート 

２． 運営経費自己負担 

 

Ⅱ．日本側投入 

１． 専門家派遣 

（１） ４名の長期専門家 

（２） １５名（述べ）の短期専門家 

番号 氏名 指導科目 派遣期間 

＜長期専門家＞ 

１ 建元 亮太 法曹養成アドバイザー 2008/4/1～2010/3/31

２ 森田 隆 業務調整 2008/4/1～2012/4/10

３ 西村 恵三子 法曹養成アドバイザー 2010/4/1～2012/3/31

４ 岡本 陽平 業務調整 2010/4/1～2012/3/31

＜短期専門家＞ 

１ 宮﨑 朋紀 法曹養成 2008/12/17-27 

２ 磯川 剛志 民事教育改善指導 2009/2/11-15 

３ 宮﨑 朋紀 民事教育改善指導 2009/2/9-15 

４ 宮﨑 朋紀 民事教育改善指導 2009/6/21-28 

５ 西村 恵三子 民事教育改善指導 2009/6/21-28 

６ 宮﨑 朋紀 民事教育改善指導 2009/7/31-8/9 

７ 西村 恵三子 民事教育改善指導 2009/7/31-8/9 

８ 磯川 剛志 民事教育改善指導 2009/8/1-5 

９ 西村 恵三子 民事教育改善指導（模擬裁判） 2009/12/7-26 

１０ 西村 恵三子 法曹養成 2010/2/22-3/13 

１１ 宮﨑 朋紀 法曹養成 2010/3/8-13 

１２ 松川 充康 民事教育改善指導 2010/9/14-9/22 

１３ 上坂 和央 民事教育改善指導 2010/9/14-9/22 

１４ 松川 充康 民事訴訟法（強制執行） 2011/3/15-24 

１５ 上坂 和央 民法（不法行為・強制執行） 2011/3/15-24 

２．調査団派遣 

番号 調査団名 派遣期間 

１ 運営指導調査 2008/12/10-17 
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附属資料Ⅲ４ 
 

２ 中間評価調査 2010/2/17-3/5 

３ 終了時評価調査 2011/8/21-2011/9/7 

 

３．供与機材 

番号 品目 数量 

１ プロジェクター 1 

 

４．本邦研修 

番号 調査団名 参加人数 派遣期間 

１ 模擬記録作成研修 7 2008/10/6-18 

２ 裁判実務・教材作成 4 2009/2/9-21 

３ 
法曹養成支援研修（裁判実務・教材

作成） 

4 
2009/9/8-18 

４ 模擬記録作成研修 6 2009/10/4-17 

５ 民事第一審マニュアル改訂研修 7 2009/11/10-19 

６ 模擬裁判研修 7 2010/10/17-30 

７ 執行保全研修 6 2011/6/19-25 

 

５．日本側部会活動 

 法曹養成アドバイザリーグループ 計６回開催 

    

６．現地セミナー 

 （１）短期専門家派遣によるセミナー実績     

番号 セミナー名 開催日程 

１ 民事模擬裁判 2008/12/22-26 

２ 強制執行 主張整理 2009/2/10-13 

３ 民法セミナー（物権総則，担保物権総論・抵

当権） 

2009/6/22-26 

４ 民法セミナー（代理、契約総論、弁済） 2009/8/3-7 

５ 民事模擬裁判 2009/12/21-26 

６ 既判力，共同訴訟 2010/3/9-12 

７ 親族、相続法 2010/9/15-9/21 

８ 不法行為，執行保全 2011/3/16-23 

 （２）ワーキンググループ活動実績   

    計１５０回開催 
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附属資料Ⅲ４ 
 

 （３）JICA-NET セミナー     

番号 セミナー名 開催日程 

１ JICA-NET セミナー（担保，仮差押解放金，

保全取消，担保取消等） 

2008/9/18-19 

２ 民法 JICA-NET セミナー（督促手続・少額訴

訟） 

2009/5/22 
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